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巻頭言

未来を切り拓く教育

1979年に本誌の前身である『教育資料』という冊子が創刊されました。2001年に『中部

大学教育研究（JournalofChubuUniversityEducation）』として衣替えをし、今号で

第23号となりました。今号ではライフキャリア教育科目「自己開拓」の教育効果、コロナ

後の対面授業など５編の研究論文、学生支援、地域との連携、語学教育、PASEOの観点か

ら４編の実践研究・実践報告、１編のTOEICに関する教育資料、そして、FD活動評価点

検委員会からの本学が誇る『魅力ある授業づくり』の振り返りを編纂しました。これらの

論文や報告には、教育研究とその実践における新たな知見や実践的なアプローチが含まれ

ており、大いに参考になることと思います。

我が国の2022年の出生数はおよそ77万人でした。前年よりも４万人の減少、５年前から

は約20万人もの減少となっています。この状態が続けば「少子超高齢化社会」が現実味を

帯びてきます。昨年度は、国公私立大学約800校のうち、600校ある私立大学の53.3％にあ

たる320校の入学定員充足率が100％未満となりました。人口減少の影響がじわじわと拡がっ

ていると言っても過言ではありません。昨今のいわゆる大学全入時代では、予測困難な時

代を生き抜く自律的な人材を育成する「学修者本位の教育」が重要視されることとなりま

した。

この「学修者本位の教育」とは、読んで字のごとく、教育の核心を学生に置くことを意

味します。かつての大学のイメージとは異なり、現在は教職員と学生とで創りあげること

が大学のあるべき姿となっています。旧来の教育の枠組みを超え、個々のニーズや学習ス

タイルを考慮しながら、自ら学び、問題を解決し、創造性を発揮できるような環境を整え

ることが求められています。

「学修者本位の教育」への転換が求められることにより「教学マネジメント」を確立す

ることが必要不可欠となりました。そのための最重要ポイントである、３つのポリシーを

改めて明確にした上で、それらのポリシーを通じた学修目標の具体化、授業科目・教育課

程の編成・実施、学修成果・教育成果の把握・可視化、教学マネジメントを支える基盤

（FD・SD、教学IR）、情報公表を機能させ、教育活動の改善に活用しなければなりません。

教学マネジメントは、効果的な学習環境を築くための重要な要素です。学生の資質の適切

な育成、教育方針の策定、教員と学生とのコミュニケーション促進、評価方法の改善など、

多岐にわたる要素が含まれます。これらの要素が組み合わさることで、学生がより充実し

た教育を受けることが可能となります。

教育は常に変化し続けていますが、学生へのアプローチを中心に据え、教育の質を高め

ていくことが、より意義のある未来を築く鍵であると考えられます。そして、社会の礎で

あり、将来を担う人材の育成において重要な役割を果たしています。そのためにも、この

『中部大学教育研究』が、教育の新たな展開や成長を支援するための場となり、教育の未来

を切り拓いていくことを心より願います。

2023年12月

中部大学 学長

竹 内 芳 美
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研 究 論 文





1 問題と目的

1．1 大学におけるキャリア教育の課題

終身雇用や年功賃金といった従来の日本的雇用慣行

は、経済成長を支える重要な仕組みとして機能し（濱

秋・堀・前田・村田,2011）、高度経済成長期におい

ては、家庭における収入の安定化をもたらし、近代的

な性別役割分業体制の大衆的なレベルでの成立を促し

たとされる（cf.関井・斧出・松田・山根,1991）。そ

の結果、個人のキャリアパスは平準化し、近年まで

「教育・仕事（家庭）・老後」という3ステージからな

る単線型の人生が、多くの人に共有されるキャリアパ

スであった（cf.中央教育審議会,2018）。

しかし、バブル崩壊後のいわゆる「平成不況」やリー

マンショックは、伝統的な雇用慣行が前提としていた

産業構造を大きく揺るがした。さらに、新型コロナウ

イルス（COVID-19）の世界的な大流行は、結果とし

て、日本において生き方・働き方の多様化を促したと

いえよう。昨今、単線型のキャリアパスを想定するこ

とは困難になりつつあることから、個々人のキャリア

発達を検討するうえでは、異なるマルチステージの複

線型キャリアパスを想定することが求められている。

今後、ライフコースの個人化（前田,2022）はより一

層顕著となるであろう。

それにもかかわらず、大学でのキャリア教育におい

ては、教育から仕事という従来の単線型キャリアパス

が想定されているかのごとく、ワークキャリアに偏重

したキャリア教育が広く実施されてきた。確かに、キャ

リア教育が学校段階に導入された当初は若者の不安定

な就業対策が必要であったこと、また大学進学率の向

上に伴い大学が仕事への移行直前の主要な教育機関と

なったことを勘案すれば、大学におけるキャリア教育

においてワークキャリアを強調することが重要であっ

たとも考えられる。

しかし、ワークキャリアに偏重したキャリア教育を

受けた学生は、大学卒業後のキャリアについて、ワー

クキャリアの観点から捉える態度を醸成しやすいとい

える。すなわち、キャリア教育においてワークキャリ

アを強調するほど、学生は教育から仕事への単線型キャ

リアパス志向に陥りかねない。

1．2 ライフキャリア教育の意義

現状、ライフコースの個人化が進んできたとはいえ、

大学生の中には、いまだに従来の産業構造や単線型キャ

リアパスを前提としている者が少なくない。たとえば、

杉本（2023）では、客観的事実を踏まえず漠然と信じ

られているキャリアに対する考え方である「キャリア
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ライフキャリア教育科目「自己開拓」における教育効果の検証

－2022年度授業に基づく検証－

杉本 英晴＊1・佐藤 友美＊2・寺澤 朝子＊3

要 旨

本研究では、2021年度に示されたライフキャリア教育「自己開拓」の教育効果が、単年度に限定されずに

確認される授業特有の教育効果であるかを検討することを目的とした。授業の教育効果について検証した結

果、2022年度の受講者においても、各回の授業プログラムは学生の授業に対する高いコミットメントやキャ

リア意識の深まりを促し、授業全体を通して性格特性における開放性の向上、自尊感情の向上、進路選択に

対する自己効力の向上、時間的展望における現在の充実、目標指向性の獲得、キャリア・アダプタビリティ

の向上、コミュニケーション・スキルの獲得など、単年度に限定されない十分な効果を有していることが明

らかとなった。今後は、本授業がライフキャリア教育として、学生の柔軟な生き方や働き方に関する資質・

能力の発達を促すかについて検討する必要性が示唆された。

キーワード

ライフキャリア教育、教育効果の検証、キャリア発達



にまつわる神話（CareerMyths）」（Stead&Watson,

1993）に焦点をあて、大学生が有するキャリアに対す

る思い込みについて検討している。その結果、「1つの

仕事を生涯継続することが求められる」や「大企業・

有名企業への就職は、将来の安定した生活につながる」、

「学校卒業後は働くことが中心で、ライフキャリアを

充実させる時間がない」などの回答が得られており、

大学生が単線型キャリアパスに強くとらわれているこ

とがうかがえる。

こうした学生に対して、ワークキャリアに偏重した

キャリア教育を行うことは、より単線型のキャリアパ

スへの傾倒を促すがゆえにライフキャリアを考慮した

将来展望を困難にし、さらには、ライフキャリアやワー

クキャリアに対する特定の思い込みを客観的に理解す

る機会を逸し、そうした思い込みを強めると考えられ

る。実際、思い込みの内容によっては、キャリアの選

択肢を最大限に探求しなくなり（Ladany,Melincoff,

Constantine,& Love,1997）、十分な情報に接しな

いことで、キャリア神話に固執する傾向が強くなるこ

とが示唆されている（Leal-Muniz& Constantine,

2005）。

昨今、ワークキャリアに偏重したキャリア教育への

批判から、ライフキャリアの視点を重視した教育実践

が広まりつつある（前田,2022;丸山・河﨑,2016）。

今後、大学におけるキャリア教育には、ワークキャリ

アに偏重せずライフキャリアの視点を取り入れ、ライ

フキャリアに関する知識を提供すること、そのうえで、

ライフキャリアとワークキャリアから構成されたマル

チステージの複線型キャリアパスを自ら意思決定でき

るような資質・能力を形成することが求められる。

1．3 ライフキャリア教育「自己開拓」の新設

こうした背景から、中部大学で従来行われてきた

「自己開拓」にライフキャリア教育を導入し、新プロ

グラムとして考案されたのがライフキャリア教育科目

「自己開拓」である（杉本・佐藤・寺澤,2022）。具体

的には、仕事や家庭のみならず、趣味・市民性など多

重役割を踏まえたライフ・プランニングや将来の生活

に使用する資金を考えさせる金融教育などを通して多

様な生き方・働き方の理解を深めることができるよう、

ライフキャリアの視点や複線型キャリアパスをより強

調した授業構成とした。なお、授業方法としては、従

来の「自己開拓」で実践されてきた体験学習をベース

とした参加型ワークショップ形式を踏襲し（ハラデレッ

ク・林・間宮・小塩,2011;小塩・ハラデレック・林・

間宮,2011）、グループワーク形式のアクティブラー

ニングを採用した。

この新プログラムの「自己開拓」は2021年度より実

施され、教育効果の検証もなされた（杉本他,2022）。

その結果、ライフキャリア教育科目「自己開拓」は、

各回の授業において、学生による授業への高いコミッ

トメントを促し、学生のキャリア意識を深めることが

示された。また、授業全体の教育効果においても、学

生は本授業を受講することで、自己理解を深め、コミュ

ニケーション能力を向上させており、自尊感情の向上、

進路選択に対する自己効力の向上、時間的展望の未来

の側面の拡がり、そしてキャリア・アダプタビリティ

の向上など、従来の「自己開拓」とほぼ同様の十分な

教育効果が得られた。さらに、コミュニケーション・

スキルについての向上も確認され、従来とは異なる効

果も見出された。

このように、杉本他（2022）では新プログラムにお

いても十分な教育効果を有する可能性が示されたが、

教育効果を検証するうえでの課題も指摘されている。

1つは、「自己開拓」の受講群と比較する統制群で学部

の偏りがみられた点である。もう1つは、単年度限定

でみられた効果である可能性が否定できない点である。

これらは、示された教育効果が、2021年度に「自己開

拓」を受講した学生のみに確認される可能性を示して

おり、ライフキャリア教育「自己開拓」の教育効果を

明らかにするためには、さらなる検証が必要である。

1．4 本研究の目的

以上より、本研究では2021年度に開発されたライフ

キャリア教育「自己開拓」の授業各回および授業を通

しての全体的な教育効果が、単年度にとどまらず2022

年度の授業においても同様に確認できるかについて検

討することを目的とする。その際、2021年度に課題と

された統制群の対象者の偏りを考慮すべく、受講群と

統制群の協力者の所属学部が偏らないように配慮する

こととする。

ライフキャリア教育「自己開拓」が十分な教育効果

を有するのであれば、2021年度の受講群と同様の教育

効果を示すであろう。また教育効果は、統制群よりも

受講群において高く見られるだろう。

2 方法

2．1 調査協力者

調査協力者は、「自己開拓」の受講者（以下、「受講

群」）194名と全学共通教育科目の受講者（以下、「統

制群」）240名であった。それぞれの平均年齢は、受講

群18.98歳（SD＝0.98）、統制群18.82歳（SD＝0.85）で

あった。なお、受講群、統制群ともに、特定の学部に

偏ることはなく、工学部87名、経営情報学部76名、国

際関係学部19名、人文学部75名、応用生物学部63名、

生命健康科学部73名、現代教育学部36名、未回答5名

中部大学教育研究 No.23（2023）
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の学生から構成された。

2．2 調査内容

授業各回の教育効果を検証するため、 杉本他

（2022）と同様の調査内容を準備した。

授業での学び キャリア教育科目の各回の授業にお

ける教育効果を測定するために、杉本他（2022）で作

成された授業での学び尺度を使用した。本尺度は、学

びへのコミットメント（「授業の目的を意識して授業

を受けることができた」など）とキャリア意識の深ま

り（「自分の人生や将来の生き方に対する考え方が広

がった」など）の2つの側面からなる10項目で構成さ

れている。授業を受講した自分自身にどれくらい当て

はまるかについて「そう思わない（1点）」「ややそう思

う（2点）」「そう思う（3点）」「とてもそう思う（4点）」

「非常にそう思う（5点）」の5段階で回答を求めた。

また、授業全体の教育効果を検証するため、佐藤・

杉本・寺澤（2017）、杉本他（2022）と同様の調査内

容を準備した。

ビッグファイブ・パーソナリティ パーソナリティを

測定するために、小塩・阿部・カトローニ（2012）で

作成された日本語版TenItemPersonalityInventory

（TIPI-J）を使用した。本尺度は、外向性（活発さ、

社交性：「活発で外向的だと思う」など）、協調性（や

さしさ、利他性：「人に気をつかう、優しい人間だと

思う」など）、勤勉性（まじめさ：「しっかりしていて、

自分に厳しいと思う」など）、神経症傾向（情緒的な

不安定さ：「心配性で、うろたえやすいと思う」など）、

開放性（知的な柔軟さ：「新しいことが好きで、変わっ

た考えをもつと思う」など）の5つの側面からなる10

項目で構成されている。自分にどれくらい当てはまる

かを「全く違うと思う（1点）」から「強くそう思う

（7点）」までの7段階で回答を求めた。

自尊感情 自分を肯定的に捉え、自信があり、自分

に満足している傾向を意味する自尊感情を測定するた

めに、桜井（2000）で作成された自尊感情尺度を使用

した。本尺度は「私は、自分に満足している」「私は

たいていの人がやれる程度には物事ができる」などの

10項目で構成されている。各項目について、現在の自

分に当てはまるかについて「いいえ（1点）」から「は

い（4点）」までの4段階で回答を求めた。

進路選択に対する自己効力 進路選択に対して認知

された効力予期すなわち自己効力を測定するため、浦

上（1995）で作成された進路選択に対する自己効力尺

度を使用した。本尺度は、「自分の能力を正確に評価

すること」「自分が従事したい職業（職種）の仕事内

容を探すこと」「一度進路を決定したならば『正しかっ

たのだろうか』と悩まないこと」などの30項目で構成

されている。それぞれの項目についてどれくらい自信

があるかを「全く自信がない（1点）」から「非常に自

信がある（4点）」までの4段階で回答を求めた。

時間的展望 より遠くの将来や過去の事象が現在の

行動に影響するという時間的展望の拡がりを測定する

ため、白井（1991）で作成された時間的展望尺度を使

用した。本尺度は「私の将来は漠然としていてつかみ

どころがない（逆転項目）」「毎日がなんとなく過ぎて

いく（逆転項目）」「私の将来には希望がもてる」など

の19項目で構成されており、今の自分にどれくらい当

てはまるかを「当てはまらない（1点）」から「当ては

まる（5点）」までの5段階で回答を求めた。

また、時間的展望の内容を詳しく検討するため、白

井（1994）の時間的展望体験尺度も加えて使用した。

本尺度は、過去受容（「私は、自分の過去を受け入れ

ることができる」など）、現在の充実感（「今の生活に

満足している」など）、目標指向性（「私には将来の目

標がある」など）、希望（「自分の将来は自分できりひ

らく自信がある」など）の4つの側面からなる18項目

で構成されている。自分自身にどれくらい当てはまる

かについて「当てはまらない（1点）」から「当てはま

る（5点）」までの5段階で回答を求めた。

キャリア・アダプタビリティ 変化できる資質であ

り、大きな困難なくして新しいあるいは変化した環境

に適応できる資質であるキャリア・アダプタビリティ

（Savickas,1997,2011） を測定するため、 杉本

（2014）で作成されたキャリア・アダプタビリティ尺

度を使用した。本尺度は、関心（「今の選択が自分の

将来を形成すると認識すること」など）、コントロー

ル（「自分で意思決定を行うこと」など）、好奇心

（「自分の持っている疑問について深く調べること」な

ど）、自信（「問題を解決すること」など）の4つの側

面からなる15項目で構成されている。各項目について、

キャリアを構築する強みとして現在の自分がどれくら

い発達させ、できるようになっているかについて、

「全くできない（1点）」から「非常によくできる（5点）」

までの5段階で回答を求めた。

コミュニケーション・スキル コミュニケーション

のスキルについて測定するため、藤本・大坊（2007）

で作成されたENDCORE尺度を使用した。6つのメイ

ンスキルを測定するものであり、それぞれ「自己統制」

「表現力」「解読力」「自己主張」「他者受容」「関係調

整」について1項目、計6項目で構成されている。各項

目は、「かなり苦手（1点）」から「かなり得意（7点）」

までの7段階で回答を求めた。

2.3 調査手続き・倫理的配慮

授業各回の教育効果を測定するために、授業での学
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びに関する調査内容を含んだ質問紙調査を作成し、毎

回の授業で受講群の調査協力者に回答を求めた。具体

的には、授業の最後に振り返りの時間を設け、その場

で質問紙調査を実施した。

さらに、授業全体の教育効果を検証するために調査

内容を含んだ質問紙を作成し、「自己開拓」の授業前

後、および別の全学共通教育科目の授業前後で、受講

群および統制群の調査協力者に回答を求めた。具体的

には、初回の授業で事前調査として調査内容の各尺度

および授業における学びへの期待に関する質問紙調査

が実施され、最終回の授業で事後調査として同様の調

査内容の各尺度および授業における学びの意味づけに

関する質問紙調査を実施した。

なお、これらの調査は匿名で行うこと、調査結果は

統計的に処理され個人が特定されることはないこと、

調査への回答は任意であり、途中で中断することも可

能であること、授業評価に影響を及ぼさないことを伝え

たうえで、調査協力に同意を求め、同意が得られた学

生にのみ調査を行った。本手続きは、中部大学倫理審

査委員会の審査を受け承認された（承認番号20210059）。

3 結果と考察

3．1 授業各回の教育効果

3．1．1 授業での学びの尺度構成

授業での学び尺度の信頼性を確認すべく、第1回か

ら第15回について、各下位尺度の信頼性係数（α係数）

を算出した。その結果、学びへのコミットメントにお

いてα＝.94～.97、キャリア意識の深まりにおいてα＝

.94～.98という非常に高い値が得られた。以上より、

授業での学び尺度の各下位尺度は十分な信頼性を有す

ることが確認された。

3．1．2 授業での学びの推移

「自己開拓」の授業各回の教育効果を検討すべく、

授業での学び尺度のそれぞれの下位尺度得点の加算平

均点を算出し、各下位尺度得点とした。授業各回の各

下位尺度得点の平均値をFig.1に示す。

学びへのコミットメントについては、第1回のオリ

エンテーションを経て、第2回以降、4.00点（4：とて

もそう思う）以上であり、学生の授業での学びに対す

るコミットメントが非常に高いことが示された。本結

果は、杉本他（2022）で検証された2021年度の結果と

同様の結果であり、「自己開拓」は学生にとって学び

に対するコミットメントの高い授業構成・授業展開に

なっていることがうかがえる。

また、キャリア意識の深まりについては、第1回の

オリエンテーションを経て、第2回以降、3.50点（3：

そう思う、4：とてもそう思う）以上であった。なお、

第4回、第6回、第7回・第8回、第10回以降については

4.00点（4：とてもそう思う）以上であり、とりわけ

第10回以降は4.20点以上で、学生にキャリア意識の深

まりが非常に強く認識されたことが示された。第10回

以降については、 2021年度の教育効果検証において

も4.00点以上が得られ、相対的にキャリア意識の深ま

りがみられることが確認されている。授業後半では、

授業前半で行ってきた基礎的な自己理解をもとに自身

のライフキャリアについて考えるだけでなく、グルー

プワークによって他者との比較や他者からのフィード

バックを通して理解を深める。こうした授業構成・授

業展開が、学生のキャリア意識をより深めたものと考

えられる。

3．2 授業全体の教育効果

3．2．1 各変数の尺度構成

TIPI-J、自尊感情尺度、進路選択に対する自己効

力尺度、時間的展望尺度、キャリア・アダプタビリティ

尺度の信頼性を確認すべく、先行研究に倣い、TIPI-J

については下位尺度ごとの項目間相関および事前調査
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Fig.1 授業各回の教育効果



と事後調査間の相関を、TIPI-J以外の尺度について

は信頼性係数（α係数）を算出した。

TIPI-Jについて、下位尺度ごとの項目間相関は、

外向性でr＝－.49（事前）とr＝－.55（事後）、協調

性でr＝－.22（事前）とr＝－.18（事後）、勤勉性で

r＝－.35（事前）とr＝－.32（事後）、神経症傾向で

r＝－.17（事前）とr＝－.22（事後）、開放性でr＝

－.26（事前）とr＝－.35（事後）であった。また、

先行研究に倣い各尺度の得点化を行い事前調査と事後

調査間の相関係数を算出したところ、外向性でr＝.77、

協調性でr＝.59、勤勉性でr＝.62、神経症傾向でr＝

.60、開放性でr＝.58であった。先行研究同様、内的
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3.99 (1.38) 4.11 (1.44) 5.53 * 5.49 * 0.00
4.32 (1.46) 4.43 (1.49)
5.28 (1.00) 5.10 (1.01) 1.41 0.29 10.49 **

5.01 (1.15) 5.14 (1.14)
3.38 (1.16) 3.24 (1.23) 3.92 * 0.39 3.62 †

3.05 (1.29) 3.12 (1.29)
4.40 (1.14) 4.33 (1.26) 3.37 † 1.21 0.02
4.59 (1.20) 4.54 (1.23)
3.96 (1.17) 3.95 (1.18) 21.92 *** 9.20 ** 9.70 **

4.29 (1.22) 4.64 (1.25)
3.16 (0.52) 3.14 (0.55) 2.27 1.31 3.74 †

3.19 (0.54) 3.26 (0.56)
2.55 (0.44) 2.56 (0.47) 2.20 15.81 *** 12.21 ***

2.55 (0.45) 2.70 (0.56)

3.25 (0.58) 3.20 (0.59) 0.18 0.00 4.20 *

3.22 (0.68) 3.27 (0.66)
3.52 (0.88) 3.37 (0.88) 0.51 8.37 ** 1.21
3.42 (0.90) 3.35 (0.87)
3.39 (0.80) 3.30 (0.73) 0.54 0.83 10.20 **

3.32 (0.86) 3.48 (0.80)
2.95 (0.82) 2.95 (0.78) 0.11 3.91 * 4.09 *

2.85 (1.02) 3.00 (0.94)
3.22 (0.76) 3.14 (0.78) 0.64 0.50 2.21
3.23 (0.88) 3.26 (0.92)

3.03 (0.84) 3.04 (0.82) 1.83 22.35 *** 18.72 ***

2.97 (0.86) 3.32 (0.97)
2.98 (0.90) 3.05 (0.90) 4.63 * 33.78 *** 14.77 ***

3.00 (0.90) 3.39 (0.95)
3.03 (0.80) 3.05 (0.78) 3.73 † 26.45 *** 19.36 ***

3.01 (0.70) 3.35 (0.84)
3.01 (0.82) 3.01 (0.78) 1.38 12.43 *** 12.43 ***

2.97 (0.75) 3.22 (0.89)

4.64 (1.52) 4.71 (1.43) 3.73 † 1.18 0.05
4.36 (1.54) 4.46 (1.61)
4.00 (1.34) 4.11 (1.30) 0.08 5.77 * 0.65
3.98 (1.47) 4.20 (1.63)
4.85 (1.28) 4.78 (1.26) 1.58 1.11 4.67 *

4.56 (1.41) 4.77 (1.49)
4.17 (1.34) 4.49 (1.29) 0.73 20.19 *** 0.01
4.27 (1.33) 4.60 (1.46)
5.07 (1.19) 4.90 (1.19) 0.03 0.00 6.14 *

4.91 (1.34) 5.09 (1.47)
4.77 (1.31) 4.84 (1.27) 0.05 10.29 ** 5.48 *

4.57 (1.32) 4.99 (1.44)
Note: † p  < .10, * p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

F
Mean (SD ) Mean (SD )

Table1

各変数における群ごとの平均値（標準偏差）と分散分析の結果



整合性は高くならず、再検査信頼性が高かったため、

一定の信頼性を有すると考えられる。

自尊感情尺度については、α＝.83（事前）とα＝

.85（事後）の信頼性係数が得られた。進路選択に対

する自己効力尺度については、α＝.92（事前）とα＝

.94（事後）の信頼性係数が得られた。時間的展望尺

度については、α＝.86（事前）とα＝.86（事後）の

信頼性係数が得られた。また、下位尺度ごとに信頼性

係数を算出したところ、過去受容でα＝.72（事前）

とα＝.70（事後）、現在の充実感でα＝.78（事前）

とα＝.75（事後）、目標指向性でα＝.62（事前）と

α＝.61（事後）、希望でα＝.71（事前）とα＝.73

（事後）と一定水準の値が得られた。キャリア・アダ

プタビリティ尺度については、関心でα＝.85（事前）

とα＝.88（事後）、コントロールでα＝.77（事前）

とα＝.81（事後）、好奇心でα＝.81（事前）とα＝

.79（事後）、自信でα＝.80（事前）とα＝.84（事後）

と一定水準の値が得られた。以上より、これらの尺度

についても、十分な信頼性を有することが確認された。

3．2．2 各変数の授業を通した変化

使用された尺度が十分な信頼性を有することが確認

されたことから、変数ごとに加算平均点を算出し各尺

度得点とした。そのうえで、各尺度得点を従属変数と

し、群（受講群・統制群）× 調査時期（事前・事後）

の2要因混合計画の分散分析を行った。各平均値（標

準偏差）とF値および有意水準について、Table1に

示した。

3．2．2．1 パーソナリティの違いと変化

分析の結果、協調性と開放性において、群と時期の

交互作用が有意であり、勤勉性において、群と時期の

交互作用が有意傾向であった。そこで、単純主効果の

検定を行ったところ、協調性については（Fig.2）、授

業前において統制群が受講群より有意に得点が高かっ

た（p＜.05）。また、統制群において授業前より後で

得点が有意に低かったのに対し（p＜.01）、受講群に

おいて授業前より後で得点が高い傾向がみられた（p

＜.10）。開放性については（Fig.3）、統制群より受講

群のほうが、授業前においても（p＜.01）、授業後に

おいても（p＜.001）、得点が有意に高かったが、受講

群においてのみ授業前より後で得点が有意に高かった

（p＜.001）。勤勉性については（Fig.4）、授業前にお

いて統制群が受講群より有意に得点が高かった（p＜

.01）。また、統制群において授業前より後で得点が低

い傾向がみられた（p＜.10）。また、外向性について

は、群の主効果および時期の主効果が有意であり、受

講群において統制群より得点が有意に高く（p＜.05）、

授業前より後で得点が有意に高かった（p＜.05）。神

経症傾向については群の主効果が有意傾向であり、受

講群において統制群より得点が高い傾向にあった（p

＜.10）。

これらのことから、2022年度の「自己開拓」の受講

は、協調性と開放性を高める可能性が示された。開放

性については、2021年度に新プログラムとなった「自

己開拓」においても確認された教育効果であり、従来

の「自己開拓」にはなかった教育効果である。すなわ
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ち、ライフキャリアを想定した新プログラムの「自己

開拓」は、開放性を高める教育効果を有していること

が示唆される。

なお、2022年度の「自己開拓」受講群は統制群と比

べ、授業前の時点で外向性・開放性・神経症傾向が高

く、協調性・勤勉性が低い特徴がみられた。「自己開

拓」の受講者の多くは、授業内で行われるグループワー

クによってコミュニケーションについて学ぶことを期

待している（杉本他,2022）。グループワーク形式の授

業を好むであろう外向性や開放性が高い学生が受講し

ているだけでなく、コミュニケーション能力に自信が

なく協調性が低いと感じている学生が、自分の力を伸

ばそうと受講している可能性が示唆される。

さらに、「自己開拓」の受講生は、授業で自己理解

を深めることを期待している学生が非常に多い（杉本

他,2022）。多くの大学生が先行きの見えない自身の

キャリアに不安を抱えることが明らかにされているが

（全国大学生活協同組合連合会,2023）、本授業の受講

者は、心配しやすい特徴を有しているからこそ、また、

自分に対して厳しく評価をする特徴を有しているから

こそ、自分のキャリアから目を背けず、低年次からキャ

リアに関する授業を積極的に受講していると考えられ

る。また、従来の「自己開拓」の受講者においては、

神経症傾向が比較的高い学生が「自己開拓」を受講す

ることが明らかにされており（佐藤・小塩・ハラデレッ

ク・林・間宮,2013;佐藤・小塩・ハラデレック・林・

間宮,2014）、2022年度は同様の特徴が確認された。

3．2．2．2 自尊感情の変化

分析の結果、群と時期の交互作用が有意傾向であっ

た。そこで、単純主効果の検定を行ったところ、自尊

感情は（Fig.5）、受講群において授業前より後で得点

が有意に高く（p＜.05）、授業後において受講群が統

制群より得点が高かった（p＜.05）。

このことから、「自己開拓」の受講者は、自尊感情

を高め、受講しなかった者よりも高い自尊感情を育む

ことが示された。これは、従来の「自己開拓」や新プ

ログラムで示されてきた効果と同様であり（杉本他,

2022）、2022年度の受講者においても自尊感情を高め

る効果が示された。

3．2．2．3 進路選択に対する自己効力の変化

分析の結果、群と時期の交互作用が有意であった。

そこで、単純主効果の検定を行ったところ、進路選択

に対する自己効力は（Fig.6）、受講群においてのみ授

業前より後で得点が有意に高く（p＜.001）、授業後に

おいて受講群が統制群より有意に得点が高かった（p

＜.05）。

このことから、「自己開拓」の受講者は、進路選択

に対する自己効力を高め、受講しなかった者よりも高

い自己効力を育むことが示された。これは、従来の

「自己開拓」や新プログラムで示されてきた効果と同

様であり（杉本他,2022）、2022年度の受講者におい

ても自己効力を高める効果が示された。

3．2．2．4 時間的展望の変化

分析の結果、群と時期の交互作用が有意であった。

そこで、単純主効果の検定を行ったが、有意な単純主

効果は認められなかった。つまり、「自己開拓」の受

講によって時間的展望に変化は認められなかった

（Fig.7）。

そこで、時間的展望の変化をより詳細に明らかにす

るため、時間的展望の下位尺度ごとに検討したところ、

現在の充実感と目標指向性で群と時期の交互作用が有

意であった。単純主効果検定を行ったところ、現在の

充実感は（Fig.8）、統制群において授業前より後で得

点が低い傾向にある一方で（p＜.10）、受講群におい

て授業前より後で得点が有意に高く（p＜.01）、授業

後において統制群より授業前で得点が有意に高かった

（p＜.05）。目標指向性は（Fig.9）、受講群において授
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業前より後で得点が有意に高かった（p＜.01）。過去

受容は時期の主効果が有意であり、受講前より後で得

点が有意に低かった。

これらのことから、「自己開拓」の受講者は、時間

的展望における現在の充実感や目標指向性を高めるこ

とが示された。これは、従来の「自己開拓」や新プロ

グラムで示されてきた効果と同様であり（杉本他,20

22）、2022年度の受講者においても時間的展望を高め

る効果が示された。

3．2．2．5 キャリア・アダプタビリティの変化

分析の結果、キャリア・アダプタビリティの4下位

尺度すべてで群と時期の交互作用が有意であった。そ

こで、単純主効果の検定を行ったところ、キャリア・

アダプタビリティのすべての側面で（関心：Fig.10；

コントロール：Fig.11；好奇心：Fig.12；自信：Fig.13）、

受講群において授業前より後で得点が有意に高く（ps

＜.001）、また、授業後において受講群が統制群より

も有意に得点が高かった（関心：p＜.01；コントロー
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ル・好奇心：ps＜.001；自信：p＜.05）。

これらのことから、「自己開拓」の受講者は、キャ

リアにおける新しいあるいは変化した環境に適応でき

る資質である関心、コントロール、好奇心、自信を高

め、受講しなかった者よりも高いキャリア・アダプタ

ビリティを育むことが示された。これは、従来の「自

己開拓」や新プログラムで示されてきた効果と同様で

あり（杉本他,2022）、2022年度の受講者においても

キャリア・アダプタビリティを高める効果が示された。

3．2．2．6 コミュニケーション・スキルの変化

分析の結果、コミュニケーション・スキルの解読力、

他者受容、関係調整で群と時期の交互作用が有意であっ

た。そこで、単純主効果の検定を行ったところ、解読

力は（Fig.14）、受講群において授業前より後で有意

に得点が高く（p＜.05）、授業前において受講群は統

制群より得点が有意に低かったが（p＜.05）、授業後

では受講群と統制群の得点に有意な差はみられなかっ

た。他者受容は（Fig.15）、統制群で授業前より後で

得点が低い傾向にあり（p＜.10）、受講群で授業前よ

り後で得点が高い傾向にあった（p＜.10）。関係調整

は（Fig.16）、受講群において授業前より後で得点が

有意に高かった（p＜.001）。自己統制は、群の主効果

が有意傾向であり、受講群が統制群よりも得点が低い

傾向にあった。表現力は、時期の主効果が有意であり、

授業前より後で得点が有意に高かった。自己主張は、

時期の主効果が有意であり、授業前より後で得点が高

かった。

これらのことから、2022年度の「自己開拓」の受講

者は、解読力・他者受容・関係調整に関するコミュニ

ケーションの得意さを高めることが示された。これら

の結果は、従来のプログラムでは示されなかった効果

であるが、新プログラムで示された効果と同様である

（杉本他,2022）。すなわち、新プログラムの「自己開

拓」は従来のプログラムとは異なり、コミュニケーショ

ン・スキルの獲得にとどまらず、得意さの自覚まで高

める効果を示したものと考えられる。

なお、2022年度の「自己開拓」受講群は統制群と比

べ、授業前の時点で自己統制や解読力が低い特徴がみ

られた。本結果は、2021年度も同様にみられた特徴で

ある。「自己開拓」はグループワークがあるため、コ

ミュニケーション・スキルに自信を持てない学生が、

コミュニケーション・スキルを身につけようと意欲的

に受講しようとしているものと考えられる。
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4 まとめ

4．1 新プログラムが有する教育効果

本研究では、ライフキャリア教育の視点を取り入れ

た新プログラムの「自己開拓」について、2021年度に

みられた教育効果が単年度限定の効果ではなく、2022

年度も同様に確認できるかを明らかにすることを目的

とした。

はじめに、毎回の授業における教育効果を検証した

結果、2022年度の「自己開拓」受講者において、授業

での学びは高く評価されており、新プログラムは、授

業への高いコミットメントを促し、キャリア意識を深

めることが示された。本結果は、2021年度と同様であ

り、新プログラムの教育効果は単年度に限定されない

可能性が示された。

次に、授業全体の教育効果について検証した結果、

性格特性における開放性の向上、自尊感情の向上、進

路選択に対する自己効力の向上、時間的展望における

現在の充実、目標指向性の獲得、キャリア・アダプタ

ビリティの向上、コミュニケーション・スキルにおけ

る解読力・他者受容・関係調整の獲得など、2021年度

と同様の教育効果が示された。すなわち、これらの教

育効果は、2021年度に限定されない効果であり、新プ

ログラムがもつ教育効果であると考えられる。

これらのことから、「自己開拓」の新プログラムは、

単年度に限定されない十分な教育効果を有する可能性

が示されたといえよう。本授業では、ライフキャリア

の視点を取り入れ、自己理解を深めるために、授業前

半では自己や他者の視点から自己理解を促した。そう

した自己理解に基づいて、授業の後半では他者のライ

フキャリアと比較しつつ自身のライフキャリアを考え

たり、他者と異なる自分がいかにライフキャリアを構

築するかを考えたりと、現実的なライフキャリアを想

定しつつ統合的な自己理解をはかっている（杉本他,

2022）。大学生にとってライフキャリアについて考え

ることは、ワークキャリアよりも相対的に容易であり、

さらには、他者との比較の中で将来について段階的に

理解を深めていくことにより、学生自身が抱きやすい

将来のキャリアについて考える際の心理的抵抗感をお

さえ、主体的な授業参加を促したものと考えられる。

ライフキャリア教育は、キャリア教育の本来的な理念

を勘案すると教育内容がワークキャリアに偏重しない

という点から重要であるが、学生の授業に対する主体

性を促すという点からも意義があると考えられる。

4．2 新プログラムがもたらす波及効果

ところで、大学適応に目を向けてみると、これまで

入学当初に抱いていた大学生活や将来に対する希望を、

大学生は入学後、徐々に失っていくことがさまざまな

研究で明らかにされてきた。たとえば半澤（2007）で

は、大学における学業イメージや期待が、大学での専

門的な学業に、さらには大学で学んだことを生かした

仕事に就くことにつながっているという時間的連続性

に着目し、これらが大学入学後に学業に対するリアリ

ティショックを感じることによって崩壊すること、さ

らにはリアリティショックが学業意欲や授業意欲を低

下させることを示唆している。これまでも時間的展望

やキャリア関連指標において、学年間で比較すると

2年生が最も不適応的になることから、“sophomore

slump”（cf.Baumgardner,1976）として古くから

注目を集め、支援プログラムの策定も行われている

（O'Connor,2016）。

本研究においては、とりわけ、自尊感情や時間的展

望における現在の充実感といった現在の自己に関連す

る変数と、進路選択に対する自己効力やキャリア・ア

ダプタビリティといったキャリアに関連する変数は、

“sophomoreslump”の影響を受けやすい変数であ

るといえるだろう。しかし、「自己開拓」を受講する

かしないかで授業前にこれらの変数に違いはみられな

かったにもかかわらず、「自己開拓」を受講した者の

みが授業を通してこれらを獲得し、授業後には受講し

ていない者よりも高い水準になることが明らかとなっ

た。また、統制群においては、これらの変数の大き

な変化はみられなかった。すなわち、自己形成や

キャリア形成を促す「自己開拓」の新プログラムは

“sophomoreslump”を抑制し、大学適応にも貢献

していると考えられる。したがって、低年次に自己形

成やキャリア形成を促すようなライフキャリア教育を

履修できるようにカリキュラムマネジメントを行うこ

とは、非常に意義があると考えられる。

4．3 新プログラムを受講する学生の特徴

ただし、「自己開拓」の新プログラムの教育効果に

ついては、「自己開拓」が選択科目であるために、本

授業を選択する学生の特徴の影響も考慮する必要があ

るだろう。2022年度の「自己開拓」受講者は、授業前

の時点で、ビッグファイブの外向性・開放性・神経症

傾向が高く、協調性・勤勉性が低い、また、コミュニ

ケーション・スキルの自己統制や解読力が低い特徴が

みられた。こうした傾向の一部は、従来の「自己開拓」

にも確認された特徴であり、従来から「自己開拓」を

受講しようとする学生は、自身の将来やコミュニケー

ション・スキルに不安を抱えてはいるものの、それを

乗り越えようと、教育内容や教育方法を吟味したうえ

で授業を主体的に履修している様子がうかがえる。そ

のため、「自己開拓」の受講者は、もともと授業に対

する主体的な態度を有している学生であり、授業を通
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して積極的な授業参加がなされることで、十分な教育

効果が得られているとも考えられる。そもそもキャリ

アに対して心理的抵抗感が高い学生は、キャリア教育

科目を回避するため、検証することは困難であるが、

主体性の低い学生やキャリアに対する心理的抵抗感が

高い学生においても、「自己開拓」の新プログラムに

よって本研究と同様の教育効果が得られるかについて、

検討の余地があるといえるだろう。

4．4 今後の課題

本研究では、2021年度に新たに開発されたライフキャ

リア教育科目「自己開拓」の教育効果が、単年度に限

定されるものではなく、十分な効果を有していること

が示された。また、「自己開拓」の新プログラムが、

従来の「自己開拓」と同様の教育効果を有しているこ

とも確認されたが、従来の「自己開拓」と比較して同

等以上の教育効果を有しているかについては検討の余

地がある。教育効果の大きさについても、今後比較検

討することが求められる。

また、本授業はライフキャリアを強く意識した教育

内容となっているが、従来の「自己開拓」との比較を

行うべく、従来の教育効果検証で用いられた変数から

検証しており、ライフキャリア教育としての効果につ

いては十分に検証することができていない。依然とし

て学生が従来の産業構造や単線型キャリアパスに関す

る思い込みを有しているとするならば、こうした思い

込みに気づかせることは、学生の進路意思決定に対す

る幅を拡げ、今後の柔軟な生き方・働き方に関する資

質・能力を育むことにつながるであろう。そのため、

新プログラムの「自己開拓」がライフキャリア教育と

して有用であるかについて、別指標を参照して検討す

る必要があるだろう。

ところで、初等・中等教育段階では、総則にキャリ

ア教育が位置付けられた新しい学習指導要領が、周知・

徹底、先行実施を終え、年次進行で実施されている。

高等学校においては2022年度より本格実施となり、今

後大学には、中等教育段階までにキャリア教育や市民

性教育、金融教育を受けた生徒が入学してくることが

予想される。そのため、大学においてはそうした中等

教育段階までの教育を踏まえたうえで、教育内容をよ

り発展させていく必要があるだろう。「自己開拓」に

おけるライフキャリア教育においても、学生の理解度

を踏まえ、より拡充していくことが求められる。
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Abstract

Thepurposeofthisstudywastoexaminewhethertheeducationaleffectsof

thelifecareereducation"SelfMotivationDevelopment"showninthe2021

fiscalyearareeducationaleffectsthatcanbeconfirmednotlimitedtoa

singlefiscalyear.Asaresultofexaminingtheeducationaleffectofthe

classes,itwasfoundthateachclassprogram promotedahighcommitment

totheclassesandadeepeningofcareerawarenessamongthestudentsin

2022,andhadsufficienteffectsnotlimitedtoasingleyear.Inparticular,the

resultsshowedthatanincreaseinopennessinpersonalitytraits,anincrease

in self-esteem,an increase in self-efficacy in career choice,a current

enrichmentintimeperspective,acquisitionofgoaldirectivity,anincreasein

careeradaptability,andacquisitionofcommunicationskillsthroughoutthe

classes.In thefuture,itwassuggestedthatitisnecessary toexamine

whetherthisclasspromotesthedevelopmentofqualitiesandabilitiesrelated

toflexiblelivingandworkingstylesofstudentsasalifecareereducation.

Keywords

lifecareereducation,verificationofeducationaleffects,careerdevelopment





1 Introduction

StudentsmajoringinEnglishnaturallywantto

improvetheirlanguageskills.Aseducators,we

needtofindwaysforstudentstoachievethisgoal.

Orcoursewedowhatwecanintheclassroom,but

thetimewithhavewithstudentsthereislimited.

Onewaytohelpstudentsimprovetheirskillsisto

provideresourcesoutsideoftheclassroom for

studentstousetohelpthem intheirjourneyto

languageproficiency.In2010,theDepartmentof

EnglishLanguageandCultureimplementedan

extensivereading program intoitscurriculum.

This paper willprovide the reasons for this

implementation,abriefhistoryoftheprogramand

changesthatweremadewhen thecoronavirus

pandemichitandstudentswerenolongeron

campus.

2 ReasonsforExtensiveReading（ER）

Extensive reading is having students read

extensivelyatorbelowtheirlevel.Studentsshould

beableto understand whatthey arereading
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Abstract

WiththesuddenmovetoonlineclassesbroughtaboutbytheCOVID-19

pandemicinearly2020,muchofChubuUniversitywasforcedtosuddenly

pivotfrom face-to-faceto onlinelearning methods.TheDepartmentof

EnglishLanguageandCulturewasofcoursenodifferent,andoneofthe

biggestchallengesthedepartmentfacedinthiswaywasitsextensivereading

curriculum.Beforethepandemic,studentscametothedepartment'sgraded

readerlibraryandcheckedoutphysicalbookstoreadasanimportantpart

of first- and second-year students'general English coursework.With

studentsunabletocometocampus,thedepartmenthadtoquicklyfindand

implementanonlinealternative.Fortunately,suchanalternativewasfound,

butitwasdifficulttodeterminetheeffectthischangehadon student

engagement with the extensive reading assignment,or their learning

outcomesasaresultoftaking partin it.In ordertoassessthisnew

program,andtohelpmakeadecisionaboutwhethertocontinueanonline

program movingforwardortoreturntothetraditionalprogram thathad

been in usebefore,faculty oftheDepartmentofEnglish Languageand

Cultureconductedastudy,focusingonstudentexperienceswithboththenew

onlineprogram andthetraditionalprogram.Itwasfoundthatthemoveto

anonlineprogram hadnoappreciablenegativeeffectonstudentattitudes

towardsgradedreaders,orlearningoutcomesassociatedwithitsuse,but

thattheonlinenatureoftheprogram hadpotentialnegativeeffectsinterms

ofcommunitybuildingandcohesion.

Keywords
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withoutconsultingadictionary.Gradedreaders,

booksthatarewrittentocertainlevelsofEnglish

proficiency,areoftenused.Studentschoosethe

bookstheyreadandhopefullythestudentswill

forgetwhattheyarestudyingandenjoyreading

thebookwhilstreapingthebenefits.

Thebenefitsofextensivereadinghavebeenwell

documented.JeonandDay's（2016）meta-analysis

of49studiessuggeststhatstudentsinanEnglish

asaForeignLanguageEnvironment（EFL）,asis

thesituationhereatChubuUniversity,benefited

morethanstudentsinanEnglishasaSecond

Languageenvironment（ESL）.Butwhatarethese

benefits?

Oneclearbenefitisthatstudentsincreasetheir

vocabularyinthesecondlanguage（L2）.Iwata

（2022）lookedat72non-Englishmajorsandused

theMochizukiVocabularySizeTest（MVST）to

measurevocabularyknowledge.Hefoundthatthe

level of the students' vocabulary increased

significantly.LiuandZhang（2018）meta-analyzed

thedataof21studiesandalsofoundgreatbenefits

intermsofL2vocabularyforstudentswhohad

utilizedER.Severalotherstudieshavealsofound

thatL2vocabularyincreases（Hafiz&Tudor,1990;

Waring&Kano2003）.

Theimprovementoflexicalknowledgeisnotthe

onlybenefitstudentscangainfrom ER.Reading

proficiencyalsoimprovesforstudents（Aka,2019;

Beglar,Hunt,& Kite,2012;Iwata,2022;Jeon&

Day,2016;Robb& Kano,2013）.Furthermore,

knowledge ofgrammar improves（Aka,2018;

Rezaee& Nourzadeh,2011）,helpswithlistening

andspeaking abilities（Cho& Krashen,1994）,

writingintheL2（Mermelstein,2015）,andhelps

withimprovedscoresontheTOEIC（Nishizawa,

Yoshioka,&Fukuda,2010）.Thebenefitsareclear,

buttheimplementationmightnotbeclear.

3 TheDepartmentofEnglishLanguage

andCulture'sExtensiveReading

Program

Robb（2002）providesuswitharealisticviewof

ERinJapanandhowtoimplementit.Letustake

alookatthehistoryoftheERprogram inthe

DepartmentofEnglishLanguageandCulture.

3.1CreationandDevelopmentoftheER

Program

TohaveanERprogram,booksareneeded.The

departmentpurchasedseveralgradedreadersfor

studentstouseandthesebooksarekeptinthe

Multi-MediaRoom（MMR）.Atfirst,students

couldcomeandgetbooksandreturnthem toget

another,butwehadaproblem withstudentsnot

returning the books, so we implemented a

borrowingsystemtoensurethebooksreturned.

Inthespringsemesterof2010,studentshada

modestgoalof15,000wordstoreadbytheendof

thesemester.Forevery5,000wordsoverthegoal

theyread,theyweregivenabonusof1%pointson

theirfinalgrade,butiftheydidnotmeetthegoal,

theirfinalgradewaslowered20%points.Inthefall

semester,thisgoalwasraisedto30,000words.

ThefollowingyeartheERprogrambecameabit

moreorganizedwithfirst-yearstudentshavinga

goalof50,000wordsforthespringsemesterand

75,000wordsforthefallsemester.Studentsintheir

secondyearhadagoalof100,000wordsforboth

semesters.Thebonussystemremainedinplace,but

waschangedto10,000wordsoverthegoalfora1%-

pointincreaseinthefinalgrade.Failuretoreach

thesegoalswouldresultintheirfinalgradebeing

loweredby25%points.

TheER program isconnectedtoavarietyof

classes.Forfirst-yearstudents,theseclassesare

English for Academic Purposes A and B,

CommunicativeGrammarAandB,andIntegrated

EnglishAandB.Inthesecondyear,theseclasses

areEnglishforAcademicPurposesCandDand

IntegratedEnglishCandD.

Totrackthestudents,awebsitecalledMoodle

Reader,laterchangedtoMReader,wasused.This

websiteisusedtochecktoseeifastudentactually

readandunderstoodwhattheywerereadingby

having students answer ten multiple-choice

questionsaboutthebook.Thesequestionsare

designedtobeeasilyansweredifthebookwas

actuallyread.

Oneproblem withoursystem wasthatmany

studentswouldwaituntiltheendofthesemesterto

readtherequirednumberofwords.Thiswillnot

helpstudentsasmuchasconstantlyreading,sowe

implementedamidterm goalthatwashalfofthe

total.Ifstudentsfailedtoreachthemidtermgoal,

JournalofChubuUniversityEducationNo.23（2023）
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theirfinalgradewouldbeloweredby10%points.

Wekeptthepenaltyfornotreachingthefinalgoal

at25%points,butstudentswouldnotbepenalized

twice.Thissomewhatsolvedourproblem,butthen

wenoticedmanystudentswereonlyreadingright

beforethemidterm goalandfinalgoal.Wethen

implemented weekly goalsfortheEnglish for

AcademicPurposesclasses.Thisseemedtohelp.

3.2TheERProgramandCOVID-19

Withthecoronaviruspandemicinearly2020,the

departmenthadtoquicklypivottopurely-online

classes,withlittletimetodevelopathoughtfully-

integratedonlineextensivereadingelementofthe

curriculum.Fortunately,wewereabletofindan

entirely-online graded reader program in

XReading,primarilybecauseitwasatthetimethe

onlysuchprogram thatofferedanentirely-online

extensivereadingprogram.XReadingdoesallow

forahybriddeliverysystemwithbothonlineand

in-personelements,butfortunatelyalsohadthe

toolsinplacetodeliverafully-fledgedextensive

readingprogram100%remotely.

Through XReading, students can take a

placementtest,checkoutandreadbooksofan

appropriatelevel,andtakecomprehensionquizzes

allwithinthesamewebsite;thiswasveryattractive

forourremotedeliverysysteminSpringsemester

2020.Thewebsitealsoallowsfacultytosetreading

targetsfortheirclasses,whichfitsnicelywiththe

DepartmentofEnglishLanguageandCulture's

extensivereadingprogram.

Forthereturntohybridremoteandface-to-face

classesinFallsemester2020,weelectedtostaywith

XReading,partly because of the uncertainty

surroundingthepossibilityofagainreturningto

remoteteachinginthefaceofsurgesinCOVID-19

cases,andpartlyforsimplicity'ssake;stayingwith

asingleprogramthroughouttheyearwouldsave

ustroublein studentandpart-timeinstructor

training.

Finally,aswelookedatreturningtofullyon-

campusclassesinthefuture,theadministratorsof

theextensivereadingprogramdecidedtocontinue

usingXReadinginthe2021schoolyear,while

conducting a rigorousstudy ofattitudesand

learningoutcomestohelpusdecidewhetherto

returntotheface-to-facephysicalbooksprogram

ofMReader,thefully-onlineprogram available

throughXReading,orsomehybridofphysicaland

onlinegradedreaders.Thispaperpresentsthe

preliminaryresultsofthatstudy,andwillfurther

describeourdecisionsvisavistraditionalvs.online

extensivereadingprogramsinapost-COVID-19

future.

4TheStudy

Thestudy wastwo-pronged,consisting ofa

surveygiventostudentsintheDepartmentof

English Languageand Culturefollowing their

experienceswiththeonlinegradedreadersystem,

andinterviewswithfull-timeandpart-timefaculty

membersabouttheirexperienceswithit.

Thesurveywasgivento96studentsinthe

department.About half of the participating

studentswerefirst-yearstudents（whoseonly

experiencewithgradedreadingwasthroughthe

onlinesystem）andhalfweresecond-yearstudents

（whohadusedtheface-to-facesystemduringtheir

firstyearandtheonlinesystem theirsecond）.It

wasdeliveredviaGoogleFormsinJapanese,and

participationwasentirelyvoluntary.Thesurvey

askedanumberofquestionsconcerningstudents'

experienceswithextensivereadingingeneralwith

respecttomotivation,interest,engagement,and

perceived effectson English leveland reading

ability.

Itmightbenotedthatitisdifficulttofinda

direct correlation between students'academic

achievementormeasurabletestscoresandtheir

participationinthegradedreaderprogram,as

thanks to the connection to their grades

participationandcompletionlevelsareveryhigh,

andfewstudentsgofarbeyondtheirgoals.

Interviews with faculty were conducted

informallyandfocusedondiscussionsofeaseofuse

oftheonlinesystem,especiallyascomparedwith

theface-to-facesystem,aswellasperceptionsof

studentengagementandusage.

5 Results

Thissectionwilldiscusstheresultsofthesurvey

andinterviews,splitintostudentexperiencesand

facultyexperienceswiththetwosystems.

BeyondCOVID-19:OnlineExtensiveReadingandFace-to-FaceClasses
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5.1StudentExperiences

Thissection willbegin with adiscussion of

students'experiences with graded reading in

general.Inthepast,informaldiscussionswith

studentshavesuggested thatstudentsdo not

particularlyenjoythegradedreaderassignments,

butdoperceivethattheassignmentsarehelpful

fortheirEnglishstudies;thesurveyssupported

theseconclusions.

Notably,therewasnotasignificantdifference

betweenfirst-yearstudents（whohadonlyusedthe

onlinegraded readersystem）and second-year

students（whohadusedboth）formostofthe

survey results; experience with the original

physicalbookgradedreadersystemdidnotseemto

changestudents'opinionsabouttheebooksystem.

Whenaskeddirectlyhowtheyfeltaboutreading

gradedreaders,only15.4%ofrespondentsstated

thatthey“verymuchliked”or“liked”reading

gradedreaders,while41.7%respondedthatthey

“neither liked nor disliked”them,and the

remaining42.9%ofstudentsreportedthatthey

“disliked”or“hated”doingtheassignments.Ina

similarvein,26%ofthestudentsreportedthatthey

agreedwiththestatementthatthey“couldforget

thattheywerestudying”whenreadingthegraded

readers,while52.1%disagreed.withtheremaining

studentsofferingnoopinion.

However,studentsgenerallyfeltthatdoingthe

gradedreaderassignmentshadpositiveoutcomes

fortheirEnglishskillsandotherlearninggoals.

WhenaskedaboutgeneralEnglishskills,69.8%of

respondentsagreedthatGradedreadershelped

themimprove,whileonly8.3%disagreed,with21.9%

feelingneutralonthetopic.Similarly,57.3%ofthe

studentsfeltthattheirreadingspeedhadimproved

dramaticallysincebeginninggradedreaders,and

40.6%feltthattheirvocabularyhaddramatically

improved,and 56.2% feltthatreading graded

readershadapositiveeffectontheirTOEICscores.

Generally,studentsdidnotexpressastrong

preferenceforonesystemortheother:30.2%stated

apreferenceforphysicalbookstoebooks,while

41.6% stated theoppositeand 28.2% stated no

preference.Individualstudentshadpreferences,but

taken asa wholetherewaslittledifference.

Switching to ebooksalso had littleeffecton

students’successrates:completionratesremained

stableatroughly 90% beforeandthrough the

pandemicwiththechangetothevirtualsystem.

5.2FacultyExperiences

Discussionswithfacultyaboutthechangein

systemhadtwonotablerecurringthemes:Easeof

useontheonehand,andcommunity-buildingon

theother.

Thegeneralfaculty consensuswasthatthe

onlinetoolsofferedby theXReading program

made administering the program considerably

easier,thankstoallresourcesbeingconsolidatedin

oneplace.Trackingstudentprogresswasalsoquite

straightforward,and removing the burden of

maintaining a physicallibrary ofbooks and

trackingwhichstudentshadborrowedbookswas

alsonotedasaconsiderablestepforwardcompared

totheoldprogram.

Thelargestdrawbackoftheprogram,however,

wasmoredifficulttomeasuredirectly,butstill

quiteimportant.Underthepreviousprogram,

studentshadtocometotheDepartmentofEnglish

LanguageandCulture'sMultimediaRoom（MMR）

inordertocheckoutphysicalbooks,andinteracted

not only with each other, but with their

upperclassmenintheMMRandworkingasstaff

there.Itwasquitecommonforfirst-andsecond-

year students to ask the older students for

recommendationsofbookstoread,oradviceabout

howtoachievetheirgoals.Morethanthis,though,

simplycomingtotheMMRandinteractingwith

otherstudentswas,inretrospect,apowerfuland

importanttoolin building community in the

DepartmentofEnglishLanguageandCulture.

Naturally,thankstothepandemic,allaspectsof

studentlifelostmuchofthiscommunityaspect

duringthesemesterthatwasspententirelyonline,

andinfollowingweeksandmonthswhenface-to-

facestudentinteractionswerekeptataminimum.

However,evenafterreturningtonearly-fullface-

to-faceteaching,asthegradedreaderassignments

continued being administered online, many

studentssimplyhadlittlereasontocomeintothe

MMR,asbeyondcheckingoutbooksforgraded

readers,studentsonlyneededtousetheroom for

printingoccasionalreports,orsolitarycomputer

work.

Thisispotentiallytroublingwhenoneconsiders
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theworksofTinto（1988）andotherresearchers

into new-student success and retention at

university.Creatingpositiverelationshipsinthe

universitysettingiscriticalfornewstudents,and

deprivingourfirst-yearstudentsinparticularwith

apotentialsuchsourceofhelpfulrelationshipsnot

onlywiththeircohortbutalsowithupperclassmen

ispotentiallydetrimentaltotheirsuccessintheir

universitystudies.

6 DiscussionandConclusions:TheFuture

oftheERProgram

Taken together, this situation presents

somethingofadilemmaforthefacultydealing

withgradedreadersattheDepartmentofEnglish

LanguageandCulture.

Ononehand,movingtoavirtualgradedreader

system seemstohaveprogressedquitesmoothly

from the students'point of view,with no

appreciable negative effects either in student

engagementwithgradedreaders,orsuccessrates

withcompletionoftheirassignments.Studentsand

facultybothreportthattheonlinegradedreader

systemisatworstnomoredifficulttousethanthe

paperbook system（thispointofview being

expressedprimarilyfromthestudentside）andat

bestconsiderablyeasier（from thefacultyside）.

Whilesomestudentsprofesstopreferthepaper

booksystem,anessentiallyequalnumberprefer

thenewebooksystem.Intermsofadministration

oftheprogram,facultyareinagreementthatthe

newonlinesystemisinmostwaysanimprovement.

However,theimportanteffectoncommunity-

buildingandcohesioncannotbeoverlooked.The

DepartmentofEnglishLanguageandCulturehas

noticedadeclineintheusageoftheMMRsince

returningtoface-to-faceclassesaftertheCOVID-

19pandemic.Whilethiscannotbelaidentirelyat

thefeetofthemovetoanonlinegradedreader

program-attheveryleast,thismightbeafruitful

areatoinvestigaterigorously,notonlytobackup

facultyandstudentanecdotalfeelingsofdecreased

usage,buttoattempttobetterexplainrealcauses-

informaldiscussions among faculty and with

studentsdosuggestthatthenewsystem mayat

leastbeafactor.Traditionally,theMultimedia

Room hasbeenanimportantsocialhubforthe

studentsofthedepartment,andfacultyconsiderit

akeyaspectofdepartmentalcommunitybuilding.

Forthisreason,thefacultyoftheDepartmentof

English LanguageandCultureareconsidering

pilotingamovetoaso-called“hybrid” graded

readersystem,allowingstudentstocontinuetodo

muchoftheassignmentonline,butrequiringsome

degreeofusageoftraditionalbooks,checkedout

from theMultimediaRoom.Whilethiswould

necessarily make the system slightly more

complicated,asmanagementofthephysicallibrary

ofbookswasalwaysoneofthemorechallenging

aspectsofthesystem,thedepartmentfeelsthat

these challenges are outweighed by potential

benefitsintermsofrelationship-andcommunity-

buildingamongstthestudentsofthedepartment.

Naturally,pilotingsuchaprogram willrequire

follow-upresearchtogaugeefficacyandoutcomes,

butthegenerallypositivelearningoutcomeswith

themovetoonlinegradedreadersystemgivesthe

facultyoftheDepartmentofEnglishLanguageand

Cultureconfidencethatsuchaprogram isboth

viableandpotentiallybeneficialforthestudentsof

the department and not only their English-

languagelearninggoals,buttheirsuccessinthe

departmentandatChubuUniversity.
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中部大学教育研究 No.23（2023）

COVID-19の向こう側―オンライン多読教材と対面授業とその融合

ローレンス デービット＊1・キング グレゴリー＊2

＊1 人文学部 英語英米文化学科 准教授

＊2 人文学部 英語英米文化学科 教授

要 旨

2020年初頭のCOVID-19パンデミックにより、中部大学の授業の多くは対面式からオンライン授業へ突然

移行しオンライン学習法へ軸足を余儀なくされた。英語英米文化学科も同様にオンライン学習法へ移行し、

同学科の直面した最大の課題のひとつは「多読カリキュラム」だった。パンデミック以前は、１．２年生の

一般英語コースワークの重要な一環として、学生はグレーデッドリーダー図書館にて「GradedReaders」

の本等を借りて「多読」が出来たが、パンデミック後は学生がキャンパスに来ることが出来なくなった為に

同学科はオンラインによる代替え手段を早急に見つけそれを導入する必要に迫られた。幸い、そのような

「代替え手段」は見つかったが、学生の多読課題への取り組みと多読課題に参加した学生の学習成果の結果

にどのように影響を与えたかを判断する事は難しかった。その為、英語英米文化学科の教員は、この代替え

手段を「新しいオンライン・プログラム」として評価し、今後もオンライン・プログラムを継続するか、以

前から使用していた従来のプログラムに戻すかの判断材料とする為に「新しいオンライン・プログラム」と

「従来のプログラム」の両方における学生の体験に焦点を当てた調査を実施した。その結果、新しいオンラ

イン・プログラムは、学生の「Graded readers」に対する学習意欲や、それに関連した学習成果に大きな

マイナスの影響を及ぼさなかったことが判明したが、同じ学科内の学生同士のつながりと人間関係の構築に

はあまり良い成果は出ていないかも知れない。

キーワード

英語教育、オンライン ラーニング、多読





1 問題と目的

2017年に公認心理師法が施行され、2018年には国家

資格としての心理支援専門職が誕生した。同年、全国

の多くの大学・大学院で公認心理師のためのカリキュ

ラムが導入され、養成教育が開始されたが、当初は、

臨床心理士をはじめとして、それまで心理支援の仕事

に携わってきた多様な専門家が、現任研修を受けるな

どして国家試験を受験した。初年度の資格取得者は、

27,876名であった。数年経過した現在は、現任者の受

験受け入れは終了し、公認心理師カリキュラムを学ん

だ者が主たる受験生となっている。2023年3月時点で

の公認心理師資格取得者は69,875名に及んでいる。そ

の多くを占めているのは、臨床心理士であるが、学校

心理士、発達臨床心理士、産業カウンセラー、その他、

心理支援を行っていた教員、看護師、社会保健福祉士

なども含まれる。

公認心理師資格取得のためには、学部・大学院それ

ぞれで演習・実習を含む所定の科目を履修する必要が

ある。学部卒業後、認定された支援機関で数年間勤務

することでも受験資格は得られるが、現在認定されて

いる機関は鑑別所等の国の矯正施設と数カ所の病院等

の民間施設に限られる。また様々な支援領域で実践で

きる専門職となるための基礎を身につけるうえでは大

学院での専門教育が必須と言える。中部大学人文学部

心理学科では、大学院における養成課程を設置するこ

とはできなかったが、学部において公認心理師対応科

目を2018年度より開講した。所定の科目をおさめた学

生は、他大学の養成大学院に進学して、公認心理師に

加えて多くは臨床心理士も合わせて資格取得を目指し

ている。

著者は担当授業の中で、心理支援専門職に関連する

いくつかの組織のホームページを学生に提示したとこ

ろ、“初めて知ったこともあり参考になった”、“わか

りやすいページで一般向けの活動もある”、“資格の重

みを感じた”等、多様な興味深い意見が得られた。感

想の中には“（年次）大会って何を競い合うのだろう”

等の誤解も含まれていた。現代の若者にとってインター

ネット利用に対する関心は高く、進学先など進路選択

のための情報収集や入学後の学習における文献や資料

検索等で欠かせないツールとなっている。活字離れが

懸念される一方で、ネットならではの利便性もある。

これまで、大学生を対象としたカウンセリングや相

談機関についてのイメージ調査を行った研究は多数あ

る。たとえば、森田（1997）は、大学生約1,000名に

学生相談室イメージの自由記述回答を求め、接近・敬

遠・消極・保留に4分類し、その後の実際の来談との

関連を報告した。また、緒賀（2004）は臨床心理学関

連の授業において初期と終期の2回、坂本・千島
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＊1人文学部 心理学科 特任教授

心理支援専門職とその関連組織に対する大学生の意識

－学協会等のホームページ閲覧を通して－

森田 美弥子＊1

要 旨

大学生は、心理支援専門職に対してどのような認識をもっているのだろうか？ 筆者は、2020年および

2021年に、大学1年生および3年生を対象として調査を実施した。公認心理師や臨床心理士の職能団体、養成

機関の連合組織、関連学会等、8つの心理支援専門職関連組織のホームページの中から1つ以上を閲覧して、

短い感想を自由記述することを求めた。2年間で計276名から得られた自由記述回答を内容別に分類したとこ

ろ、ホームページの外観、組織の活動、心理支援専門職の役割、の3カテゴリに大別された。大学生にとっ

て、各ホームページはわかりやすく、デザインも魅力的であること、資格取得は難しいが、心理支援の職域

は多様で現代社会において重要であると認識されたことが示された。

キーワード

大学生、心理支援専門職、ホームページ



（2018）は、教職課程の大学生を対象として2004年と2

015年に、それぞれカウンセリング・イメージについ

ての質問紙調査を実施し、いずれも肯定的なイメージ

が高まったとの結果を得ている。しかし、これまでの

多くの研究は、支援機関の利用に関する意識とも合わ

せて尋ねており、将来自分がカウンセリング支援を受

けるかもしれない立場を前提とした内容になっていた。

支援者側になるかもしれない立場にアプローチした研

究は見当たらない。

そこで本報告では、将来の進路として心理支援専門

職を視野においている学生を対象として、ホームペー

ジ閲覧を通して大学生が心理支援専門職とその関連組

織に対してどのような認識や関心を抱いているのかを

とらえ、さらなる学びとして何を提供することが必要

か検討することを目的とする。心理支援専門職をめぐ

る学生の意識を知り、公認心理師養成教育に役立てた

いと考える。

2 方法

対象：2020年度と21年度に心理学科の入門講義「ス

タートアップ・セミナー」を受講した学部1年生（計

160名）、及び「公認心理師の職責」を受講した3年生

（計116名）。

手続き：それぞれオムニバス形式の授業の中で、心

理支援専門職（臨床心理士・公認心理師）の成り立ち

や役割等について説明した回に、関連する8つの学協

会等のホームページ URLを紹介し、1つ以上を閲覧

してその感想を簡単に述べよ、という課題を出した。

具体的には、「どのHPを閲覧したか？」「閲覧して心

理専門職やその関連組織についてどのようなことを感

じたか？」（文字数は厳密に指定せず、最低数行でよ

い）と質問した。提出された記述内容を今回の検討デー

タとする。なお、2020年度はコロナ禍のため遠隔授業

で実施された。

8つの学協会の概要を表１に示す。公認心理師およ

び臨床心理士に関連する組織は他にもあるが、規模と

歴史を考慮してこの8組織を選んだ。

国家資格としてスタートした公認心理師に関わるも

のとして、「①日本公認心理師協会（以下、師協会と

略称）」は有資格者の職能団体、「②日本公認心理師養

成機関連盟（以下、公養連）」は養成する大学等の団

体、「③日本心理研修センター（以下、研修セ）」は資

格試験等の実施組織、「④厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部精神・障害保健課公認心理師制度推進室

（以下、厚労省）」は制度や法律等を司る行政組織であ

る。

これまで心理支援専門職として中心的存在であった

臨床心理士に関わるものとして、「⑤日本臨床心理士

会（以下、臨士会）」は有資格者の職能団体、「⑥日本

臨床心理士養成大学院協議会（以下、臨大協）」は養

成する大学院の団体、「⑦日本臨床心理士資格認定協

会（以下、認定協会）」は資格試験等を実施する組織、

「⑧日本心理臨床学会（以下、日心臨）」は臨床心理士

の制度をたちあげる母体となった学会である。

分析方法：全員の記述内容をKJ法に準じて分類し、

学生が各ホームページのどういったところに注目し、

どのような感想を抱いたかをまとめ、閲覧した組織ご

との特徴や学年による着目点の違いがあるかどうかを

検討する。

倫理的配慮：感想提出は出欠確認と今後の授業内容

中部大学教育研究 No.23（2023）
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表１ ホームページを閲覧した8組織

組織名称 概要

①師協会 https://www.jacpp.or.jp

公益社団法人）日本公認心理師協会

公認心理師有資格者の職能団体。2014年に一般社団法人として設立。

2023年4月より公益法人化。

②公養連 https://kouyouren.jp

一般社団法人）日本公認心理師養成機関連盟

公認心理師を養成する、大学、大学院及び実務経験を行う施設等の

機関によって構成。2019年4月に設立。

③研修セ https://www.jccpp.or.jp

一般財団法人）日本心理研修センター

2013年に設立。2016年4月より、文部科学大臣・厚生労働大臣に認

可された指定試験機関。2017年11月より指定登録機関。

④厚労省

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課公認心理師制度推進室

公認心理師法および関連した通達等が掲載された解説ページ。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000116049.html

⑤臨士会 https://www.jsccp.jp

一般社団法人）日本臨床心理士会

臨床心理士有資格者の職能団体。

1989年に設立。2009年より法人化。

⑥臨大協 https://www.jagpcp.jp

日本臨床心理士養成大学院協議会

臨床心理士を養成する大学院によって構成。

2001年に設立。

⑦認定協会 https://fjcbcp.or.jp

公益財団法人）日本臨床心理士資格認定協会

臨床心理士の資格審査、養成指定大学院の認定審査等を行う。

1988年に設立、2年後に法人化、2013年に公益財団法人化。

⑧日心臨 https://www.ajcp.info

一般社団法人）日本心理臨床学会

心理学または隣接諸科学を専攻した者、心理臨床経験を有する者等

が入会条件。1982年に設立。2009年より一般社団法人化。



の参考にするためであること、加えて大学生の意識傾

向としてまとめて研究発表する可能性もあること、し

たがって記述内容の良否は成績に影響しないこと、研

究使用に同意できない場合はその旨書き添えてほしい

こと、以上を口頭で伝えた。不同意の表明はなかった。

なお、本研究は、中部大学倫理審査委員会において承

認された（承認番号20230026）。

3 結果および考察

3．1 閲覧状況

「8組織のうち、どのHPを閲覧したか？」という質

問に対し、1組織のみと回答した者が177名、2カ所以

上と回答した者が96名、不明（記載なし）3名であっ

た。

組織別の閲覧人数を年度および学年別に図１に示し

た。①師協会が180名（単独閲覧97名、複数閲覧83名）

と最も多く、いずれの授業でも約6割前後を占めてい

た。次いで⑤臨士会66名、③研修セ47名、⑧日心臨46

名、④厚労省40名、②公養連32名、⑦認定協会30名、

⑥臨大協15名となっており、④②⑦⑥については単独

での閲覧は少なかった。複数組織のHPを閲覧した96

名において、組み合わせは様々で、①⑤が17名、①④

11名、①③8名、①～⑧すべて7名、①②5名、①②③4

名、その他は1～2名ずつであった。

①師協会を含む閲覧が圧倒的に多かったのは、本学

が学部科目として公認心理師のみに対応しているため

だと考えられる。しかし、公認心理師関連組織（①～

④）と臨床心理士関連組織（⑤～⑦）とにまたがって

閲覧している受講生も少なくない。

3．2 記述内容の分類

「HPを閲覧して何を感じたか？」という質問に対

する276名の自由記述回答には、50字程度のもの、800

～1000字くらいのものが、それぞれ数名あったが、ほ

とんどの学生が概ね150～250字で記述していた。

複数組織を閲覧している場合、各組織についての感

想を並列的に記述しているもの、複数をまとめて記述

しているもの、複数閲覧はしていても一部の組織につ

いてのみ記述しているものがあり、それらを区別して

合計した記述数は357となった。これらを通読し、KJ

法に準じて分類を行ったところ、以下の4カテゴリが

抽出された。

1）「ホームページ外観」（38記述）：ホームページ

のデザイン・レイアウトの見やすさや、情報量・説明

のわかりやすさ等についての印象。

2）「当該組織の活動」（165記述）：組織設立の趣旨

や経緯・入会制度等の仕組みや、社会貢献・会員育成

等の事業について知識を得たという感想。

3）「心理支援専門職の役割」（140記述）：多様な職

域、職務の重要性、資格取得の難しさと関心の高まり

についての再認識。

4）「その他」（14記述）：主に、記載なし（複数組

織を閲覧しているが、その一部のみ記述）。

4カテゴリの出現数を、学年および年度の異なる4授

業ごとに集計したものを表２に示した。「その他」を

除く3カテゴリについてカイ二乗検定を行ったところ、

有意な関連が見られた（χ2（6）＝48.948,p＜.01）。残

差分析の結果、20年度1年生では「組織の活動」が有

意に少なく、「心理支援専門職の役割」が有意に多い

（p＜.05）、21年度1年生と3年生では「組織の活動」が

心理支援専門職とその関連組織に対する大学生の意識
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有意に多く、「心理支援専門職の役割」が有意に少な

い（p＜.05）、21年度3年生では「HP外観」について

も有意に多い（p＜.05）、という結果が得られた。総

じて内容分類と学年との関連はなく、開講年度との関

連が強いと言える。

3．3 各カテゴリの具体的内容特徴

大学生が心理支援専門職関連組織のホームページを

閲覧した感想（自由記述）について、分類カテゴリの

うち「その他」を除く3カテゴリの具体例を表３に示

した。

なお、自由記述において、「臨床心理士協会」「公認

心理士会」といった名称の誤記などが目立ち、特に複

数組織を閲覧している場合いずれに対する感想なのか

不明な場合が散見されたため、組織別に記述内容を数

値的に整理するのは困難と判断された。そこで、学生

自身の記述の中で公認心理師と臨床心理士の比較など

が明記されていない限り、心理支援専門職全般に対す

る感想として見ていくこととした。

各カテゴリの記述内容の特徴を以下にまとめる。

1）ホームページ外観について

38名が外観についての感想を記述していた。「見や

すい」「美しい」「わかりやすい」「丁寧に説明されて

いる」など好印象が多く述べられていた。一般の人に

アピールするかどうか疑問という意見も2、3名あった

が、全体としては様々な立場の人にわかりやすいペー

ジであると感じられている。

2）組織の活動について

185名が該当した。各ホームページのトップページ

に掲載されている当該組織の趣旨概要や設立経緯の説

明文をほぼそのまま引用している傾向はあるが、心の

健康支援や知識普及に関する政策提言や啓発活動、地

域連携など社会的な活動も幅広く行われていることを

「初めて知り驚いた」「すばらしいと感心した」という

感想として述べられていた。特に、一般向けの講演等

の企画、会員の資質向上・キャリアアップ・生涯学習

のための研修に注目しているものは多かった。

3）心理支援専門職の役割について

140名が該当する感想を述べていた。ここでも「多

様な活動をしているとわかった」という内容が目立っ

た。スクールカウンセラーや病院の心理支援専門職に

ついては知っているが、福祉・司法矯正・産業といっ

た職場、子育て支援・高齢者支援・被害者支援などに

ついてはこれまであまり認識されていなかったようで

ある。現代社会において心の問題も多様であるため、

心理支援専門職が必要とされていると、重要性が再認

識されていた。

心理支援専門職につきたいという学生は、あらため

中部大学教育研究 No.23（2023）

―26―

表２ 記述内容カテゴリの年度・学年別集計（χ2検定結果）

表３ 自由記述の具体例

カテゴリ 記述例

ＨＰ外観 「簡単に要点をまとめられているため、知りたい情報をすぐに理解することができた。また、詳しくま

とめられているページも設けてあり、深く学びたい人にも軽く興味がある人にも対応しているページだ

と思った。」（1年）

「美しいホームページでわかりやすかった。心理職ってなんだろうと参考に覗きに来た小中生などに対

して職に興味を持ってもらうようなページが見られなかったのが残念に思えた。」（3年）

「草木や空などの自然をイメージさせるような背景のものが多いと感じた。このことは，少しでもホー

ムページを見た人が心理職に対して，親しみを持てるようにされた工夫の一つなのではと考えた。」（3

年）

「関係の薄い人にとっては非常に専門的かつ事務的で、このサイトを見て新たに関心を持ってくれる人

はあまりいないように感じた。関係者にとっては情報の宝庫で非常に重宝するだろうと思った。」（3年）

「なるためのプロセスを分かりやすく説明していたり、多種多様な情報があったので細かく見れば心理

職の世界を知ることができると思った。」（3年）

（△有意に多い ▼有意に少ない p＜.05） （「その他」を除外して分析）

人数 計
カテゴリ別記述数

記述数 計
HP外観 組織の活動 心理支援専門職の役割 その他

20年度1年生 74名 6 23 ▼ 62 △ 7 98

21年度1年生 86名 10 66 △ 31 ▼ 3 110

20年度3年生 51名 8 30 30 1 69

21年度3年生 65名 14 △ 46 △ 17 ▼ 3 80

合計 276名 38 165 140 14 357
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カテゴリ 記述例

組織の

活動

「公認心理師が誕生したのが2018年9月と、とても最近なことに驚いた。」（1年）

「資格認定が開始された年からものの30年ほどしか経過していないということを再確認した。支援の対

象が幅広いがそれぞれの分野に合わせた支援が確立されているので、今後停滞せずに更なる発展を目指

すために様々な知見や経験を積んだ若い世代が最も必要な職だと感じる。」（3年）

「公認心理師はできたばかりの国家資格であるため、様々な分野においての活躍を期待されている。ま

た臨床心理士を地盤とした信頼をさらに向上させるとともに、他職種との連携を重視していることがわ

かった。そのほかには委員会の種類が豊富で驚いた。」（3年）

「様々な分野で社会貢献活動や心理支援などを行っていることが分かり、自分には縁のないものだと思っ

ていたが、我々の生活に接している・関わりを持っているように感じた。」（1年）

「心理支援に多くの種類があるように、組織もそれぞれの支援に対する分野に組織が分かれていること

を知り驚いた。ある一つの分野に特化してしまうことは、支援の幅を狭めてしまうことや多職種連携に

おいてその分野以外のことが対応できなくなるので全体的に習得することが良いことだと学んだ。」（3

年）

「新型コロナこころの健康相談電話や心理的なガイドラインを掲載していて、対応がしっかりなされて

いるのが素晴らしいなと感じた。」（1年）

「福祉に力を入れていて、思っていたよりも、ボランティア活動のようなことをたくさんしていて意外

だと感じた。人を支えるのには初歩的なことからやることが大事なのかなと考えさせられた。」（1年）

「心理職が市民に向けての活動が重要であること、また市民が臨床的知識を身に付けることが大切であ

ることがわかった。」（3年）

「研究活動を行うことは、専門性を高めるために行われていることがわかった。質の向上を高めるため

にいくつも研修が行われているんだなと思った。」（3年）

「心理職同士のコミュニティが広がることで、いろいろな立場で働く方々と意見交換をできる場なのだ

ろうと感じた。」（1年）

「有資格者への教育・研修を行い時代の変化に応じて知識や技能の向上を図り、様々な事業をしている

ことがわかった。」（3年）

「会員のスキルアップ、キャリアアップ支援と福祉の向上というのがとてもいいなと思った。これによっ

て少しでも質の良いものをクライエントに届けられるといいなと思った。」（3年）

「講座や研修会等のお知らせがページの目立つところに配置されており、自己研鑽の機会を積極的に提

供しようとしていると感じた。」（3年）

「資格を有する人が仕事をしていく上でのサポートもしっかりあるのだと分かった。」（3年）

「自分自身で技術を高めることももちろん大切だが、心理職としての先輩などからその経験などを教え

てもらうこともとても重要なことなのだなと感じた。またこうした組織があることによって自分が心理

職の一員なんだという意識向上の効果や孤独感などが薄れるなどの効果があるため、こうした組織の重

要性を改めて感じた。」（3年）

「公認心理師に関する法令等も載っており、人を支援するにあたっての責任感がよくわかった。」（3年）

心理支援

専門職の

役割

「臨床心理士は5年ごとに資格を更新する義務がありとても厳しく、それだけ専門性が高いのだと改め

て認識することが出来た。」（1年）

「資格を取ることは難しいと思った。他人の心理は何を考えているかわからないことが多いため心理職

として働いている人はすごい。」（1年）

「大学院を出るというのは、経済的な負担が大きい。公認心理師はこれからどんどん需要の出てくる職

業なのではないかと思う。その分簡単になれてはいけないけれど、多くの人が目指せるようになればい

いのになと思った。」（3年）

「本気で覚悟を持って取り組まないと資格は取れずに中途半端に終わってしまうと思った。」（1年）

「臨床心理士は5年で更新しなければならず、こうして更新し続けることで信頼性を高く保つことがで

きると考えた。」（1年）

「なることが出来た後もさらに勉強を続けてるということなのでだんだんとレベルが上がり、より高度

な問題も解決できる日が来るのではないかと思った。」（1年）

「スクールカウンセラーは知っていたが、子育て支援や高齢者支援、犯罪被害者等支援など様々な人に

対しての支援を行っていることを初めて知った。」（1年）

「公認心理師と臨床心理士の違いはあるのかということが気になったが大きな違いはないということが

分かった。どちらも心のケアを行う専門家であり、短い期間で身につけることができない技術を必要と

しているためだと考えた。」（1年）

「臨床心理士は主に精神病理や重い神経症などを対象にカウンセリングなどを行っており、公認心理師

は生きていく上でより健康に人々が暮らすために、比較的健康状態にある人も対象にカウンセリングな

どを行っているといった違いがあるのだと考えた。」（1年）

「支援をする対象は幅広い。ということはそれだけ多くの人の力が必要なため、様々な機関や人と連携

と協同をしているなと思った。また、支援をしたから終わりではなくそこから分析をして課題を発見し

て次に向けて反省をしていくの繰り返しだと思った。」（3年）



て頑張らなくてはいけないと自覚し、目指してはいな

いという学生も「身近な存在と感じ」、関心を向ける

ようになったという感想もあった。資格取得は「簡単

ではない」ということも述べられていた。

4 考察

本研究では、心理支援専門職関連組織のホームペー

ジを見た大学生276名の感想を分類整理した。ホーム

ページの閲覧は、心理学を学ぶ大学生にとって有益な

知識提供かつ関心の増強を図るものとなることが示さ

れた。

1年生対象の心理学科入門講義「スタートアップ・

セミナー」と3年生対象の「公認心理師の職責」にお

いて2年間調査を実施したところ、学年による感想内

容の違いは見られず、年度の違いが見られた。新型コ

ロナウイルス感染症対策として遠隔授業が実施された

2020年度は、1年生の授業における「心理支援専門職

の役割」に関する感想が多く、対面授業が可能となっ

た2021年度では「組織の活動」に関する感想が両授業

ともに多いという結果だった。授業形態の違いがこの

結果にどのように影響したのかは確認できないが、双

方向的な授業において、それまで心理支援の仕事につ

いては様々な授業で学んでいても、心理支援専門職の

「組織」についての予備知識は乏しかったことから新

鮮な情報となったことも考えられる。

新型コロナウイルス感染症の蔓延している時期にあ

たり、そのための相談支援等の活動紹介に注目し、す

ばらしいと述べた感想は多かった。また、各組織によ

る心理支援専門職の研修が行われていることは、将来

の進路として心理支援専門職を視野に入れている大学

生にとっての安心材料になったようである。これらの

ことから、大学生たちは自分や周りの人たちに心理支

援専門職やその関連組織が何を提供してくれるのかと

いう点を重視していると言える。

大学生がホームページ閲覧を通して学んだことは、

次のように集約できる。

1）心理支援専門職関連組織の存在と、それらの組

織が人々の心の健康維持増進を目標として社会への貢

献活動をしていること、心理支援専門職に対する資質

向上のための活動も熱心に行われていることを知った

こと。

2）心理支援専門職の職域の多様性を知り、あらた

めてその重要性を認識し、関心が高まったこと。関連

して、心理支援専門職になることは簡単ではないが、

重要な役割を担っていることを再認識できたこと。

心理学科の講義や演習において、既存のホームペー

ジを教材として活用することの効果も確認できたと考

える。
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カテゴリ 記述例

「どのホームページも地域と繋がりながら支援を行うことを重要視しているように感じた。」（3年）

「助言や援助だけでなく心の健康に関する教育や情報提供を行っている点が、現代社会にとって、とて

も必要なことだ。」（1年）

「あらゆる年代のクライエントのこころの健康を向上させるために必要な存在だと再認識した。」（1年）

「先人の功績や、授業をしてくださっている先生方のおかげで成り立っている。心理師への期待に応え

られるような支援ができるように勉学に励もうと思う。」（3年）

「ほかの職業と比べて、やはりコミュニケーション能力が求められると感じた。」（3年）

「なることがゴールではなく、信頼されている分役割をしっかり果たす必要があるなと感じた。」（3年）

「公認心理師になりたいと考えているため、試験について知らなかったこともたくさん知ることができ

てよかった。」（3年）



心理支援専門職とその関連組織に対する大学生の意識

―29―

JournalofChubuUniversityEducationNo.23（2023）

PerceptionsofClinicalPsychologistsamongUndergraduateStudents：

AnAnalysisofStudents'ViewsonAcademicAssociations'Websites

MORITAMiyako＊1

＊1 DesignatedProfessor,DepartmentofPsychology,CollegeofHumanities,ChubuUniversity

Abstract

Whataretheperceptionsofuniversity studentsregarding professionsin

mentalhealth?Toinvestigatethisquestion,theauthorconductedasurvey

withundergraduatestudentsintheirfirstandthirdyearofstudyin2020

and2021.Participantswereaskedtoexploreoneormorewebsitesfrom a

selectionofeightwebsitesbelongingtoorganizationsrelatedtomentalhealth

professions. These included professional bodies for Certified Public

PsychologistsandCertifiedClinicalPsychologists,associationsofeducational

institutions that train psychologists,related academic associations,and

others.A totalof276responsestotheopen-endedquestionwerecollected

overthecourseoftwoyears.Theseresponsesweredividedintothreebroader

categoriesofcontent:theaestheticsofthewebsite,theactivitiescarriedout

bytheassociations,andtherolesplayedbymentalhealthprofessionals.The

findingsshowthatundergraduatestudentsgenerallyperceivethewebsitesas

being both easy tonavigateandaesthetically pleasing.Respondentsalso

noted thatobtaining certification isa challenging task.However,they

acknowledgethediversityofprofessionalcareerswithinthementalhealth

sectorandtheirimportanceintoday'ssociety.

Keywords

Universitystudent,Clinicalpsychologist,web-site





1 問題と目的

2015年9月「公認心理師法」が制定・公布され、

2017年9月に施行された。これによって、日本におい

て初めて国家資格による心の専門家である「公認心理

師」が誕生することになった。公認心理師養成にあたっ

ての学部カリキュラムについては、公認心理師法にお

いて25科目が定められている。その中で、公認心理師

が業務として行う行為について、適切に実践できる能

力を養成することが必要とされ、特に実習・演習の内

容については、将来チームワークでの業務を求められ

る機会が多い現状を踏まえ、質・量ともに充実したも

のとなるように求められた。学部段階から養成教育が

始まり、学部においても外部機関における心理実習が

配置されていることなどが、養成カリキュラムが大学

院のみに限られるこれまでの臨床心理士養成とは大き

く異なる点である。

公認心理師に必要となる25科目の中でも、多くの大

学で3年次後期または4年次に配置されている心理実習

は、学部における公認心理師養成教育の集大成とも言

える科目であり、臨床実践の場においてそれまでの授

業で習得した知識を統合し、実際の現場での経験と結

びつけることで、公認心理師としての技能や資質を高

めることを目的とする、極めて重要な科目である。し

かし、厚生労働省・文部科学省による心理実習の内容

は（ア）要支援者へのチームアプローチ、（イ）多職

種連携及び地域連携、（ウ）公認心理師としての職業

倫理及び法的義務への理解などの指導を受けることと

規定されているにすぎず、学部段階でこれらの事柄に

ついて具体的にどのレベルまで教育する必要があるの

かが明確に規定されていない。より専門的な大学院で

の養成課程へのスムーズな接続のために、学部段階で

実施されるべき具体的な実習指導の在り方を検討する

ことは重要な研究課題であると言える。

これまで心理実習を取り上げた研究はきわめて数が

少なく、その内容も実態把握程度に留まっており（伊

藤・村瀬・塚崎ら，2001；良原・落合・金坂ら，2010）、

実習を通しての実習生自身の心の変容プロセスには目

が向けられていない。また、研究のほとんどが大学院

における心理実習を対象としている（古田・加藤・森

本，2016；伊藤ら，2001など）。学部生を対象とした

心理実習の研究としては、学生の発表資料をもとに考

察した松原（2004）がある他、実際に行われた実習に

関する報告が数本あるのみであり（橋本・江上・福丸，

2021；永田・井芹・林ら，2022；櫻井・岩崎・渡邉，
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公認心理師科目「心理実習」受講生の学びと成長に関する研究

－実習前の受講生を対象としたインタビュー調査の分析－

願興寺 礼子＊1・堀 匡＊2・田中 秀紀＊2・森田 美弥子＊3

要 旨

本研究の目的は、公認心理師科目「心理実習」受講生8名に対して半構造化面接によるインタビュー調査

を行い、実習前の受講生の意識や感情、これまでの授業や事前学習で習得した事柄に対する理解の程度につ

いて質的に検討することであった。インタビューを逐語化したデータを修正版グラウンデッド・セオリー・

アプローチ（M-GTA）を用いて分析した結果、4つのカテゴリー、10のサブカテゴリー、28の概念が得ら

れた。また、概念、サブカテゴリー、カテゴリー間の関係を説明したプロセス図を作成した。受講生は心理

実習受講に至る個人的な背景を持ち、実習施設や利用者に対して一部誤った思い込みをしていることが明ら

かになった。さらには実習施設や利用者に対するアンバランスな理解の在り方が実習先での利用者との関わ

りへの不安に繋がっている可能性があることが示唆された。これらの結果を踏まえて、実習に出る前の授業

や事前学習の在り方について考察を行った。

キーワード

心理実習、受講生の意識と理解度、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ



2021など）、今後さらに詳細を検討した研究が積み重

ねられていく必要がある。

そこで本研究では、学部教育における心理実習の受

講生に対してインタビュー調査を行い、臨床現場の見

学や関与を通しての受講生の意識変容と成長のプロセ

スについて検討し、学部教育における心理実習の受講

生の成長を促進する実習教育の在り方を提案すること

を目指す。本稿はその第一報として、実習前の受講生

にインタビュー調査を行った結果について報告する。

実習前の受講生の詳細な意識や感情、これまでの授業

で学んだ内容や事前学習で調べた各実習施設に関する

理解の程度について質的に検討することが、本稿の目

的である。

2 方法

2．1 研究協力者と手続き

研究協力者は、研究の趣旨、インタビュー内容や倫

理的配慮について説明後、同意が得られた心理実習受

講生ＡからＨの8名（男性1名、女性7名）、全員4年生

であった。受講生は、保健医療領域の施設として単科

の精神科病院ないしは精神科クリニックと総合病院の

精神科の2施設、教育領域の施設としては適応指導教

室、福祉領域の施設としては児童自立支援施設ないし

は養護施設、司法領域の施設としては少年鑑別所ない

しは刑務所の、計5施設へ実習に行くことになってい

た。保健医療・司法領域の施設では主に見学、教育・

福祉領域の施設では利用者との関与を中心とした内容

であった。インタビュー調査は、実習の事前学習・事

前指導を終え、学外実習に出る前の期間である2021年

6月に行った。実習の事前学習・事前指導では、主に

自身が実習に行く施設の特徴について調べて発表する

とともに、実習担当教員から実習に関する諸注意を受

けた。Zoomを使用して1対1による半構造化面接（約

60分）を行い、研究協力者の同意に基づき録音し、逐

語に起こした。なお、インタビューは、公認心理師資

格を持ち、心理実習を担当する4名の教員（著者）が

行った。

2．2 調査内容

インタビューの内容は、①心理実習を受講した理由、

②将来、公認心理師になることを希望しているか、③

今回実習に行く各施設、利用者に対して率直にどのよ

うな印象や思いをもっているか、④これまでの授業で

学んだことを踏まえて、現時点で心理職一般について、

さらには今回実習に行く各施設の心理職についてどの

ように捉えているか、⑤実習に対して不安に思うこと、

⑥実習において期待すること、学びたいこと、⑦心理

実習に参加することが自身にとってどのような意味が

あると思うか、⑧現時点で多職種連携や地域連携をど

のようなものとして理解しているのかについて尋ねた。

2．3 倫理的配慮

本研究は、中部大学倫理審査委員会の承認を得て実

施した（承認番号 20210018）。インタビュー実施前

に、研究の趣旨、参加は任意であり協力しないことに

対する不利益は生じないこと、心理実習の成績には無

関係であること、匿名性と守秘義務の約束、質問への

回答の拒否や研究協力への中断は可能であること、得

られた内容を研究成果として公表する可能性があるこ

と、インタビュー調査によって得られたデータは研究

終了後に全て破棄することを文書および口頭で説明し、

署名をもって同意を得た。

2．4 分析方法

分析に当たっては、実践的質的研究法である木下

（2003）の修正版グラウンデッド・セオリー・アプロー

チ（以下M-GTAと略す）を用いた。M-GTAは人間

同士が直接やりとりをする社会的相互作用に関係する

人間行動の説明力に優れ、ヒューマンサービスの領域

において有効な分析法とされており（木下，2003／

2007）、本研究の分析方法として適切だと考えられた。

まず始めに、分析焦点者を「公認心理師養成のための

大学院課程をもたない大学の学部教育における心理実

習を受講する4年生」とし、分析テーマを「心理実習

受講に至る経緯とこれまでに習得した臨床現場に関す

る知識やイメージの状態、及びそれらに基づいた実習

を控えた気持ちや実習に関するイメージの形成」と設

定した。

2．5 分析の手続き

分析は以下の3ステップで行った。①概念生成：得

られたデータから分析テーマと関連する語りを抽出し

（具体例）、それが研究協力者にとってどのような意味

があるのかを考え概念を生成した。なお、概念の生成

にあたっては、木下（2007）による分析ワークシート

（概念名、定義、具体例、理論的メモを記述）を使用

した。8名全員のデータを分析し、新たな概念が生成

されなくなった時点で理論的飽和に達したと判断した。

②カテゴリーの作成：①で生成された概念をカード化

し、共通する概念をまとめサブカテゴリーを作成した。

さらにいくつかのサブカテゴリーをカテゴリーとして

まとめた。③プロセス図・ストーリーラインの作成：

カテゴリー間の関係性や影響過程について検討し、プ

ロセス図を作成し、ストーリーラインとして文章化を

行った。分析にあたっては、臨床心理学を専門とする

大学教員である著者4名で慎重に合議を行って進めた。
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3 結果

分析の結果、28の概念、10のサブカテゴリー、4の

カテゴリーに集約された（Table1）。以下【 】はカ

テゴリー、《 》はサブカテゴリー、〔 〕を概念と

する。

3．1 データから生成された概念およびカテゴリー

まず、【受講に至る個人的背景】は、《身近な体験か

らの心理職への興味》と《様々な受講理由》から構成

されていた。これまで身近なところに発達障害を抱え

る友達がいたり、小中学校で関わったスクールカウン

セラーにあこがれ、自分もそうなりたいと思うように

なったという《身近な体験からの心理職への興味》の

高まりから受講に至ったことが示された。また、〔公

認心理師資格を取得するための積極的受講〕をしてい

る語りだけでなく、公認心理師の適性が自分にあるの

かどうかを見極めるために〔迷いながらの受講〕をし

ているという語りも得られ、《様々な受講理由》によっ

て受講していることが明らかになった。

次に、【特定の対象者に対して待つイメージ】は、

《単科精神病院への異質感と抵抗感》と《子どもへの

抵抗感の低さ》で構成されていた。保健医療領域の中

でも〔単科精神病院に対する異質感とわからなさ〕が

示され、「結構異質な感じ。訳の分からないって感じ

の抵抗感に近い」という語りが得られた。その一方で、

利用者が子どもに限定される教育領域や福祉領域の施

設の利用者に対しては「発達障害のお子さんが多分いっ

ぱいいるので、明るい雰囲気なんじゃないか。子ども

相手だったら、すごく明るくていいというイメージ」

「一緒に遊んだりするのが、ちょっと楽しみだなって・・

・」などのポジティブな語りが得られ、〔子どもを支

援する実習施設に対する抵抗感の低さ〕や〔実習施設

での子どもと遊ぶことへの期待〕として概念化した。

【心理職や実習施設に対するアンバランスな理解】

は、《心理職の基本的役割に対する理解度の高さ》《連

携に対する断片的な理解》《各実習施設に対する具体

性に欠ける理解》で構成された。〔心理職の基本的役

割に対するイメージ〕〔心理職として活動することの

難しさ〕という概念が生成され、《心理職の基本的役

割に対する理解度の高さ》が示された。それに対して、

多職種連携やチームアプローチに関しては、「心理士

だけで考えちゃできない支援とか、その人にとって一

番有効な支援を見つけるために、いろんな職種で話し

合って。その人を多角的に見て、いい支援を探してい

くっていう・・・」という内容の語りがあり、〔連携

による相補的・総合的支援のメリットの認識〕はある

程度なされていたものの、連携についての具体例を問

うと「子どもの障害とか問題を全員が共有して話し合

いをして、とにかく解決すること」などのような内容

の語りしか得られず、〔具体例においては情報共有に

限定された連携のイメージ〕しか持てていないことが

示された。また、漠然と〔多職種連携を実行すること

は難しそうというイメージ〕が形成されていた。連携

に対しては断片的な理解（《連携に対する断片的な理

解》）に留まっていることが明らかになった。各実習

施設に対しては、〔医療機関に関する受講生独自の漠

然としたイメージ〕〔総合病院に対するポジティブな

イメージ〕〔福祉施設に対する受講生独自の漠然とし

たイメージ〕しか持てておらず、また、各領域で働く

心理職についても〔領域による心理職の個別性に対す

る表層的なイメージ・理解〕に留まっていたり、〔メ

ンタルクリニックでは具体的な援助が実施されている

というイメージ〕など実状にはそぐわないイメージを

持っていることが示され、《各実習施設に対する具体

性に欠ける理解》に留まっていることがうかがわれた。

【学びへの期待と不安】は、《現場体験への期待》

とともに《実習先での関わりの不安》《実習指導に対

する不安》で構成されていた。「（児童自立支援施設で

は）児童の年齢の幅があると思うのでそこでの対応の

違いというのは気になる」「（児童福祉と教育領域の）

関連性とか、どこが違うのかということを知りたい」

というように〔実習先ごとの自らの関心と学習意欲〕

を示す積極的な語りも聞かれた。また、「そこの空気

感とか、もちろん仕事の内容とか、患者さん自身のこ

とを全部目で見て学べる、感じ取るっていうのはすご

く期待というか、絶対に勉強になるので、そこはきち

んと吸収して帰ろうというのはある」という語りに見

られるように、〔授業では学べない現場体験への期待〕

の大きさも示された。〔実習という経験を通じて専門

的な技能を実践的に知る〕〔様々な臨床領域での実習

経験を通じて視野の拡大〕〔多職種連携を学ぶことへ

の期待〕という概念も生成され、実習を通して成長し

たいという期待や意欲が伝わってくる語りも多く聞か

れた。その反面、《実習先での関わりの不安》は高く、

〔実習先での子どもとの距離感のわからなさ〕〔実習先

の利用者に対して不適切な言動をとってしまうかもし

れない不安〕が語られ、直接利用者と関わる際の自信

のなさや戸惑いが示された。さらに、異質感や抵抗感

をもつ〔単科精神病院の利用者との関わり方を学ぶ必

要性の認識〕はしているもののそれを克服できるか、

また〔福祉施設における利用者のデリケートさへの配

慮〕をしなければならないと思っているもののそうで

きるかどうかについては不安も感じているようであっ

た。多くの学びを得たいものの〔多忙な実習指導者が

どれだけ指導してくれるのかについての不安〕につい

ての語りも聞かれた。
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Table1 生成されたカテゴリーと概念および具体例

カテゴリー サブカテゴリー 概念名 具体例

受講に至る個
人的背景

身近な体験から
の心理職への興
味

心理職に関心を持つよ
うになったきっかけ

スクールカウンセラーは小学生のときに部屋が開放されていて，休み時間のたびにずっと遊び
に行っていて，その先生が好きで，私もそうなりたいなって思ったのが一番で… （C）

自分自身の体験に基づ
く将来やりたい心理職と
しての仕事

今，児童自立支援施設に行ったり，学習支援も経験しているので，なので児童福祉分野に
興味があるので，その分野に行きたいです （G）

様々な受講理由 公認心理師資格を取得
するための積極的受講

私は，公認心理師という資格を取りたいので，そのために受講しました （A）

迷いながらの受講 自分が大学院に行って公認心理師になるか，それとも諦めるかっていうのを見極めるために，
自分がどれだけ適性があるのかの判断材料の一つにしたいなと考えたからです （E）

特定の対象者
に対して持つ
イメージ

単科精神病院へ
の異質感と抵抗
感

単科精神病院に対する
異質感とわからなさ

自分が思っているよりも結構異質な感じ。訳のわからないって思った感じの抵抗感に近いです
（A）／自分とは違う，結構離れた世界観とか持っている方がいて，ちょっとだけ異質な空間
なのかなっていうイメージがあります （F）

子どもへの抵抗
感の低さ

子どもを支援する実習
施設に対する抵抗感の
低さ

発達障害のお子さんが多分いっぱいいるので，明るい雰囲気なんじゃないかなって。どうし
ても精神科とかって暗いイメージがあるんですけど，子ども相手だったら，すごく明るくていい
というイメージ （C）

実習施設での子どもと
遊ぶことへの期待

一緒に関わって遊んだりするのが，ちょっと楽しみだなって… （A）

心理職や実習
施設に対する
アンバランス
な理解

心理職の基本的
役割に対する理
解度の高さ

心理職の基本的役割に
対するイメージ

聴いていく中で本人に気付かせる，自分で見つけさせる，それが大事なんだということを学
んだ （H）／患者さんの本来もっている力を引き出す人 （D)

心理職として活動する
ことの難しさ

いろんな領域に関わりながら仕事をしていくことも多いと思うから，本当にいろんな分野の知
識も必要だし，今は難しいなと思っている精神 （科）とかも避けて通れない （A）

連携に対する断
片的な理解

連携による相補的・総
合的支援のメリットの認
識

心理士だけで考えちゃできない支援とか，その人にとって一番有効な支援を見つけるために，
いろんな職種で話し合って。その人を多角的に見て，いい支援を探していくっていう… （F）

具体例においては情報
共有に限定された連携
のイメージ

子どもの障害とか問題を全員が共有して話し合いをして，とにかく解決すること。いろいろシェ
アとかして，そういうふうにいろいろやっていると思うんですけど （C）

多職種連携を実行する
ことは難しそうというイメー
ジ

人数がいればいるほど大変なことも，たぶん連携とかは難しいところがあると思う（G）

各実習施設に対
する具体性に欠
ける理解

医療機関に関する受講
生独自の漠然としたイメー
ジ

〇〇大学病院，大きい病院に行くので，結構重篤，症状が重い人が利用されているのかっ
て思ています （F）／単科精神病院はお年寄りのイメージがあります。成人している人たちで，
ちょっと重たいイメージ （D）

領域による心理職の個
別性に対する表層的な
イメージ・理解

医療領域の心理士は基本的にカウンセリングすることが多くて，医者と連携して，一緒に治療
していくんじゃないかな （E）／教育領域では，遊ぶっていう印象が強いので，子どもと走り
回ったりする学童の指導員みたいなイメージが強くて，心理療法とか実施しているイメージは
ない （F）

総合病院に対するポジ
ティブなイメージ

精神病院よりも，なんとなくあったかい雰囲気はあるんじゃないかな （A）

福祉施設に対する受講
生独自の漠然としたイメー
ジ

学園と言うだけあって，アットホームな印象はあります （H）／明るい，和やかなイメージ…
子どもたちを刺激しないように気を使ったり，工夫したりしている所なのかなっていうイメージ
（F）

メンタルクリニックでは
具体的な援助が実施さ
れているというイメージ

検査とかももちろんやるとは思うんですけど，具体的な支援をしていくことの方が重きを置い
ているのかなって （C）／きちんとした医療というか支援を求めて来ている方がきっといるの
で，ちゃんとしなきゃなあって （D）

学びへの期待
と不安

現場体験への期
待

実習先ごとの自らの関
心と学習意欲

〇〇学園は児童の数が多いし，年齢の幅が結構あると思うのでそこでの対応の変え方とか違
いとかというのは気になる（G）／不登校の結果，非行して自立支援施設に来たとか，（児童
福祉と教育領域の）関連はあると思う。関連性とか，どこが違うのかというのを知りたい （G）

授業では学べない現場
体験への期待

授業とかでいっぱい話は聞いてきたんですけど，実際に行って見る患者さんも，そこで働い
ている人も，施設自体も，きちんと見ることが初めてなので，そこの空気感とか，もちろん仕
事の内容とか，患者さん自身のこと全部，目で見て学べる，感じ取るっていうのはすごく期
待というか，絶対勉強になるので，そこはきちんと吸収して帰ろうというのはあります （D）

実習という経験を通じ
て専門的な技能 （知識・
態度・判断・マナー）
を実践的に知る

将来，私はスクールカウンセラーになりたいと思っているので，心理職として子どもの接し方を
学ぶことができると思う…予行演習みたいなことができるのかなと（C）／自分にまだ足りて
いないところや，成長すべきところや，今自分がこんなことやっててよかったんだとか，メリッ
トとかデメリットとかも知っていけたらいいなって思っています （E）

様々な臨床領域での実
習経験を通しての視野
の拡大

いろいろ見ることで，心理士としての見方もそうだし，自分の中での価値観とかも変わるよう
に思うので…自分の成長の糧になる （G）／将来のイメージは児童心理司かなって，ぼやっ
としかできていないので。そのイメージが広がるのは，すごい期待しています （F）

多職種連携を学ぶこと
への期待

連携が，その人たちの立場によって何がしてほしいのかが違うなって感じていて，そのところ
をどうやって調節とったり，連携しているのかな （E）

実習先での関わ
りの不安

実習先での子どもとの
距離感のわからなさ

（子どもと）遊ぶときにどれぐらい手加減をしたらいいのか…本気で遊びすぎても大人げなく
てよくないと思うし… （A）／けんかが起きた時，どうやって止めればいいんだろうか （F）

実習先の利用者に対し
て不適切な言動をとっ
てしまうかもしれない不
安

（医療領域で）私の不安は，患者さんとか施設の利用者とかとうまくしゃべれるかなって （F）
／皆さん何か事情があってそこにいると思うので，考えなしに言動を起こしては絶対いけない
なって思いますね。軽はずみな一言とか態度が，すごく大きなことに繋がっちゃう可能性があ
るし，誰かを傷つける可能性もあるし… （D）

単科精神病院の利用者
との関わり方を学ぶ必
要性の認識

実習とかで （単科精神病院の利用者を）受け入れづらいなって感覚はありつつも，関わって
いかないといけないから，うまく克服していけるといいなと思います （A）／重い方と接すると
きの気を付け方とか…現場見て体験して，支援の仕方を学べればいいなと思っています （B）

福祉施設における利用
者のデリケートさへの配
慮

親に愛されないというか，親とうまくいっていない子たちが来るところだと思うので，デリケート
かなと…気を付けたいなって思います （D）

各実習施設における利
用者への関わり方につ
いての関心

〇〇センターは…すごく大きいところで…いろんなところに対応できるかもしれないけど，患者
さんとの関わりはどこまで深くできているんだろうという疑問はあります （H）

実習指導に対す
る不安

多忙な実習指導者がど
れだけ指導してくれるの
かについての不安

忙しい中で教えてもらうという状況なので，どこまで聞きたいことだったりとかを教えてもらえ
るのかな… （H）



3．2 ストーリーライン

以上の分析から得られた概念とカテゴリーから、心

理実習の受講に至る経緯から外部施設での実習を前に

した時点での実習に関するイメージや気持ちの在り方

について、以下のようなストーリーラインとプロセス

図（Fig.1）を作成した。

心理実習を受講する理由は受講生によって異なり、

《身近な体験からの心理職への興味》やその他《様々

な受講理由》によって受講しており、【受講に至る個

人的背景】をもっている。実習を前にして実習施設の

【特定の対象者に対して持つイメージ】は、保健医療

領域の中でも《単科精神病院への異質感と抵抗感》を

強く有している一方で、利用者が子どもに限定される

教育領域や福祉領域の施設の利用者に対しては《子ど

もへの抵抗感の低さ》があり、ポジティブなイメージ

を有している。また、これまでの事前学習や公認心理

師科目の授業により《心理職の基本的役割に対する理

解度の高さ》は認められたが、その一方で多職種連携・

チームアプローチや各実習施設に関する知識に関して

は、《連携に対する断片的な理解》、《各実習施設に対

する具体性に欠ける理解》に留まり、【心理職や実習

施設に対するアンバランスな理解】をしている。実習

を前にしての気持ちとしては、《現場体験への期待》

《実習先での関わりの不安》《実習指導に対する不

安》など実習における【学びへの期待と不安】の両面

が示された。

4 考察

4．1 受講生の個別性

心理実習の受講生は、《様々な受講理由》によって

受講していることが明らかになった。〔公認心理師資

格を取得するための積極的受講〕をしている者から、

公認心理師になりたい気持ちはあるものの果たして自

分に適性があるのかどうか自信がなくそれを見極める

ために受講している者、また公認心理師取得を目指す

者の中には今すぐ公認心理師になるわけではないが将

来にその可能性を残しておくために受講している者な

ど様々であった。心理職に関心をもつようになったきっ

かけは、身近にいた発達障害の友達や小中学校時代に

出会ったスクールカウンセラーとの出会いというよう

なきわめて《身近な体験からの心理職への興味》によ

るものであった。そうした個人的体験こそが、心理臨

床に対する原体験となっている可能性が高く、受講生

の心理職や心理臨床に対するイメージに大きな影響を

与えていることが推測される。受講生は【受講に至る

個人的背景】や様々な受講目的をもち、受講意欲や思

いも一様でないことを認識して、ひとり一人の受講生

に合せた丁寧な指導を行っていく必要がある。

4．2 誤った思い込みへの気付き

多くの受講生が、保健医療領域では《単科精神病院

への異質感と抵抗感》といったネガティブなイメージ

を、それに対して教育領域や福祉領域においては〔子

どもを支援する実習施設に対する抵抗感の低さ〕〔実

習施設での子どもと遊ぶことへの期待〕といった明る

くポジティブなイメージを持っていることが示された。

松原（2004）は、実習施設に対する偏った予備知識が

偏見に繋がることを指摘しているが、本研究において

もそれまでの公認心理師に関わる授業や事前学習にお

いて得た知識が十分とは言えず、個人的に見聞きした

情報や一般に流布されているイメージの影響を受け特

定の領域の施設や利用者に対して一部誤った思い込み

公認心理師科目「心理実習」受講生の学びと成長に関する研究
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Fig.1「心理実習」受講から学外実習までのプロセス



をしていることが明らかになった。こうした誤った思

い込みはそれまでの授業や事前学習によって払拭され

ていることが理想であるが、一度形成された思い込み

は、実体験を伴わない座学のみにおいては変化しにく

い部分があると考えらえる。したがって、実習の事前

学習において大切なことは、それぞれの領域の施設や

利用者について実習生が現在どのような理解やイメー

ジを持っているのかを自覚してもらうことであると考

えられる。どのような誤った思い込みであれ、実習に

臨む時点で自身がどのような理解やイメージを持って

いるかを自覚しておくことが重要であり、それが学外

実習体験を経てどのように変化していったのかを振り

返ってもらうことが、体験ベースの学習を行う実習の

核となる学びであると考えらえる。そしてこのことは、

受講生の自己理解や成長につながりうる学外実習の大

きな意義だと考えられる。

4．3 受講生の理解度と学びへの不安との関連

《心理職の基本的役割に対する理解度の高さ》や

〔連携による相補的・総合的支援のメリットの認識〕

などが認められ、これらは、これまでの授業等で学ん

だ内容が一般的な知識として定着している部分である

と考えられる。しかし、具体的な多職種連携やチーム

アプローチの在り方や各実習施設、領域による心理職

の個別性の理解は非常に断片的で表層的な理解に留まっ

ていた。このような表層的な理解に留まっている部分

は、先述のように個人的な体験や思い込みをベースに

して偏った理解がなされているところもあり、総じて

【心理職や実習施設に対するアンバランスな理解】を

していると言える。これは、これまでの座学中心の授

業や事前学習において心理職や実習施設、連携につい

ての一般的理解は得られているものの、より具体的、

実際的なイメージを描くに至っていないことの証左で

あると考えられる。つまり、理解が曖昧なままで、腑

に落ちる理解に達していないのではないかと考えられ

る。そして、こうした曖昧な理解が利用者との《実習

施設での関わりの不安》に繋がっている可能性が推察

される。初めて行く施設、そこでの利用者との関わり

に対していくらかの不安や戸惑いが生じるのは当然で

あるが、それが大きくなりすぎて利用者とのせっかく

の関わりの機会を逃したり活かし切れなくなってしま

うようなことが起きないように留意する必要がある。

利用者との関わりに対する不安以外にも、受講生は実

習中に想像以上に多職種連携の複雑さや実際の心理職

の業務の奥深さに直面し、通常の学生生活とは異なっ

たストレスに直面する可能性があるとの指摘がなされ

ている（永田・林，2022）。こうした指摘からも、学

外実習に出る前に受講生のもつ利用者との関わりに対

する不安や戸惑いをできるだけ小さくしておくことが

求められる。公認心理師科目の授業や事前学習では、

より具体的なイメージが形成されるように、実体験に

近い形で利用者や実習施設に関する知識が習得できる

よう工夫をする必要がある。心理実習の事前学習にお

いては、実習に行く施設についてのみ調べ学習を行う

のではなく、領域全体やそこで求められる心理職の役

割について具体的な事例を元に学ぶ学習を導入するこ

となどが効果的だと考えられる。授業や事前学習にお

いて、具体的にどのような内容や指導を展開していく

のかについては、今後さらに検討していきたい。

4．4 社会人としてのマナーの必要性

今回のインタビュー調査において、社会人としての

マナーの必要性について言及した受講生は一人もいな

かった。しかし、多くの実習先で真っ先に問題視され

るのが、社会人としての最低限の礼儀や立ち振る舞い

に関することである。今回言及がなかったということ

は、心理の専門職である前に社会人としてどうあるべ

きかという基本的なマナーの大切さに気付けていない

可能性が考えられる。学外実習前に、社会人としての

基本的なマナーについて、繰り返しきめ細かに指導し、

学生に意識付けをしていく必要がある。

5 まとめと今後の課題

公認心理師科目心理実習の受講生に対して、学外実

習に行く直前にインタビュー調査を行い、その結果を

報告した。心理実習開講初年度ということもあり、教

員側も手探り状態であったが、本研究により、学外実

習前の受講生の現状と課題が明確になった。受講に至

る個人的な背景があり、実習施設や利用者への誤った

思い込みをしていることが明らかになった。また、ア

ンバランスな理解の在り方が実習先での利用者との関

わりへの不安に繋がっている可能性があることが示唆

された。本研究結果を踏まえて、さらには他大学の実

践例も参考にしながら検討を重ね、公認心理師科目の

授業や実習の事前学習の効果的な在り方を今後も考え

ていく必要がある。
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Abstract

Thepurposeofthisstudywastoqualitativelyclarifystudents'consciousness

andemotionsbeforethepracticaltrainingandtheirunderstandingofwhat

theyhadacquiredinpreviousclassesandpre-studybyconductinginterviews

witheightstudentswhoattendthe"PracticalTraininginPsychology"subject

oftheCertifiedPublicPsychologist.

Asaresultofanalyzingtheverbatim interview contentusingthemodified

groundedtheoryapproach（M-GTA）,4categories,10subcategories,and28

conceptswereobtained.Inaddition,aprocessdiagram wascreatedtoexplain

therelationshipbetweencategories,subcategories,andconcepts.

Itbecameclearthatthestudentswhotookthepsychologicaltraininghadthe

personalbackgroundandhadafalsebeliefagainstthetrainingfacilitiesand

users.Furthermore,itwassuggestedthatabiasedunderstandingofthe

trainingfacilitiesandusersmayberelatedtoanxietyabouthowtointeract

withusers.

Basedontheseresults,weconsideredtheidealwayofclassesandpre-study

beforegoingtopracticaltraining.

Keywords

PracticalTraininginPsychology,students'consciousnessandunderstanding,

modifiedgroundedtheoryapproach



1 研究の背景

1．1 研究の背景・課題

2006年に障害者の権利に関する条約（以下、障害者

権利条約とする）が国連にて採択後、日本では、学校

教育法が改正され（2006年）、特別支援教育の本格的

実施が図られてきた。その後も、障害者基本法の改正

（2011年）、障害者総合支援法の成立（2012年）、障害

者差別解消法の成立および障害者雇用促進法の改正

（2013年）などが進められ、障害者権利条約に批准

（2014年）後の2016年には障害者差別解消法も施行さ

れ（2021年改正）、各機関等によっても法に基づいた

対応が図られている。学校では、「同じ場で共に学ぶ

こと」の追求とともに、特別な教育的ニーズのある幼

児児童生徒の自立と社会参加を見据えて、その時点で

教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、

多様で柔軟な仕組みや小・中学校における連続性のあ

る「多様な学びの場」の必要性から、その整備が図ら

れてきた。しかし、特別支援教育は、主に小・中学校

を中心に捉えられ、幼児期及び小学校への移行期の連

携した支援の必要性は認識されているものの、保育・

幼児教育場面における取り組みや研究はまだ少ない。

一方、国連は、障害者権利条約についての日本の取

り組み状況を審査し、2022年9月に懸念事項や勧告等

を公表した。その内容の一部は次の通りである。「懸

念」として、

・障害者資格・認定制度を含む、法律、規制、実践に

わたる障害の医学モデルの永続化

・障害のある子供たちの分離された特別教育の存続

・医療に基づく評価による障害のある子供たちの通常

教育環境へのアクセスの難しさや、特別支援教育ク

ラスの存在

などを示している。さらに「勧告」として、障害者資

格・認定制度を含む障害に関する医学モデルの要素を

排除するために法律および規則の見直しを求めている。

また、分離された特別な教育をやめる目的で、教育に

関する国家政策、法律、行政上の取り決めの中で、イ

ンクルーシブ教育を受ける権利の認識や十分な予算等

で質の高いインクルーシブ教育に関する国家行動計画

を採択することなどを求めている。その他、障害者の

人権モデルについての認識を高めることや、精神保健

医療を一般医療から分離する制度を解体するために必

要な立法措置および政策措置を採用することなども求
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共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び

－学生の声からインクルーシブ保育・教育を担う保育士・教員養成の課題を考える－

伊藤 佐奈美＊1・本多 祐子＊2

要 旨

日本では、共生社会の実現を目指し、「日本型インクルーシブ教育」が実施されている。本研究では、そ

の中で育ってきた保育士・教員養成課程の学生に必要な学びを、共生社会の実現の視点から明らかにするこ

とを目的にし、特別支援教育ゼミの学生を対象とした調査を行った。調査結果からは、子供時代から身近な

関係で障害のある子供と過ごした体験が、特別支援教育への関心につながっていることや、幼少期から障害

のある子供と障害のない子供が「同じ場で共に学ぶ」必要性を認識していることが示された。また、「日本

型インクルーシブ教育」の肯定と共に、国連が指摘する分離教育の課題や、日本に支配的な「障害」観に対

する課題意識の低さが捉えられた。共生社会の実現に向けて、保育士・教員を目指す学生に必要な学びは、

現行の特別支援教育の専門性や障害の「社会（人権）モデル」に限らない。学生たちが公共倫理に向かうに

は日本の歴史を支配してきた「共生」を阻む価値、「障害」観、「発達」観、「専門性」と人権保障の在り方

などを、自明視している価値と共に考え、議論することにあることを言及した。

キーワード

保育士・教員養成、インクルーシブ保育・教育、分離教育、共生社会、障害観
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めている（UnitedNations，2022）。

この課題に関して、日本では議論が重ねられている

過程にあるが、障害の「社会モデル（人権モデル）」

に立脚している障害者権利条約の考え方からのこの指

摘は、日本の社会・教育構造の支配的価値を揺るがす

ものであり、自明視されてきた「医学モデル（個人モ

デル）」からの脱構築は安易ではない。しかし、今後、

保育・教育領域で追究していくべき課題であり、筆者

らは、保育士・教員養成課程の教育においても、学生

の課題意識を醸成していくことが必要と考え、この課

題に着眼した。

日本の特別支援教育の背景には、障害のある子供の

就学猶予・免除や、障害種と程度によって就学先が決

められていた学校制度の歴史がある（栗田，2015）。

2007年に特殊教育から特別支援教育に名前が変わって

も、障害のある児童生徒は特別な場で特別な処遇を受

けることが望ましいとされ、障害者権利条約の批准後

も、別学体制を解体する動きはないまま、特別支援教

育をおおむね正当化される形での「日本型インクルー

シブ教育」が指向されてきた（堀家，2018）。野口

（2020）は、先行研究から「インクルーシブ教育」が、

各国・地域の実情に応じて方向性も方法も多岐である

現状を踏まえた、日本の条件にかなう日本らしいもの

として構築してきた、特別支援教育を含む教育（連続

した学びの場）を「日本型インクルーシブ教育」とし、

特別支援教育を通常学校で包摂する教育を「フル・イ

ンクルーシブ教育」として、前者の課題や後者の実現

の困難性、その克服に向かうための論を展開している。

文部科学省「共生社会の形成に向けたインクルーシ

ブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報

告）」（2012）で「特別支援教育」とは、「障害のある

幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り

組みを支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人

一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な

指導及び必要な支援を行うもの」とされる。ここでは、

総合的な観点からの就学支援、合理的配慮およびその

基礎となる環境整備、通常学校の通常学級、通常学校

の特別支援学級及び通級、特別支援学校といった多様

な学びの場の準備、特別支援教育充実のための専門性

強化などについて提言されている。すなわち、現行の

特別支援教育は、生活や学習上の困難さを改善又は克

服することを目的にした、教育的ニーズの把握に基づく

指導・支援であり、障害者権利条約が目指す、人権及

び基本的自由の平等な享有や固有の尊厳の尊重の促進

とは目的が異なる。

国連の指摘にある通り、日本の障害関連制度や教育

制度の背景には、障害の「医学モデル」の「障害」観

が支配的であるが、「障害」は、「社会モデル」の他に

も、実存的次元、文化的次元などからも捉えられる。

時間軸や状況によっても、自他・社会の価値の次元や

実存的次元でも変化する、発展する概念である。その

中でWHO（世界保健機関）は、専門家間の共通言語

として「ICF（国際生活機能分類）」を示した。これ

は、「疾病の結果（帰結）」の分類であったICIDH

（国際障害分類）からの改訂版として、健康状況と関

連状況を記述する統一的で標準的な言語と概念的枠組

として、「健康の構成要素」の分類である（障害者福

祉研究会，2002）。特別支援学校教育要領・学習指導

要領解説 自立活動編の「障害の捉え方と自立活動」

の項においてもICFの障害観が挙げられている（文部

科学省，2018）。

保育士・教員を目指す学生が、障害のある子供の支

援に向けて、共通言語としてのICFの考え方を理解し

ておく必要はあるが、障害者権利条約が目指す共生社

会の実現に向けては「日本型インクルーシブ教育」の

課題を認識しておく必要性も高く、その理解には、

「社会モデル」の理解が不可欠となる。したがって、

次節において、「障害」観の視点から、本稿で着眼し

た「日本型インクルーシブ教育」の課題を明らかにし

ておく。

1．2「障害」観と「日本型インクルーシブ教

育」の課題

障害者権利条約は、障害者を治療や保護の「客体」

ではなく人権の「主体」として捉える障害者観に基づ

いており（川島・東，2012）、ICFとは目的も「障害」

観も異なる。しかし、ICFは、条約が目的とする障害

者の平等な社会参加の実現に向けて、多様な視点と中

立性の両者を提供しているともされる。

障害者権利条約での障害者は、専門家の「支援の対

象」「保護される人」等ではなく、障害のある人が、

基本的人権を享有する主体的な存在として、障害のな

い人と同等にあらゆる場面に参加する権利（権利にお

いて「平等」）があるとの考え方が根幹にある。した

がって、「社会モデル」では、「障害のある人のことを

考慮せずに形成され営まれている社会システム全体が

「障害（社会的不利）」を作っている」、「多数派に便利

なように作られた社会に障害（社会的障壁）がある」

と考えられ、社会全体の共同責任が認識される。ここ

で「社会的障壁」とは、「障害がある者にとって日常

生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会に

おける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをい

う（障害者基本法・障害者差別解消法）」。そして「合

理的配慮」は、「社会的障壁」を「除去」する手段と

しての「変更・調整」であり、「支援の対象」である
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少数派を多数派へ適応できるようにするための支援で

はない。

川島（2013）は、英国社会モデルでの「障害：

disability」では社会障壁と障壁を原因に生じた不利

を意味し、米国社会モデルではimpairment（機能障

害）と社会障壁との相互作用で生まれる不利を「障害」

とするが、いずれも生物医学的次元ではなく社会政治

的次元に関する問題が重視されるとしている。そして、

impairmentが社会的構成物であるとの理解を前提に、

当事者の不利：disabilityをいかに削減できるかとの

観点から「障害：impairment」を法的に定義する方

途が探られるべきとしている。

一方、ICFは、「生きること」のプラス面と要素間

の相互作用が重視され、「障害：disability」は生活機

能（心身機能・活動・参加）の否定的側面、すなわち

「機能障害 （構造障害を含む、 以下同じ） ：

impairment」「活動制限：activitylimitations」「参

加制約：participationrestrictions」の包括用語とさ

れる。ICFにおける「障害」は、人と物的・社会的環

境との相互関係の結果生じる多次元の現象で、健康状

況や機能障害の結果であると同程度に環境上の阻害因

子の結果として生じるとの考えに基づき、疾病につい

ては中立的な立場をとり、権利擁護と社会変化への貢

献が図られる。また、個人は単に機能障害、活動制限、

参加制約だけに還元されたり特徴づけられたりしては

ならないことが強調され、人を健康状態や障害を意味

する用語で呼ぶことを避け、中立的な言葉が一貫して

用いられる（例：「知的障害者」→「学習活動制限の

ある人」）（障害者福祉研究会，2002）。

日本では、2011年の障害者基本法の改正において、

ICFの障害観や障害者権利条約の考え方が考慮された

障害者の定義に改訂された。発達障害者支援法改正

（2016年）時には「発達障害者」の定義に「社会的障

壁」が追加され、障害者差別解消法施行（2016年）等、

「社会モデル」の普及が徐々に図られた。しかし、諸

制度活用の根拠の多くに診断書が活用され、疾患や機

能障害の種類や程度でサービスが決められたり、発達

障害者支援において認知機能評価が重視されたりする

現状などから、日本では、依然「障害」は「医学モデ

ル」が支配的と思われる。佐藤（2023）は、障害の社

会モデルというタームは、福祉行政の担当者や障害を

もつ当事者、支援機関の関係者など、障害者に関わる

人々の中の、そのまたごく限られた範囲において、

（時に曲解や誤解を含みながら、曖昧かつ恣意的に）

理解されただけのように思われるとしている。合理的

配慮の法制化以降、専門家による機能障害のアセスメ

ントを経て必要な配慮が決定される組織的取り組みが、

医学モデルへ逆行させていることも課題視されている

（星加，2018）。

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（報告）」では、

就学先決定に当たって踏まえるべき点として、「障害

の状態、本人の教育的ニーズ」が置かれている。これ

に関して堀（2018）は、「教育学、医学、心理学等専

門的見地からの意見」が列挙されている点から、能力

主義と専門家主導の医学モデルが強化されたもので、

現行のシステムは、「可能な限り普通学級での教育を

保障する」という共生原理が欠落していること、障害

と「特別な教育的ニーズ」を基準に階層化された分離

教育システムであるとしている。国連は、日本のこう

した現状を課題視し、人権の次元から「障害」を捉え

直すことを求めているのである。

野口（2020）によると、ICFでは、Sen,Amartya

の潜在能力（ケイパビリティ：人がなし得る可能性、

ありえる状態の機会の可能性）の開発を重視する思想

（Sen，1992）に基づかれている。さらに、野口は、

ICFやSenとNussbaumの理論を整理し、ICFは、障

害者のエンパワーメント、自主性、ケイパビリティ・

アプローチのエイジェンシー（主体性）のような要素

の含意は薄いこと、フル・インクルーシブ教育が実現

されている環境では普遍的な可能性を含意するものの、

分離という社会的障壁や抑圧に的確に応答していない

ことを指摘している。説明の詳細は割愛するが、野口

は、特別支援教育に支配的な「発達保障論」が目的化

され、新たな序列を生み、幸福の実現を保障する視点

に欠けていることを指摘する。そして、「ケイパビリ

ティ・アプローチ」は、個人モデルと社会モデルの二

項対立的側面を克服できる、教育的側面から支援の必

要な子供への機能と全般的なケイパビリティの達成と

の視点から具体的な支援や配慮につながる結果指向の

理論であるとして、フル・インクルーシブ教育の文脈

から捉えると優位性があると述べている。

このように、「日本型インクルーシブ教育」の課題

に向き合うには、「社会モデル」の理解のみでも十分

とは言い難く、「日本型インクルーシブ教育」に至る

歴史や、それを支配してきた社会の価値の次元での問

い直しが求められる。

2 研究の方法と目的

2．1 研究の目的

日本の社会、特別支援教育の歴史の背後には、優生

思想に基づく能力観・発達観があることは否めないが、

それが自明視される中で子供時代を送ってきた学生た

ちが、これに気づく機会は得難いことや、多様な個性

をもつ者が同じ場で共に学び合うという体験に乏しい

ことが想定される。しかし、未来の共生社会を共創す

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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る子供たちを保育・教育する立場にある学生こそが、

国連の指摘の真意を理解し、分離教育の環境で学ぶ意

味を振り返り、未来の共生社会の形成者を育成するた

めの新たな価値創造をなし得る可能性を秘めていると

考えられるのではないだろうか。

こうした可能性に着眼した筆者らは、分離教育の歴

史を残した「日本型インクルーシブ教育」時代に学び

育ってきた保育・教育を学ぶ学生にとっての、共生社

会に向けた価値転換に向けての学びの必要性や課題を、

学生たちと共に考究していきたいと考えた。本研究で

は、その端緒として、学生たちの率直な考えや発想を

捉えると共に、それらの声の意味や可能性の考察を図

るものである。研究を進めるに当たり、調査項目の理

解ができ、また特別支援教育の現状や今後の課題につ

いての考えをもつことができると考え、特別支援教育

ゼミに所属する学生に調査協力を得ることにした。

本研究では、未来社会を共創する子供たちを保育・

教育する立場にある、「日本型インクルーシブ教育」

の環境で育ってきた学生に必要な学びの追究に向けて、

学生が共生社会の実現の視点から捉える課題を明らか

にすることを目的とする。

2．2 研究方法

特別支援教育に関心の高い、「日本型インクルーシ

ブ教育」の環境で育ってきた学生の意識を捉えるため、

選択式および自由記述による質問紙調査を実施した。

倫理的配慮として、調査実施前に、研究の趣旨説明

を行い、調査の回答を分析する際には個人が特定され

ないデータとして扱うこと、公表時には個人が特定さ

れる表現はしないこと、回答は成績評価に関係しない

ことを説明し、承諾が得られた者のみに回答を依頼し

た。

〇調査対象者：特別支援教育ゼミを受講する学生のう

ち、協力が得られた学部3年生、または4年生の学生

31名

〇調査時期：2023年5月

〇調査内容：資料1に示す質問項目に沿って、以下の

内容についての回答を依頼した。

・特別支援教育に関心をもったきっかけ・関心につな

がった子供時代の出来事

・分離教育で学ぶ環境を変える必要性の認識の程度お

よびその理由

・幼少期からの交流保育や交流教育の必要性の認識の

程度およびその理由

・幼少期から同じ場で学ぶ必要性の認識の程度および、

その理由

・同じ場で学ぶことや交流保育・教育を進める上で困

難と考える事柄

・保育士や教員を目指す学生が、学んだり考えたりす

る必要があると考える内容

・一般の学生が学ぶ必要性・関心についての捉え方

〇分析方法：質問文の内容に対し、その必要性を感じ

る程度を5段階で尋ねた項目および複数回答可とし

た選択肢に回答を求めた項目の結果は、段階毎に回

答した人数を単純集計し、割合を求めた。自由記述

を求めた項目については、データの類似性からカテ

ゴリー化した。その分類方法や命名については、研

究者間で協議して導き出した。本文の中で、自由記

述内容をカテゴリー化したカテゴリー名は【 】、

回答例は〈 〉で表記している。

3 調査結果

3．1 特別支援教育に関心をもったきっかけ・

関心につながった子供時代の出来事

自由記述式の回答をカテゴリー化した結果、【障害

のある家族・親戚の存在】【子供時代の障害のある友

人の存在】【障害のある人に関わる家族からの関

心】【入学前の交流教育やボランティアの体験からの

関心】【特別支援教育に関する学びの必要性の認識や

関心】【大学入学後の学外活動で障害のある児童と関

わった体験からの関心】【その他】のカテゴリーが得

られた。【その他】には、〈大学の授業を受けて〉〈大

学に入ってから、なんとなく〉〈新聞記事〉といった

回答があった。

なお、約半数の回答が、【障害のある家族・親戚の

存在】または【子供時代の、障害のある友人の存在】

に分類された。これらの回答例には、身近な障害のあ

る他者の〈楽しんでいる様子や笑顔が見られると、自

分のことのように嬉しく感じられ、障害のある子の笑

顔を増やしたいと思った〉〈支援をしたいと思った。

まわりに知識をもっている人が少ないので役に立ちた

い〉〈うまくコミュニケーションがとれなかったこと

から「なぜだろう、どうすれば良いのだろう」と思う

ようになった〉〈彼らが何を望んでいるのかに興味を

もった〉〈学校での生活のしづらさ・家族の苦労に接

して、誰もが学びやすい環境にできたらと関心をもつ

ようになった〉〈学校で適切な指導が受けられなかっ

たことと、それにより家庭環境が困難だったこと〉

〈一緒に生活をしていく中で関心をもった〉などがあっ

た。

【入学前の交流教育やボランティア体験からの関

心】の回答例には、〈支援が必要な人が多い事実を知

り、自分にできること・関われることは何かを考える

ようになった〉、【特別支援教育に関する学びの必要性

の認識や関心】の回答例には、〈通常学級に在籍する

児童の支援ができるようになるため〉〈通常学級での

中部大学教育研究 No.23（2023）

―42―



発達障害等の支援について学びたいと考えた〉、【大学

入学後の学外活動で障害のある児童と関わった体験か

らの関心】には、〈接し方や障害について興味をもっ

た〉などがあった。

3．2 分離教育で学ぶ環境を変える必要性の認

識

障害のある子供が通級指導教室・特別支援学級・特

別支援学校で学んでいる環境を変える必要性を感じる

程度について、「高い」を5、「低い」を1とした5段階

で回答を求めた結果は、「5」は9.7％、「4」が41.9％、

「3」が29.0％、「2」が9.7％、「1」が9.7％であった

（図１）。

また、必要性を感じる程度を選択した理由の自由記

述内容をカテゴリー化した結果は次の通りである。な

お、カテゴリー化は、選択した程度ごとに行ったので

はなく、記述内容に基づいて行ったため、選択した段

階が異なる類似回答が、同じカテゴリーに分類されて

いる場合がある（3.2、3.3においても同じ）。

必要性の程度が「5」または「4」である理由が、

【その子に適した支援の必要性】【誰もが同じ場で学

ぶ必要性、垣根をなくす必要性】【交流の必要性・交

流機会を増やす必要性】に分類された。必要性の程度

を「4」～「1」と選択した理由が【個々の状況や自分

の意思で学ぶ環境を選択できる現状】【人員確保や専

門性の必要性】【現時点で、ある程度整っている】【そ

の子に合う、その子の能力を高める教育の必要性】に

分類された。

【交流の必要性・交流機会を増やす必要性】の回答

には、〈多様な考え方が身につく〉〈圧倒的に交流がす

くないから増やすべき〉、【その子に合う、その子の能

力を高める教育の必要性】の回答には、〈差別という

ような言い方がされるが、区別であって、その子に合っ

た教育をした方がいい〉〈分けることに批判する声も

あるが、分けることで障害者の能力を向上する授業が

できると思う〉などがあった。

3．3 幼少期からの交流保育や交流教育の必要

性の認識

障害のある子供が、幼少期から交流保育や交流教育

などで障害のない子供と関わる機会が必要と感じる程

度について、「高い」を5、「低い」を1とした5段階で

回答を求めた結果は、「5」は61.3％、「4」が29％、「3」

が9.7％、「2」「1」は0％であった（図２）。

また、必要性を感じる程度の理由の自由記述回答を

カテゴリー化した結果は次の通りである。必要性の程

度を「5」とした回答の理由が【障害としてではなく

人としての共生社会に向けた必要性】【障害のある人

とない人の共生社会に向けた必要性】【多様性の理

解】【障害のある子供とない子供の相互理解、学び合

い、協力して当たり前という考え方に向けた必要性】

【障害や得意な能力の理解、支援へのつながりとして

の意義】、「4」または「5」とした回答の理由が【幼少

期からの関わりによる、障害のある人への偏見の軽減

に向けた必要性】【交流教育による互いの学びの意義】

【障害のある子供・ない子供の社会経験の意義】、「3」

または「4」とした回答の理由が【障害の程度や段階、

違いの提示に配慮しつつ、交流から得るものの理解か

らの必要性】に分類された。

【障害や得意な能力の理解、支援へのつながりとし

ての意義】に分類された項目には、〈自分の障害につ

いて理解してもらう。特異な能力に気づける〉、【障害

のある子供・ない子供の社会経験の意義】には、〈社

会に出たら関わらなければいけないため〉〈障害のあ

る子の社会経験、障害のない子にもいい経験になると

思う〉、【障害の程度や段階、違いの提示に配慮しつつ、

交流から得るものの理解からの必要性】には、〈障害

の程度によると思うが、接し、関わり合う中で共に知

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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図１ 分離教育の環境を変える必要性の認識の程度

図２ 幼少期からの交流保育・交流教育の必要性を感じる程度



り合うことができると思うので必要かと感じる〉〈他

の子との違いを提示する必要はない〉などがあった。

3．4 幼少期から同じ場で学ぶ必要性の認識

障害のある子供と障害のない子供が、同じ保育所・

幼稚園、学校などで学ぶことが必要と感じる程度につ

いて、「高い」を5、「低い」を1とした5段階で回答を

求めた結果は、「5」は38.7％、「4」が38.7％「3」が

22.6％、「2」「1」は0％であった（図３）。

また、必要性を感じる程度の理由の自由記述回答を

カテゴリー化した結果は次の通りである。必要性の程

度を「4」または「5」と回答した理由が【将来の共生

社会に向けた経験としての必要性】【障害のある子供・

ない子供の相互のコミュニケーションを学ぶ経験とし

ての必要性】【インクルーシブな環境で共に楽しんだ

り助け合ったりする経験としての必要性】【障害のあ

る子供・ない子供の互いのことを知ることの意義から

の必要性】【多様性の理解】【共生に向けた理解と、大

人の負担】、「3」～「5」とした回答の理由が【幼少期

から関わることによる偏見の解消に向けた必要性】、

「3」または「4」と回答した理由が【交流の必要性と、

生きづらさ・学びにくさへの配慮の必要性】、「3」と

回答した理由が【それぞれの子供に合った教育の必要

性】に分類された。

【将来の共生社会に向けた経験としての必要性】に

は、〈同じ社会を生きているから〉〈小さい頃から共に

過ごし、共生社会が当たり前になることが大切〉〈社

会において関わるための準備として〉、【障害のある子

供・ない子供の相互のコミュニケーションを学ぶ経験

としての必要性】には、〈お互いに多様性について学

ぶことができ、将来、人とのコミュニケーション能力

に大きく影響する〉〈互いにメリットがあると思う。

接し方などを学べるため〉、【交流の必要性と、生きづ

らさ・学びにくさへの配慮の必要性】には、〈生きづ

らさ、学びにくさを感じるのであれば、必ずしも一緒

の場で学ぶ必要はないと思う〉〈障害のある子にとっ

て学びやすい環境であればとよいと思う。必要に応じ

て〉などがあった。

3．5 同じ場で学ぶことや交流保育・教育を進

める上で困難と考える事柄

障害のある子供とない子供が、同じ場で学ぶことや

交流保育・教育を進める上で困難と考える事柄につい

て、複数回答可の選択肢式回答を求めた結果は、図４

の通りである。なお、選択した項目のうち、「最も困

難と思う事柄」としての回答については、色を分けて

示した。なお、「その他」の回答には「管理」との記

述があった。最も多い回答が「先生方の負担」で15件、

次に多い回答が「周りの子供の理解」および「周りの

子の保護者の理解」で、それぞれ13件であった。

3．6 保育士や教員を目指す学生が、学んだり

考えたりする必要があると考える内容

共生社会の実現に向けて、保育士や教員を目指す学

生（特別支援教育を専攻していない学生を含む）が、

学んだり考えたりする必要があると考える内容につい

て、複数回答可の選択肢式回答を求めた結果は、図５

の通りである。最も多い回答が「障害のある子供との

コミュニケーション方法」で20件、次に多い回答が

「心身障害に関する専門知識」で19件であった。続い

て「特別なニーズ教育・保育に関する専門知識」およ

び「障害のある子供の生活支援の方法」がそれぞれ18

件と多く、その次に「障害にとらわれない、その子の
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図３ 障害のある子供とない子供が同じ保育所・幼

稚園・学校で学ぶ必要性を感じる程度

図４ 同じ場で学ぶことや交流保育・交流教育を進

める上で困難と考える事柄



理解や支援方法」が15件と約半数の学生が選択してい

た。

3．7 一般の学生が学ぶ必要性・関心について

の捉え方

保育士や教員を目指す学生が学んだり考えたりする

必要があると考える内容に関して、特別支援教育を専

攻していない一般の学生が学ぶことについての考えに

近いと思うものを複数回答可の選択肢式で求めた結果

は、図６の通りである。最も多い回答が「一般の学生

も学ぶ必要があると考える」で24件あった。次に多い

回答が「関心の高い学生も、まあまあいると思う」で

8件、続いて「一般の学生は、専門知識を学ぶことに

難しさを感じると思う」が7件、「関心の低い学生が多

いと思う」「一般の学生が学ぶ機会を積極的に作ると

良いと思う」がそれぞれ6件という結果であった。

なお、この回答の理由や補足がある場合に求めた自

由記述内容は、次の通りである。

・「一般の学生も学ぶ必要があると考える」の理由と

して〈通常の学級でも、発達障害の子たちがいるの

で、みんな学ぶ必要がある〉〈特別支援教育に関す

る知識を備えておくことは、教員になる上で大切〉。

・「一般の学生は、専門知識を学ぶことに難しさを感

じると思う」「関心が低くても、学ばないといけな

いと思っている学生は、まあまあいると思う」の補

足として〈実践する機会が少ないと学んだことを忘

れる、意味を見出すことが難しいと考えると思う〉。

・「関心の低い学生が多いと思う」の補足として〈大

学で学ばなくても、障害のある子が生きていきやす

い社会をつくれる人間を小さいころから育成するべ

き〉。

4 考察

4．1 調査結果の傾向

4．1．1 特別支援教育への関心の契機

今回、特別支援教育ゼミ所属の学生に協力を得たの

は、特別支援教育への関心が高いと想定したからであ

るが、その関心につながった契機や子供時代の出来事

には、【障害のある家族・親戚の存在】【子供時代の障

害のある友人の存在】のいずれかの回答が約半数に見

られた。すなわち、障害のある他者と身近な関係で共

に過ごした体験が、関心の高さにつながることが分か

る。回答からは、障害のある他者の「笑顔を増やした

い」「役に立ちたい」といった思いや、「コミュニケー

ションをうまく取りたい」「何を望んでいるか知りた

い」といった、障害のある他者への関心につながって

いる。また、学校で障害のある子供が過ごすことの困

難や家族の苦労を身近で体験したことが、関心の高さ

につながっていることも分かった。家族・親戚・友人

などとしての身近な関係で共に過ごした体験が、特別

支援教育への関心の高さにつながったことから、障害

のある子供と「身近な関係で共に過ごす」体験が関心

の高さにつながることが示唆される。

また、大学入学前の交流教育やボランティア、入学

後の学外活動で障害のある子供と関わった体験から関

心とした回答も多い。他に、〈大学の授業を受けて〉

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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図５ 保育士や教員を目指す全ての学生が学んだり

考えたりする必要があると考える内容

図６ 保育士や教員を目指す全ての学生が学んだり

考えたりする必要があると考える内容



〈大学に入ってから、なんとなく〉などの回答もあり、

上述のように身近な関係性で障害のある子供と過ごし

た体験でなくとも、障害のある子供と関わる体験や授

業等を通して関心が喚起されることも分かる。回答者

の関心に影響した体験の具体的内容や、体験の意味づ

けに影響した背景は不明確であるが、こうした体験が

関心につながる学生が一定数いることは明らかである。

4．1．2 幼少期からの交流保育・教育と同じ場

で学ぶことの意味と課題

図１、図２、図３の通り、「分離教育の環境を変え

る必要性」、幼少期からの障害のある子供と障害のな

い子供の「交流保育・教育の必要性」、「同じ場で学ぶ

ことの必要性」は、いずれにおいても、半数以上の学

生がその程度を「5」もしくは「4」と回答していた。

このうち、「同じ場で学ぶことの必要性」の高さを「5」

とした回答38.7％と「4」とした回答38.7％を合わせ

ると、8割近い学生が、その必要性を認識しているこ

とがわかる。その理由は、障害のある子供と障害のな

い子供の互いの理解、互いの学び、垣根をなくす必要

性、幼少期からインクルーシブな環境で学ぶことによ

る偏見の解消、多様性の理解といったことに多い。

これらの回答例には、「“障害のある子”と“障害の

ない子”が互いに」という表現と、「同じ社会を生き

ている」「共生社会」「多様性」とした表現の両者があ

ることも興味深い。すなわち、「障害のある子」と

「障害のない子」を区別した上で交流することが前提

とされた回答と、これらを区別しない表現をしようと

した回答の両者があることから、分離が当然視された

教育を受けてきた学生たちが、その前提を問うような

質問に対し、分離教育の課題を問い直すような表現を

したとも捉えられる。一方で、区別した上で交流する

ことを前提とする回答からは、「互い」の理解や接し

方、将来関わり合うことに向けた経験の必要性として、

その意義を回答していると捉えられる。そして、「同

じ社会を生きている」ゆえに、幼少期から同じ場で学

ぶ必要性を感じているとする回答からは、そもそもが

多様な個々が共生する社会ゆえに、インクルーシブな

保育・教育環境を用意する必要性を考えていることが

推察できる。

一方で、【個々の状況や自分の意思で学ぶ環境を選

択できる現状】【現時点で、ある程度整っている】な

どにある通り、多様な学びの場がある現状を肯定的に

捉えている回答も見られた。その理由は、〈差別とい

うような言い方がされるが、区別であって、その子に

合った教育をした方がいい〉〈分けることに批判する

声もあるが、分けることで障害者の能力を向上する授

業ができると思う〉〈他の子との違いをつきつける必

要はない〉〈生きづらさ、学びにくさを感じるのであ

れば、必ずしも一緒の場で学ぶ必要はないと思う〉と

いったもので、「分ける」場があることのメリットに

言及した回答であると捉えられる。すなわち、「分け

る」ことによってその子供に合った教育ができること

や、同じ場で学ぶことの強要は望ましくなく、自分の

意思で選択できる環境を肯定的に捉えていることが窺

える。

図４からは、障害のある子供と障害のない子供が同

じ場で学ぶことや交流保育・教育を進める上で、学生

が困難と捉える事柄が分かる。障害のある子供本人や

保護者、地域社会の理解よりも、「周りの子供の理解」

「周りの子の保護者の理解」「先生方の負担」「幼稚園・

保育所、学校の指導体制」などを困難と捉える傾向に

あり、最も困難と捉える事柄としては、「幼稚園・保

育所、学校の指導体制」や「周りの子供の理解」「周

りの子の保護者の理解」「地域社会の理解」とする回

答がみられた。学生たちは、同じ場で学ぶことや交流

保育・教育の必要性の認識と共に、その困難さを、指

導体制や障害のある子供の「周り」の子供・保護者の

理解の困難さに感じていた。こうした回答の傾向から、

この「困難さ」を解消していくには、保育・教育現場

の認識の変化と共に、時間をかけて、保育士・教員を

目指す全ての学生に、学生時代から関心を高められる

ような教育が求められることが分かる。

4．1．3 保育士・教員を目指す全ての学生が学

ぶ必要があると考える内容と、学生の

関心についての捉え方

図５からは、保育士・教員を目指す全ての学生が学

ぶ必要があると考える内容についての傾向が捉えられ

る。心身障害、特別なニーズ保育・教育に関する知識

や、障害のある子供とのコミュニケーションや生活支

援の方法についてなどの回答が多く、約半数の学生が

「障害にとらわれない、その子の理解や支援方法」に

回答している。一方で、「自分の中にあるバリア」や、

「日本の障害児者を取り巻く歴史や社会の動向」「優生

思想」「分離教育による影響」「医学モデルに限らない

『障害』の捉え方」などについての回答は少ない。

図６において「一般の学生も学ぶ必要があると考え

る」回答の明らかな多さと、図５の回答数の多い内容

の傾向からは、自らが学んでいる特別支援教育に関す

る学びや、障害のある子の具体的な支援につながるこ

とを、多くの学生に学んでほしいと捉えていることが

分かる。一方で、回答数の少ない内容からは、分離教

育による機会の少なさの影響や、その背後にある優生

思想、医学モデルに支配された「障害」観に伴う課題

への関心の低さが推察できる。これらは、分離教育の
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環境で、恐らく問うことすらなかった、自明視された

価値観や障害観からの回答であると思われる。また

「自分の中にあるバリア」の回答の少なさからは、こ

れを考えた機会の少なさや、学生にさほど「バリア」

はないと感じている可能性などが推察できる。

図６からは、特別支援教育を専攻していない学生全

般に対して、その関心は、「高い学生も、まあまあい

ると思う」と捉える回答が8件、「低い学生が多いと思

う」と捉える回答が6件あった。また、一般の学生は、

「あまり学ぶ必要がないと考える」「学ぶ必要性をあま

り感じないと思う」の回答は1件もなく、「専門知識を

学ぶことに難しさを感じると思う」に7件、「学ぶ機会

を積極的に作ると良いと思う」に6件の回答があった。

これらの傾向から、保育士・教員を目指す学生に対し、

特別支援教育に関する学びの必要性は認識されている

ものの、その関心には差があり、専門知識への難しさ

を感じる傾向がある可能性を、学生らの回答から推察

することができる。

4．2 総合考察

調査結果からは、障害のある子供との交流保育・交

流教育やボランティア活動等の体験以上に、家族・親

戚・友人などとしての「身近な関係で共に過ごす」体

験が特別支援教育への関心の高さにつながることや、

前述の学生が幼少期から同じ場で学ぶ必要性を認識し

ていることが示された。このことは「幼少期から同じ

場で共に学ぶ」体験がこうした関心や認識につながり

得ることを示唆していると思われる。そして、その理

由を、障害のある子供と障害のない子供の垣根をなく

すこと、互いの理解、偏見の解消などとしている通り、

回答学生ら自身は垣根の低い環境で育ちつつ、周囲の

人たちと障害のある子供との垣根の高さや無理解、偏

見などを感じ、「幼少期から同じ場で共に学ぶ」こと

がその解消につながり得ると考えていることが分かる。

それゆえに「分離教育の環境を変える必要性」の認識

と同時に、周囲の無理解や先生方の負担から「困難さ」

も感じているものと思われる。

また、特別支援教育を専攻する学生が、特別支援教

育を専攻しない学生に対し、特別支援教育に関する学

びを得る必要性と共に、その「難しさを感じる学生が

多いと思う」と回答する傾向が捉えられた。回答から

は、特別支援教育の専門性は、心身障害や特別なニー

ズ保育・教育に関する知識および障害のある子供との

コミュニケーションや生活支援の方法として認識して

いる傾向にあることが分かる。また、その学びの難し

さを、特別支援教育を専攻しない学生が感じるであろ

うと捉えていることも分かった。したがって、こうし

たことを全ての学生の学びにつなげていくには、その

「難しさ」を感じる壁を低くするような動機づけが必

要となることが示唆される。

一方で、「インクルーシブ」教育としては、回答に

もあったように、そもそも多様な子供が同じ場で学ぶ

ことを目指す必要がある。「障害のある子供」と「障

害のない子供」の区別の前提にある「障害」観は、

「医学モデル」にあると考えられるが、互いの壁は、

他者との差異の認識や否定的な眼差し、社会的障壁、

機会不平等などにある。こうした「障害」の性質を捉

えると、学生たちが学ぶ必要のある内容としての調査

の回答には少なかったが、「日本の障害児者を取り巻

く歴史や社会」「優生思想」「分離教育による影響」

「医学モデルに限らない『障害』の捉え方」なども重

要と考えられる。また、約半数の学生が「障害にとら

われない、その子の理解や支援方法」と回答した通り、

どのような子供も「その子」として理解・支援・教育

する視点が、インクルーシブ教育の根幹におかれる必

要があると言えないだろうか。

とはいえ、学生たちの回答からは、「障害のある子

供」と「障害のない子供」が、共生社会に向けて、互

いの助け合いの体験や接し方を学ぶ体験を通した学び

の必要性、「同じ場で学ぶ」ことを絶対視せずとも、

交流保育・教育の機会を増やす必要性を認識している

ことが捉えられた。また、これを進める上での限界を、

指導体制や障害のある子供の「周り」の子・保護者の

理解の困難さなどに感じていた。この「困難さ」に向

き合っていくには、日本の教育の背後にある価値の次

元を問い直す視点も必要となるだろう。

調査結果からは、分離教育の歴史を残した「日本型

インクルーシブ教育」の環境で学んできた現在の特別

支援教育ゼミの学生たちが、未来の共生社会の形成者

を育成するための新たな価値創造をなし得る可能性を

秘めていると思われた。すなわち、分離教育の影響に

よって、その支配的価値への気づきの浅さと共に、真

のインクルーシブ教育に向かうための「同じ場で学ぶ」

ことへの課題と可能性を捉えつつあること、周囲の学

生の認識の高さや関心には多様さがあると感じている

ことなどが捉えられた。その前提には、国連も指摘す

る「医学モデル」支配の「障害」観が根強いことも推

察できる。調査において、保育士・教員を目指す全て

の学生が学ぶ必要があると認識する内容として、「日

本の障害児者を取り巻く歴史や社会」「優生思想」「分

離教育による影響」「医学モデルに限らない『障害』

の捉え方」などについての回答が少ないことからも推

察される。こうしたことこそが、「日本型インクルー

シブ教育」が「インクルーシブ教育」に向かう上で、

必要な学びの内容であると思われる。国連からの指摘

も、日本の歴史に支配的であった、「障害」観の捉え
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直しが求められていると考えられる。

野崎（2015）は、日本の障害児教育には、発達を保

障するための適切な環境を権利として要求する「発達

保障論」と、障害児と健常児がともに生活し育ち合い、

学び合おうとする「共生教育」の2つの思想があると

している。そして野崎は、生は「根源的に他者とは異

なる存在」として、「発達」観の転換に基づく教育の

意義に言及している。それは、子供の身体的・知的・

精神的な機能を望ましい方向へ導こうとする従来の発

達観から、「自分と異なる存在と出会い、あるいは出

会い損ねながら、世界を感受していくそのプロセス」

を支えていく、この社会における「人と人とのつなが

り方を軸とする発達」観へ転換し、「自分とは異なる

存在との出会いに対する責任」に基づく「主体」形成

の教育である。

野口（2020）は、日本におけるフル・インクルーシ

ブ教育の実現困難性を先行研究から整理し、その克服

に向けた提言をしている。それは、「発達保障論」と

医学モデルを根拠にした分離教育の存在の支配的認識

である、障害を医学的・心理学的な克服の対象として

捉える理論に対抗する概念の必要性からの、大阪市立

大空小学校の実践の分析に基づくものである。紙幅の

制約上、説明は割愛するが、それは、「エイジェンシー」

機能の生起による通常学校改革を通した「ケイパビリ

ティ」の達成といったことにある。そして、日本型イ

ンクルーシブ教育の早急で大幅な制度転換の実現は非

現実的である中で、大空小学校の実践を、フル・イン

クルーシブ教育に至るまでの学び合いの場として捉え

る提言をしている。

また、分離教育の歴史の背後には優生思想があるこ

とは否めないが、田中（2017）は、優生思想のみを批

判すればそれでよいというものではなく、なぜ、弱い

立場の人が実質的に排除され、強い立場の人が利益を

得るのか、両者の立場の人は、能力の優劣とは無関係

に支え合えないのか、その理由を考えるべきとしてい

る。そして田中は、弱い者の排除か、みんなの協働か、

有能の独善か全員の連帯か－といった二項対立ではな

く、公共倫理に向かう必要性を述べている。

「日本型インクルーシブ教育」と「フル・インクルー

シブ教育」の狭間の課題を考えるには、日本の歴史に

流れてきた「発達保障論」と「共生教育」、「優生思想」

が孕む課題などから公共倫理に向かおうとする視点で

の、「考え、議論する道徳」が求められる。保育士・

教員を目指す全ての学生においても、こうしたことを

考えたり議論したりする機会を積極的に設けていく必

要があると思われる。

また、調査結果からは、特別支援教育を自分たちと

同様には学んでいない学生の関心には差があり、専門

知識に対する難しさを感じる可能性が示唆された。回

答学生が「専門性」と捉える内容は、心身の障害や特

別なニーズ教育、障害のある子供とのコミュニケーショ

ンや生活支援などにあったが、その「専門性」は狭義

であるため、人権という視野で「専門性」を俯瞰的に

捉え直すことが求められると思われる。野崎（2011）

は、障害をもつ人が「医療、福祉、看護、そして特別

な教育が必要な人」として、専門家らの支援の対象と

される中で、その人たちは限られた条件の中で生活せ

ざるを得ず、社会から差別的な視線を受ける現実、

「援助」の名のもとに人権侵害が正当化される可能性、

また「障害者すなわち障害者福祉の対象」という枠組

みからの脱却を目指し、文化としての障害、障害者と

して生きる価値に着目する障害学の視座を述べている。

「日本型インクルーシブ教育」に対し、回答学生は、

現行の仕組みの中での交流保育・教育の意義を高く認

識し、多様な学びの場の選択肢があることにも肯定的

であり、現段階でその肯定面を安易になくすことは難

しい。一方で、回答学生が、全ての学生が学ぶ必要性

として回答した数の少なかった内容こそが、国連からの

指摘内容に日本が応えていく必要のある課題と考えら

れ、現状の「特別なニーズ教育」の問い直しも求められ

る。1994年サラマンカ声明の「万人のための教育」に基

づく「特別なニーズ教育（SpecialNeedsEducation：

SNE）」は、障害者だけでなくすべての人達へのもの

として宣言され、21世紀の日本の障害児教育にも影響

を与えたが、ここでの「特別な教育的ニーズ」の概念

は、支援を必要とする、困難さをもつ、すべての子供

たちを対象とした教育のことで、日本の特別支援教育

のような障害児に限定的な解釈ではない。

2005年ユネスコは、グローバル化の中で多様な子供

たちが参加していくための「特別なニーズ教育」は、

社会的に排除されている人々の自己選択、自己決定と

いった権利を保障すること、「メインストリーミング

（米国に登場し英国にも取り入られた、障害のある子

供たちが「より制限のない環境」によって適切な範囲

で、一般教育の子供たちと一緒に学ぶことを前提に、

障害のある子供たちを一般教育に統合する考え方）」

の考え方を見直し、統合からインクルージョンに変え

ていくこと、合理的配慮の解釈にある包摂しようとす

る社会の義務を、社会的公正の考え方のもと理解して

いく必要があることを示している。この見直しが求め

られている「メインストリーミング」の考え方は、障

害の重い子供たちにとっては利用できないとの批判や、

子供たちの自主性や自立を支えられていないという課

題が指摘されている（荒巻，2019）。

共生社会の実現に向けて、保育士・教員を目指す学

生に必要な学びは、現行の特別支援教育の専門性や、
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障害者権利条約に含意される障害の「社会モデル」と

共に、日本の歴史を支配してきた「共生」を阻む価値、

「障害」観、「発達」観、「専門性」と人権保障の在り

方などを、考え、議論することにあると考える。調査

結果から、保育士・教員を目指す全ての学生が、特別

支援教育に関する学びの必要性を認識していることが

推察される中で、こうした課題を、自明視している価

値と共に考えたり議論したりしながら、公共倫理に向

かおうとする学生たちを育てることこそが、未来の共

生社会の実現につながり得ると考える。

5 まとめと課題

本研究は、未来社会を共創する子供たちを保育・教

育する立場にある、「日本型インクルーシブ教育」の

環境で育ってきた大学生に必要な学びを追究するため

に、学生が共生社会の実現の視点から捉える課題や可

能性を明らかにすることを目的とした。特別支援教育

ゼミの学生に行った調査結果からは、子供時代から身

近な関係で障害のある子供と過ごした体験が、特別支

援教育への関心につながっていることや、幼少期から

障害のある子供と障害のない子供が「同じ場で共に学

ぶ」必要性の認識の高さと共に、国連が指摘する分離

教育の課題や、日本に支配的な「障害」観に対する課

題意識の低さが捉えられた。すなわち、分離教育の歴

史を残した「日本型インクルーシブ教育」における、

多様な学びの場があることの肯定面や、交流保育・教

育の意義の認識と共に、国連が指摘する分離教育の課

題の背景や、日本に支配的な医学モデルの「障害」観

への課題意識の低さが捉えられた。また、調査結果か

らは、回答者は、全ての学生が特別支援教育の知識を

学ぶ必要性を認識しており、全ての学生にもその認識

があることも推察された。以上を通して、共生社会の

実現に向けて、保育士・教員を目指す学生に必要な学

びは、現行の特別支援教育の専門性や、障害の「社会

モデル」と共に、日本の歴史を支配してきた「共生」

を阻む価値、「障害」観、「発達」観、「専門性」と人

権保障の在り方などを、考え、議論することにあると

考える。こうした課題を、自明視している価値と共に

考えたり議論したりしながら、公共倫理に向かおうと

する学生たちを育てることこそが、未来の共生社会の

実現につながり得る。

本稿は、限られた学生の調査結果の単純集計と文献

に基づいた考察に過ぎず、一般化するには、さらに研

究が必要である。また、特別支援教育専攻ではない学

生の意見と比較することもできていない。今後は、よ

り障害に関する日本の課題や取り組みの動向を掴みつ

つ、本稿をより精緻化したり、本稿で述べた内容の実

践を通して、価値の次元での問い直しを重ねたり実証

したりしていくことが課題である。
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Abstract

InJapan,“Japanese-styleinclusiveeducation”isimplementedwiththeaimof

realizingainclusivesociety.Inthisstudy,weconductedasurveyofstudentsin

thespecialneedseducationseminarwiththeaim ofclarifyingthelearning

requiredforstudentsinthenurseryteacherandteachertrainingprogramswho

havegrownupinsuchanenvironment,from theperspectiveofrealizingan

inclusivesociety.Thesurveyresultsshowedthefact,theexperiencesomeone

spendingfamiliartimewiththe“disability”childrenfrom childhood,ledto

interestinspecialneedseducation,theawarenessoftheneedforchildrenwithor

withoutdisabilitiesto“learntogetherinthesameplace”from childhood.In

addition,theissuesofseparateeducationpointedoutbytheUnitedNations

alongwithaffirmationof“Japanese-styleinclusiveeducation”,lowawarenessof

issueswerecapturedregardingthedominantviewof“disability”inJapan.Itis

necessaryforstudentsnotonlytostudycurrentspecialneedseducationexpertise

andthe“social（humanrights）model”ofdisabilitiesbutalsomoretothink

aboutanddiscussthevalues,asitwere,havingprevented“inclusive”,having

dominatedJapanese.Inotherwords,theysucceedinglyhavetocontinuethink

theframeworkof“disability”,“development”,andthe“expertise”,alongwith

theself-evidentvalue,inordertorealizetheinclusivesociety.

Keywords

StudentsofNurseryTeachersandTeacherTrainingPrograms,InclusiveEarlyChildhoodCare

andEducation,InclusiveSociety,FrameworkofDisability
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1．はじめに

2020年度に、文部科学省は「地域連携プラットフォー

ム構築に関するガイドライン～地域に貢献し、地域に

支持される高等教育へ～」1） を打ち出した。このガイ

ドラインには、大学等が、地域ニーズを踏まえた質の

高い高等教育機会を確保し、地域経済・社会を支える

人材を育成することが、これまで以上に重要であるこ

と、および「大学等」「地方公共団体」「産業界等」の

様々な関係機関が地域の将来ビジョンを共有し、地域

の課題解決に向けた連携の強化を図っていくことが重

要であるとの見解が述べられている。また、大学等の

卒業生が地域にとどまるような施策を実施することも、

このガイドラインの中で求められている。

中部大学は、2013年度に文部科学省の「地（知）の

拠点整備事業（COC事業）」に採択され、最終年度の

2017年度に至るまで地域が抱える課題の解決と、地域

に役立つ人材養成を通じて、地域社会に貢献していく

ことを目的とする事業を行ってきた。COC事業終了

後も、COC継続事業として同内容の事業が現在（2023

年7月7日）まで継続されている。地域が抱える課題の

1つは「地域活性化」である2）。地域活性化を実現する

ためには、1人あたりの所得水準を増やすことを目的

とする経済面と、人々が安心・元気になることを目的

とする社会面の2つの軸があるが3）、後者については

「スポーツ」が有効なツールになると考えられている4）。

なぜならばスポーツは、顔と顔を突き合わせた親密な

結びつきと協同を特徴とする親交的なコミュニティの

形成に有効であり、この親交的コミュニティを基礎と

して、住民自らの手によって共通生活問題の共同処理

を進める自治的なコミュニティにも発展しうるためで

ある。地域活性化に資する人材の育成に、そのプロ機

関である大学が貢献することが求められている3）。

スポーツ庁の「令和4年度総合型地域スポーツクラ

ブの実態調査結果概要」5）によると、総合型地域スポー

ツクラブが抱える現在の課題として、「クラブ運営を

担う人材の世代交代・後継者確保」を71％のクラブが、

「指導者の確保」を61％のクラブが挙げており、これ

らが全ての課題の中の上位1位と2位の割合を占めてい

る。このため、若い世代の指導者を確保することが地

域スポーツの振興、ひいては地域の活性化につながる

重要な要素であると考えられる。そこで本稿では、

「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライ

―53―

＊1生命健康科学部 スポーツ保健医療学科 准教授 ＊2生命健康科学部 スポーツ保健医療学科 非常勤講師

＊3人間力創成教育院 健康とスポーツ教育プログラム 准教授

大学生が運営する地域運動教室の意義

－地域活性化人材の育成に着目して－

尾方 寿好＊1・桶野 留美＊2・松村 亜矢子＊3

要 旨

地域が抱える問題の1つに「地域活性化」がある。地域活性化を実現する方法の1つがスポーツである。そ

こで、我々は、中部大学生が地域活性化に資する人材として成長するために、春日井市と社会福祉法人まち

スウィングと共同で、大学外の地域コミュニティにおいて大学生が地域住民に運動指導を行うことができる

機会を設けた。大学生は、50歳以上を対象としたシニア教室と、小学生を対象としたキッズ教室の2教室で

の運動指導を担当した。運動指導のみならず、運動メニュー作成および運動指導に対する反省を大学生に課

した。この運動教室に参加した大学生2名が卒業後に社会福祉法人まちスウィングに就職し、同地域にてス

ポーツを通したまちづくり事業に従事している。これは、文部科学省の「地域連携プラットフォーム構築に

関するガイドライン」の中に示されている「産業界等が大学等での人材育成に対する協力を積極的に行うこ

とで、大学等の人材育成機能を高め、結果として優れた人材の定着といった好循環が期待される」との趣旨

に合致する事例であると言える。
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運動指導、大学生、地域活性化、地域社会



ン～地域に貢献し、地域に支持される高等教育へ～」

の趣旨に沿った事例として、大学が地域の関係機関と

連携して、地域在住のシニア（50歳以上）と小学生を

対象にした2つの運動教室を地域で開催し、これらの

運動教室を大学生が指導者として担当していること、

および運動教室に参加した大学生が卒業後に地域づく

りの担い手として活躍していることを報告する。なお、

本稿で紹介する運動教室はCOC継続事業の活動の1つ

として実施しているものである。

2．地域住民を対象とした運動教室の事例

2．1 実施組織

本運動教室が開始されたのは2018年の5月からであ

る。開催場所は、愛知県春日井市にある高蔵寺ニュー

タウン藤山台の「グルッポふじとう（高蔵寺まなびと

交流センター）」である。中部大学から直線距離で約

3㎞の場所に位置する。グルッポふじとうは、2016年

に策定された愛知県春日井市の「高蔵寺リ・ニュータ

ウン計画」の一環で整備された第三セクターであり、

旧藤山台東小学校施設をリノベーションし2018年の

4月に開所している。「まなび」「交流」「居場所」をコ

ンセプトとした多世代交流拠点施設である。本運動教

室の開始に先立ち、中部大学生命健康科学部スポーツ

保健医療学科の教員らが、春日井市の担当部局、グルッ

ポふじとうの指定管理者である「高蔵寺まちづくり会

社」、運営の一部を委託されたNPO法人「まちのエキ

スパネット」（現在の社会福祉法人まちスウィング）

と協議を重ね、グルッポふじとうの開所から1か月後

に運動教室を開始し、現在（2023年7月7日）に至るま

で継続して開催している。本運動教室は「高蔵寺まち

づくり会社」の主催事業に位置付けられている。社会

福祉法人まちスウィングとは、教室参加費の徴収など

の事務手続きにおいて協働しながら、運動教室を運営

している。

2．2教室の名称

荒木と中村6）が指摘するように、教室の名称は広報

手段の第一歩であり、これによって対象者や内容を想

起させることになる。本運動教室は、“グルッポふじ

とう”の開所とほぼ同時期に開催したことから、開催

場所を認知させる必要があった。そこで50歳以上の方

を対象とする「グルッポシニア健康クラブ」と、小学

生を対象とする「グルッポキッズ運動教室」という名

称を用いた。

2．3 運動教室の教育上の目的

大学生が運動指導を通じて地域社会に貢献できる人

材として成長することが、本運動教室の教育的側面に

おける目的である。特に、「グルッポシニア健康クラ

ブ」（以下、シニア教室）と、「グルッポキッズ運動教

室」（以下、キッズ教室）の2つの教室を担当すること

で、多世代に対応できる能力を身につけることを本運

動教室の特色としている。

2．4 運動教室での指導担当者

中部大学生命健康科学部スポーツ保健医療学科に所

属する大学生が運動指導を担当した。指導者募集に際

しては、複数の大学生が集まる機会に教員から運動教

室の概要を伝えて、興味を持った大学生に対して教員

が懇談を行った上で参加決定がなされる場合と、運動

指導能力が高いと思われる大学生を教員が選定して直

接声掛けをし、本人の参加意思がある場合のみに参加

の決定がなされる場合があった。参加が強制にならな

いように十分な配慮を行った。2023年の4月1日現在で

運動教室に参加した大学生の合計人数は17名であり、

その全員が2年次後半期（2月以降）から3年次前半期

（9月以前）の間のどこかで、運動教室に参加し始めた。

引退時期は卒業後の準備などを考慮して4年次後半期

の1月末頃としたが、この時期よりも長く担当する大

学生もいた。引退時期まで参加を継続した大学生は、

現在（2023年12月7日）活動中の1名を除いた16名のう

ち8名である。この８名の運動教室の継続期間は、1年

6か月～2年間の範囲である。その他8名の大学生につ

いては、「嫌になった」「他の活動に注力したい」等の

理由で参加を辞退する場合と、突然参加しなくなると

いう場合があった。

本運動教室には、地域運動教室での指導経験が豊富

な社会人1名がサポートに加わった。大学生による運

動指導のチェックおよびフィードバックが主たる役割

であるが、大学生が不在の場合に運動指導を代替した。

2．5 運動教室の内容

運動教室の実施頻度は週1回（月4回）、年間で48回

である。なお、愛知県における新型コロナウイルス感

染症蔓延を理由とする緊急事態宣言の発令期間（2020

年4月16日～5月14日、2021年1月14日～2月28日、2021

年5月12日～6月20日）については、教室開催の中止を

余儀なくされた。

シニア教室とキッズ教室（図１）は同一日に実施し

ている。各教室の運動時間は1時間である。シニア教

室の終了15分後にキッズ教室を開始する。教室の延べ

参加人数は、シニア教室が18名、キッズ教室が21名で

あった。時期によって参加人数の変動はあるが、シニ

ア・キッズ教室ともに約10名であった。どちらの教室

も、同じ大学生が運動指導を行っている。

当日の具体的な運動メニューは事前に指導担当の大
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学生が考案し、教員を含む他のスタッフとソーシャル

ネットワークサービスを用いて共有している。必要が

あれば、教員がメニューに修正を加える。表１は、シ

ニア教室とキッズ教室の運動メニューの一例である。

シニア教室では、ウォーミングアップに引き続いて、

ストレッチ体操、認知課題と運動を組み合わせたコグ

ニサイズ、筋力トレーニング、エアロビクス体操を中

心とする有酸素運動、クーリングダウンによる構成が

主である。一方、ジュニア運動教室では、ウォーミン

グアップとしてのランニングや体操を行った後、走・

跳・投の基本的な動作を中心に遊びやゲームの要素を

取り入れ、子ども達が楽しく実施できることを意識し

た内容となっている。どちらの教室のメニューについ

ても、運動方法や運動を行う目的、指導時の工夫、準

備物についての詳細をメニュー表に記載させるように

した。教室での指導が終了した直後には、毎回、大学

生と教員の一同で反省会を行い、大学生にその日の振

る舞いに関する反省を述べさせた。

運動教室の実施場所が大学外であり、運動器具を保

管するスペースが制約されることから、使用可能な運

動器具の種類および数も限られる。必要な器具の一部

は、毎回、教員の自家用車で運搬している。大学生は、

自家用車や自転車で現地集合および帰宅する場合と、

教員の自家用車に同乗して現地集合および帰宅する場

合がある。

2．6 運動教室の内容

引退時期まで継続した大学生のうちの2名が、卒業

後に運動教室を共同運営している社会福祉法人まちス

ウィングに就職した。1名は2020年度、もう1名が2023

年度の就職である。2名ともに同法人の「まちづくり

部会」に配属された。この部会は「0歳から100歳まで

誰でも参加できる市民のプラットフォーム」をコンセ

プトにしている。「まちづくり部会」の活動の1つに

「こどもとおとなの生涯学習」がある。2020年度卒業

生は、「こどもとおとなの生涯学習」の活動として、

就職初年度に中学生以上を対象として健康な身体作り

を目的とする運動教室（Ｓスクール）と、小学生を対

象として基礎的な動作の習得を目指す（Ｊスクール）

を立ち上げ、今日まで継続して運動指導を担当してい

る（2023年7月7日現在）。また、この卒業生は高蔵寺

地域の賑わいをもたらすことを目的とした各種イベン

トにおいて、ボッチャやモルックなどのニュースポー

ツを取り入れて賑わいづくりを図っている。

3．考察

本稿では、大学生が主体となり運営する地域運動教

室が、「大学等（中部大学）」「地方公共団体（春日井

市）」「産業界等（高蔵寺まちづくり会社、社会福祉法

人まちスウィング）」の提携により実現し、この運動

教室を通して成長した大学生が、運動教室を共同運営

した社会福祉法人まちスウィングに就職した後に、そ

の地域のまちづくりに貢献している事例を紹介した。

冒頭で参照した文部科学省のガイドラインには、

「産業界等が大学等での人材育成に対する協力を積極

的に行うことで、大学等の人材育成機能を高め、結果

として優れた人材の定着といった好循環が期待される」

と述べられている。この趣旨に沿った活動を行う団体

の1つが、2019年3月に設立された「しまね産学官人材

育成コンソーシアム（以下、コンソーシアム）」であ

る7）。活動の目的は、地域を支え、地域で活躍する若

者の人材育成および若者の県内定着・県内就職であり、

県内の経済団体、県内の高等教育機関、島根県等の11

機関・団体が参画した。事務局は島根大学に置かれて

いるが、2020年には島根県教育委員会も加わり、初等

中等教育から高等教育、就業までに取り組む体制が整

備されている。また、2021年6月に岩手県で「いわて

高等教育地域連携プラットフォーム（以下、いわてPF）」

が発足した8）。岩手県内の経済・産業団体、高等教育

機関、岩手県、岩手県教育委員会等の21団体で構成さ

大学生が運営する地域運動教室の意義
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図１ シニア教室（左）とキッズ教室（右）の様子



れている。事務局は県に置かれている。いわてPFで

は、①地域ビジョンを踏まえた地域との連携による人

材育成、②高等教育機関と連携した地域活性化の推進、

③中高生の学力向上、大学等への進学率向上、④高等

教育人材の地元定着、地域企業への就職率向上を課題

に上げている。本稿で紹介した事例では、地域連携プ

ラットフォームとしての団体を設立してはおらず、運動

教室を開始した目的は「地域に貢献できる人材の育成」

のみであったが、結果として、運動教室を共同運営した

社会福祉法人まちスウィングへ卒業生が就職し、地域

活性化が推進されていることから、地域連携プラットフォー

ムに期待される効果を示した事例であると言える。

運動教室を開催した地域である春日井市高蔵寺ニュー

タウンは、日本住宅公団（現在のUR都市機構）が開

発を手掛けた最初のニュータウン開発事業である。入

居が始まった1968年の人口は3,400人であるが、その

後に徐々に人口が増え、1995年に52,200人のピークを

迎えた。その後、人口は減り続け2022年時点で42,400

人となっている。一方、春日井市全体の人口は1968年

以降増加し続けているが、人口のピークは2019年の

312,000人であり、2022年時点でも309,800人である。

ピーク時の人口に対する2022年現在の人口の比率は、

春日井市全体の人口が99％であるのに対し高蔵寺ニュー

タウンは81％であることから、局地的に人口が大きく
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表１ シニア教室（上段)とキッズ教室（下段）の運動メニューの一例

【シニア教室】

【キッズ教室】

№
時間
配分

種目 方法 目的 指導時の工夫（コツ） 準備物

1 5分 ウォーミングアップ ウォーキング
運動への意識の向上体温・

心拍数の上昇

自分のペースでいいので，正し

い姿勢で歩く。
なし

2 5分 ストレッチ 全身のストレッチ 怪我の予防
伸びている筋を意識させる使う

筋をメインに伸ばす。
椅子

3 7分 脳トレ

コグニサイズ

①手の入れ替え運動（グーパーなど）

②前横上下

認知症予防

②は初めは両手で前横上下を行

い，その後片手ずつにする。足

の動きも入れて難易度を上げる。

椅子

4 10分 筋トレ

ボールを使った筋トレ

①内もも ②胸

③フレンチカール ④足裏つぶし

ボールの反力を使って全身

を鍛える。

力を入れてボールを押すため，

呼吸を忘れないようにする。

椅子，

ボール

5 15分 有酸素運動

エアロビクスマーチ，マンボ，ステッ

プタッチ，グレープバインの4つの動

きをメインに行う。

体力，心肺機能の向上
少しずつ動きに変化をつけてい

く。休憩も挟みながら行う。

CD，

デッキ

6 8分 クールダウン 全身のストレッチ

疲労が溜まらないようにす

る。

痛みや怪我，体調の確認

リラックスできる雰囲気にする。 椅子

№
時間
配分

種目 方法 目的 指導時の工夫（コツ） 準備物

1 5分 ランニング 3周走る。
体温・心拍数の上昇，怪我

の予防

高学年と低学年で追いかけさせ

て走る。
コーン

2 5分 体操 6年生にやってもらう。 怪我の予防 だらけた場合は先生が行う。 なし

3 6分 ライン鬼 ラインの上のみを走る鬼ごっこ 体力向上

1回目は飛び越えなしで行い，

2回目は同じ色のラインへのジャ

ンプはありにするなどしてルー

ルを少し変える。

なし

4 5分 短縄
二重跳びやあや跳びなど本人の中で難

しい跳び方で行う。

体力向上，身体をうまく使

えるように。
飽きていたら2人1組で跳ばせる。 短縄

5 5分 大繩 全員で跳ぶ。
体力向上，タイミングを合

わせる能力を鍛える。

前回の回数より跳べるようにと

目標を与える。
大繩

6 6分
ボールキャッチ

（1人）

テニスボールを真上に投げキャッチする。

キャッチの前にジャンプをしたり，手

拍子をするなど動きを入れる。

小さいものを扱う器用さを

鍛える。

出来ている子はどんどん難易度

を上げる。
テニスボール

7 6分
ボールキャッチ

（2人）

ペアが投げたボールを手ではなく，コー

ンに入れるようにしてキャッチする。
ボールのコントロール力

大きなコーンだと簡単な場合は，

マーカーを使う。

テニスボール，

コーン

8 10分 ボール運び

2チームに分かれ，片方はテニスボー

ルを反対側に運ぶ。もう片方のチーム

は運んでいる人を阻止するためボール

をあてる。

ボールのコントロール力，

瞬発力など。

説明は短くして，2回戦行える

ようにする。

テニスボール，

ボール，

コーン

9
残り

時間

ドッヂボール，

リレー

6年生vs在学生で行うなど，チームを

変えながら行う。

最後の子たちが多いため，

盛り上がりとして行う。
6年生の希望を聞いて行う。

ボール，

コーン



減少していることが伺える。高蔵寺ニュータウンは、

春日井市内でも中部大学と比較的近い距離にあり、地

域と連携した教育を実践する場所としても絶好の地域

である。このため、高蔵寺ニュータウン地域の活性化

や人口増加という課題の解決においても、本稿で示し

た“教育”という側面から切り込むことが有効である

と考えられる。

文部科学省は、2022年3月から「地域活性化人材育

成事業～SPARC～」の公募を開始した。この公募の

目的は、「地域社会と大学間の連携を通じて既存の教

育プログラムを再構築し、地域をけん引する人材を育

成すること」である9）。SPARCが目指すところは、

これまでのCOC事業のように正課外に地域と連携し

た特別カリキュラムを設定することではなく、正課カ

リキュラムを見直して再構築を進め、学位プログラム

とすることである10）。もし地域運動教室の一連の活動

を正課の授業にすることができれば、大学生にとって

は単位取得というメリットにもなり11）、地域で活動す

る大学生の人数が増えることが考えられる。しかしな

がら、池田11）が指摘するように、地域運動教室の参加

者である地域住民と、運動指導者である大学生の双方

が揃わなければ授業としては成り立たず、教育機会は

保障されない。今後、授業科目としていくための方策

として、地域運動教室を運営する各種団体と提携し大

学生が参加できる機会を増やすことが挙げられる。ま

た、運動教室に参加した大学生へのインタビュー調査

から、大学生は運動指導能力のみならず、コミュニケー

ション能力や、責任感などを学んでいることが明らか

になっている12）。より適性のある大学生が運動教室に

参加することを前提に授業科目とする必要があり、そ

のためには選択科目にして、事前オリエンテーション

を通して、運動教室に臨むにあたってコミュニケーショ

ン能力や責任感などが求められる旨を説明し、それを

意識づけることが必要であると考えられる。
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Abstract

Regionalrevitalizationisoneoftheimportantissuesforlocalcommunity.

Revitalizationcanbeadvancedthroughsports.Inordertocultivatehuman

resourcescontributingtoregionalrevitalization,studentsinChubuUniversity

weregivenanopportunitytoprovideeducationonsportsandphysicalexercises

for community-dwelling persons in localcommunity classes outside the

universityincollaborationwithKasugaiCityandSocialWelfareCorporation

Machiswing.Thestudentstakechargeoftwoclasses:oneclassisforpersons50

yearsofageorolder,andanotherclassforelementaryschoolchildren.The

studentsnotonlyprovideinstructionsonsportsandphysicalexercisesbutalso

createexercisemenus.Thestudentsreflectontheirperformanceafterthe

completionofclasses.Twostudentswhohadparticipatedintheclassesobtained

ajobin SocialWelfareCorporation Machiswing aftergraduation from

university.Theyarenowengagedintowndevelopmentprojectsthroughsports

inthesamelocalarea.Thiscaseisinaccordancewiththeintentofguidelines

aboutconstructionofaregionalcollaborativeplatformofferedbytheMinistry

ofEducation,Culture,Sportsand Technology.Theguidelinesstatethat

industriesareexpectedtoenhancethefunctionofhumanresourcedevelopmentof

universitiesbytheiractivecollaborationandthatavirtuouscycleofretaining

excellenthumanresourcesisexpectedasaresultoftheircollaboration.

Keywords

exerciseinstruction,universitystudent,multi-generation,localcommunity,regionalrevitalization



1 はじめに

2011年度の全学共通教育のカリキュラム改訂以来、

全学英語教育科（現人間力創成教育院・語学教育プロ

グラム・英語）では全学共通教育科目のスキル教育科

目として「英語スキルI/II」を実施し、その成果や課

題について検討すると同時に、その成果を本誌や学会

等で発表してきた（今村・大門,2020、大門他,2010;

2011;2012;2014;2015;2016;2017;2018、和田他,

2013a;2013b、Imamuraetal.,2019、Wadaetal.,

2014）。2017年度には到達度確認テスト（全クラス共

通テスト）の改訂を行い、翌2018年度からは改訂版を

用いて授業を行っており、同年および2019年度の結果

については大門他（2019;2020）で報告し、2017年度

までに見られた問題点が概ね改善されたことを報告した。

遠隔授業のため到達度確認テスト等が実施できなかっ

た2020年度については、遠隔授業に関する報告となっ

たが（大門他,2021）、対面授業が基本となった2021

年度には従来と同様の報告を行い、2018年度、2019年

度と同様の成果が見られたことを報告した（大門他,

2022）。

本報告では、2022年度と同様の報告に加え、授業担

当者の次元では対処の難しい課題についても触れるこ

とにする。具体的には、学力差の問題と、それと関係

するであろう成績不良、中でも出席不良の問題である。

2 授業の概略と実施したテスト

「英語スキルI/II」の受講生は、入学時に行われる

フレッシュマンテストの成績によって、多い時間帯で

7段階、少ない時間帯で2段階の習熟度別クラスに分け

られる。14の時間帯のうち、7つの時間帯においては

最上位のクラスを「上級」とし、その他のクラスを

「中級」としている。教科書および教材は全学英語教

育科（現語学教育プログラム・英語）の教育方針に沿っ

たものである。2011年度と2012年度には既存の教科書

を、2013年度からは独自に作成した教科書を使用して

いる。

当初から、学習の到達度を測るために、各学期の最

後に、（i）読解方略（リーディング・ストラテジー）

に関する問題、（ii）文法に関する問題、（iii）語彙に

関する問題、の設問からなる到達度確認テストを実施

してきたが、2017年度に改訂を行い、（iii）を秋学期

に独立して行う語彙テストとして実施し、各学期の最

後に行う到達度確認テストは（i）読解方略に関する

問題と（ii）文法に関する問題に限定した。また、そ

の内容についても、より応用力を測る問題に改訂した

（大門他,2019;2020）。

さらに、秋学期には授業内容とは独立した実力テス

トを実施し、フレッシュマンテストの成績と比較する

ことで、英語力の変化の確認を行っている。

以下、3節、4節、5節では、それぞれ、到達度確認

テストの結果、語彙テストの結果、フレッシュマンテ

ストと実力テストの結果について報告する。6節では、

到達度確認テストおよび語彙テストがフレッシュマン

テストおよび実力テストとどれくらい相関しているか
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を検討し、これらのテストがどれだけ受講生の実力を

反映しているかという点について確認する。7節では

大学全体に関わる課題について述べる。

3 到達度確認テストの結果

到達度確認テストの結果を表１と表２に示す。表１

は春学期の、表２は秋学期の結果である。表の一行目

における「方略」「文法」は、「読解方略問題」および

「文法問題」を示す。その前の「春」「秋」は、「春学

期」および「秋学期」を、またその後の「上」「中」は、

「上級」と「中級」を表す。春学期の有効数は「上級」

が206、「中級」が2,199である（注：「春方略」には欠

損値が一つあり、有効数は2,198となっている）。秋学

期の有効数は「上級」が199、「中級」が1,940である。

テストは20点満点であるが、100点満点に換算してある。

なお、分析に用いたのは、SPSSStatistics29（Mac

OSX版）である。

平均や中央値、最頻値を見ると、「上級」と「中級」

では大きな違いがあることがわかる。また、秋学期の

得点が春学期よりも全体的に低めなのは、秋学期の問

題には春学期の既習内容も含まれるため難易度が上が

るからだと考えられる。また、標準偏差の値が秋学期

の方が大きい傾向にあるのも同じ理由によるものであ

ろう。

4 語彙テストの結果

2018年度より実施をはじめた語彙テストの結果を表

３に示す。有効数は「上級」が197、「中級」が2,064

である。テストは30点満点であるが100点満点に換算

してある。

平均、中央値では「上級」と「中級」の間に大きな

差がある。最頻値はいずれも97点であるが、標準偏差

および最小値に大きな開きがあるのは、「中級」では

成績の振るわない受講生の数も多いためである。

5 フレッシュマンテスト・実力テストの結果

新入生は入学時に全員フレッシュマンテストを受け

るが、一年次の秋学期、11月末から12月初旬に、二年

次のクラス分けの参考資料として、また、入学時から

の英語力の変化を測るために、実力テストを受けるこ

とになっている。このテストは、フレッシュマンテス

トと比較可能な内容であるため、両テストの得点は、

受講生の実力の伸長を知る参考資料としても用いてい

る。両テストの数値を表４に示す。なお、実力テスト

については50点満点のテストであるが100点満点に換

算してある。

平均点では若干の伸びが見られるが、統計的に有意

かどうかをWilcoxonの符号付き順位和検定を用いて

分析した１）。その結果、.05の水準で有意であること

が分かり、2021年度と同一の傾向が見られた。この点

は喜ぶべきであろう。

6 テスト間の相関

2018年度に刷新された到達度確認テストを使用する

ようになってからは、フレッシュマンテストや実力テ

中部大学教育研究 No.23（2023）

―60―

表１ 春学期の到達度確認テストの結果

表２ 秋学期の到達度確認テストの結果

表３ 語彙テストの結果

表４ フレッシュマンテストと実力テストの結果



ストとの間に強い相関が見られることが示され、受講

生の実力を反映していることが確認されていた（大門

他,2019;2020;2022）。この点は、表５に示すように、

2022年度についても同様であった。なお、表５では、

参考までに括弧内に2021年度の数値を示してある。

7 大学全体で考えるべき課題

最後に、教育科や授業担当教員では対応しがたい、

大学全体に関する課題について、2点触れておきたい。

一つは学生間の学力の大きなばらつきについて、もう

一つは履修登録をしたにも関わらず単位の修得に至ら

なかった受講生についてである。

7．1 学力差

これまで示してきたデータの最小値および最大値の

数値から明らかなように、学生間の成績のばらつきは

極めて大きい。また、学科間による学力の差も大きい。

この点を示すために、表６に学科毎のフレッシュマン

テストの成績に関するデータを、図１にそのデータに

基づく箱ひげ図を示す２）,３）。例えば、平均の最低値

（BSの48.0）と最高値（LPの68.0）の間には20点の差

がある。中央値についても同様で、最低値（BSの48）

と最高値（LPの70）の間には22点もの差がある。

入試制度とも深く関わる問題なのでここでは現状を

報告するに留めるが、学力差の問題は、教育上の大き

な課題となっている。

2022年度の全学英語教育に関する報告
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表５ フレッシュマンテスト／実力テストと到達度

確認テストとの相関

表６ 学科毎のフレッシュマンテストの成績

図１ 学科毎のフレッシュマンテストの成績

平均 中央値 最頻値 標準偏差 最小値 最大値

BS 48.0 48 50 17.2 0 88

EA 56.9 58 40 20.8 0 96

EC 55.2 58 46 21.2 0 92

EK 59.9 62 62 21.5 0 98

EL 58.4 60 56 18.1 0 94

EM 59.2 60 68 17.2 0 90

EP 59.9 64 60 21.5 0 98

ER 57.7 56 46 18.2 0 96

EU 57.5 62 72 20.4 0 94

FR 60.0 64 68 20.3 0 98

FS 56.9 58 76 16.2 0 88

FT1 51.9 52 50 21.5 0 90

FT2 54.4 57 58 16.2 0 86

HF 61.5 63 68 16.1 0 94

HH 52.0 50 60 19.7 0 88

HI 48.7 47 44 16.9 0 84

HJ 56.0 55 74 20.1 0 92

HW 50.2 50 50 20.5 0 88

LB 60.5 60 60 16.7 28 96

LC 62.9 68 72 17.0 0 86

LE 50.9 54 50 19.7 0 84

LK 59.9 62 50 20.3 0 96

LP 68.0 70 64 19.1 0 94

LS 62.4 64 48 17.8 0 98

NA 51.5 52 68 17.0 0 84

PJ 62.6 64 62 17.5 0 90

PY 55.4 55 56 18.1 0 94



7．2 単位が修得できない理由：出席率の低さ

最後に、履修登録をしたにも関わらず単位の修得に

至らなかった受講生について分析しておきたい。

毎授業の学習の積み重ねを重視する「英語スキルI/

II」では、欠席は原則として3回を限度としている。

つまり15回の授業のうち最低でも12回（80％）の出席

が要求される。表７に示すように、成績と出席率には

はっきりした関係があり、春学期と秋学期のいずれに

おいても単位を修得できなかった学生の出席率は極め

て低い。

単位未修得者（E評価）について言えば、春学期は

57名（40.1％）、秋学期は108名（45.2％）が規定の出席

率を満たしておらず、主としてそのために不可になっ

たと考えられる。

この傾向は再履修者ではより顕著であり、表８に示

すように、単位を落とした再履修生の出席率の平均は

3割程度である。規定の出席率を満たさず主としてそ

のために不可になったと考えられる受講生の数は、春

学期41名（87.2％）、秋学期15名（100.0％）である。

授業に魅力を感じず出席率が低くなった可能性は否

定できないが、履修登録後1度も出席していない受講

生もいる。その数は、通常の履修生では春学期、秋学

期それぞれ4名（E評価者中の2.8％）と20名（E評価

者中の8.5％）、再履修生では春学期、秋学期それぞれ

12名（E評価者中の25.5％）および6名（E評価者の

40.0％）である。

単位を修得できない受講生の出席率の低さは過去か

らずっと続いている問題であるが、やはり、オリエン

テーションや指導教授制を利用したきめ細かい対応な

ど、抜本的な対策が必要であろう。
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注

１）得点は非正規分布をなしていたため、ノンパラメ

トリックな検定を行った。方法はSPSSがデータに

基づいて自動的に選択したものである。

２）学科の略号は以下の通り。BS（経営総合学科）、

EA（建築学科）、EC（都市建設工学科）、EK（応

用化学科）、EL（電気電子システム工学科）、EM

（機械工学科）、EP（情報工学科）、ER（ロボット

理工学科）、EU（宇宙航空理工学科）、FR（応用生

物化学科）、FS（環境生物科学科）、FT1（食品栄

養科学科・食品栄養科学専攻）、FT2（食品栄養科

学科・管理栄養科学専攻）、HF（英語英米文化学科）、

HH（歴史地理学科）、HI（コミュニケーション学

科）、HJ（日本語日本文化学科）、HW（心理学科）、

LB（生命医科学科）、LC（臨床工学科）、LE（ス

ポーツ保健医療学科）、LK（保健看護学科）、LP

（理学療法学科）、LS（作業療法学科）、NA（国際

学科）、PJ（現代教育学科）、PY（幼児教育学科）。

ただし、英語英米文化学科（HF）および国際学科

（NA）は全学向けの授業を受講していない。また、

ロボット理工学科（ER）は独自の授業を実施して

いる。このため、到達度確認テスト、実力テスト、

語彙テストの分析においては、これらの学科は対象

となっていない。

３）箱ひげ図の見方は次の通り。箱の部分には、デー

タを並べて四分割した場合の、真ん中の2つ、つま

り全体の50％が入る。箱の中の横線は中央値を示す。

箱の上下に伸びた部分は、外れ値を除いた最大値と

最小値を表す。“○”は軽度の外れ値（箱の長さの

1.5倍から3倍まで）を、“☆”は極端な外れ値（箱

の長さの3倍以上）を表す。
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Abstract

Since2011,thedivisionofEnglishEducation（LanguageEducationProgram,

English,SchoolofGeneralEducation）hasbeenprovidingeducationbasedon

newlyestablishedpolicyasinreportedinOhkadoetal.（2010）.Wehavealso

been reporting theresultsofthenew curriculum asmeasured by the

combinationoftwoexistingtestsandtwonewlycreatedtests:thefreshman

testandtheproficiencytest;andtheachievementtestandthevocabulary

test,withtheexceptionoftheyear2020becauserelevantclasseswereallheld

onlineduetothespreadofCOVID-19andthetestswerenotconductedinthe

regularfashion.Inthispaper,wereporttheresultsofEnglisheducation

basedonourpolicyin2022.Wealsotouchonthetworecurringandgrowing

issuesof（1）academicgapand（2）lowattendancerates.
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1 Introduction

Thisreportprovidesabriefsummaryofthe

Chubu University'sOhio Program forEnglish

LanguageTeaching（OPELT）2022academicyear,

April2022-March2023,andenrollmentdatafor

Preparation for Academic Study in English

Overseas（PASEO）coursestaughtbytheOPELT

faculty.Forthesakeofbrevity,thisreportomits

generalinformationabouttheOPELTandPASEO

programoutlinedinJambor（2022）.

2 OhioProgramforEnglishLanguage

Teaching（OPELT）

The OPELT is comprised offive full-time,

temporary, English-as-a-second-language

instructors, primarily recruited from Ohio

Universitythroughitslong-runninginternational

partnershipwithChubuUniversity.Asofthe2022

academicyear,OPELT ishoused in both the

renamed Schoolof GeneralEducation（SGE）

academic department,formerly known as the

GlobalEducationCenter（GEC）,andtheCenterfor

InternationalAffairs（CIA）.OPELTfacultyserve

as members of both under the university's

organizationalstructure.How day-to-dayissues,

administrativetasks,etc.aredealtwithremains

somewhat complex and undefined; however,

academicaffairsgothroughtheSGEandhousing

andothersupportgoesthroughtheCIA,generally

speaking.

AllOPELT faculty wereinvolvedin PASEO

orientation, registration, testing, placement,

studentevaluation,courseevaluation,OPELTand

SGEfacultymeetings,studentconsultations,office

hours,cross-culturalworkshops,and program

events.Facultyalsotaughtsixcoursehoursinthe

EnglishLanguageandCulturedepartmentandtwo

course hours in the International Studies

department.

3 ProgramforAcademicStudyinEnglish

Overseas（PASEO）

PASEOclasseswereheldinpersonduring2022

with mask, ventilation, sanitizer, and other

pandemicpoliciesinplace.PASEOinstructorsused

GoogleClassroom and Schoology asLearning

ManagementSystemsduringtheyear.

Followingseveralyearsoflowerenrollmentin
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theprogram'shigherlevels,theOPELT faculty

revisitedadiscussionaboutthefivelevelsandthe

optimalfitwith the AcademicListening and

Speaking（LS）andAcademicReadingandWriting

（RW）coursecurricula.Thediscussionculminated

inthedecisiontorevisethePASEO program's

levelsfrom fivetothree.Ultimately,thefaculty

agreedthattheprogramdidnotloseanythingvital

byhavingfewerlevels,butwouldgainseveral

benefits: better opportunities for faculty to

collaboratewhenteachingatthesamelevel,more

consistentplacementwithwidercutscorebandson

theprogram'sin-houseplacementtest,andan

opportunitytorevisethescheduletooffersections

attimesmorerequestedbystudentsandattimes

whichallowforfacultytoobserveeachotherand

substitute,notpossiblepreviously.Afterreceiving

approvalfrom theSGE and AcademicAffairs

Office,thedirectorconductedananalysisofthe

schedulesofallmajorsandyearstoidentifythe

mostopenperiodstoofferPASEO classesand

organizedanewclassscheduletobetrialedinthe

2023academicyear.

4 OrientationandRegistration

TheCIAcontinuedtoprovideessentialsupportin

conductingPASEOorientationforthestudentsand

fieldingstudentinquiriesabouttheregistration

process.Toaccommodatestudentswhochoosenot

toattendorientationnorreadtherequirementsof

classesforwhichtheyregisterontheuniversity's

Tora-Netsystem,PASEOoffersalateregistration

period during the firstweek ofclasses that

coincideswiththeuniversity'sregistrationclass

changeperiod.

5 ProgramEvents

PASEO offeredtwoextra-curriculareventsin

2022.TheEnaRetreatwasnotrevivedbecauseof

continuingcomplicationswithpandemicpolicies,

butinitsplacetwopartieswereheld,oneinthe

spring and onein thefallsemester.OPELT

instructors also continued to host hour-long

Conversation Room sessions bi-monthly

throughouttheyear.

6 EnrollmentData

Enrollmentfor 2022 resembled pre-pandemic

patternsoflargernumbersinspringandlower

numbersinfallsemesters.Classsizeaverageswere

higheryear-over-year,9.2to12.7inspring2021and

spring2022and8.5to8.6inthefallrespectively

（seeTable1for2022averages）.Organizedby

schoolyear（Fig.1）,thedataindicatesthatthe

majorityofPASEO studentsarefreshmenand

sophomores（79%）whoarelikelyaimingtofulfill

graduationrequirements.

Successesindicatedbyenrollmentdata（Table1）

include:

・Reducingstudentscutfromahighof188in2019

downto43in2022.

・Reducingstudentswhodropaclassdownfroma

highof190in2019to88in2022.

・Reducingno-shows,studentswhoregisterbut

neverattendclass,from51in2019to34in2022.

Fig.2 shows PASEO 2022 enrollment by

university department.Fig.3 and 4 show the

universityandPASEOgenderratiosfor2022.Fig.5

showsPASEOenrollmentbysemesterfromspring

2019tospring2023.Finally,Table2listsallthe

programcourses,instructars,andclasssizes.
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Table1 PASEOEnrollmentSummary2022
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Fig.1 EnrollmentbySchoolYear2022

Fig.2 EnrollmentbyDepartment2022

Fig.3 ChubuUniversityGenderRatio2022

Fig.4 PASEOGenderRatio2022

Fig.5 PASEOEnrollmentYearOver

Year2019-Spring2023
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Table2 PASEOEnrollmentbyClass2022
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要 旨

本稿では、2022年度（2022年4月から2023年度3月まで）のオハイオ英語教育プログラム（オペルトOPELT）

および同プログラムの海外英語留学準備カリキュラム（パセオPASEO）の概要とその受講者データについ

て報告する。コロナ対策に基づいて対面授業を実施した一年となり、上級クラス受講者数は減少したものの、

パセオ全体の受講者数はコロナ前の水準まで順調に戻ってきていることなどが分かった。
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1 はじめに

中部大学学生相談室では相談業務の主軸となる学生

を対象とした個別面接に加え、①学科必須科目1単元

「社会生活の基礎・大学生の対人関係」の出前授業、

②UPI学生精神的健康調査を含む調査の実施とハイリ

スク学生の呼出面接、③相談員の研修を受けた上級生

サポーターによる一人暮らし学生対象のグループの運

営や、自己理解他者理解を促す心理教育グループの開

催を通して多層的な支援をしてきた（佐藤，2023a）。

近年の学生相談室の利用件数は5年前の約2倍に達し、

学生をめぐる教職員や学生の親・家族を対象としたコ

ンサルテーション件数が相談件数の25.3％を占めてい

る（佐藤・渡邉，2022）。2000年来、非常勤カウンセ

ラーの勤務日数を増やすことにより堅固な相談体制が

組織され（谷口，2018）、教職員の学生支援力の増強

のため定期的にFD・SD活動が開催されてきた（渡邉・

佐藤，2021；佐藤・渡邉，2022）。

本学の学生相談室は1968年に専任カウンセラーが採

用されて開室し、「相談室のある大学が珍しい時代に

画期的な試み」（桐山，2018）とされていた。専任が

配置されていた期間は短く、学外から週1日非常勤カ

ウンセラーを招いて開室する期間が長く続いたが、そ

の後1995年に専任カウンセラーが教員として再配置さ

れ、再出発の時を迎えた。

学生相談室の支援体制が整備されるに伴い、相談業

務から得られた知見を、授業や課外活動で学生対応の

最前線にいる教職員の学生支援に活かす取り組みを模

索してきた。2006年には、冊子『教職員のための学生

と向き合う25の提案―こんなとき、あなたはどうしま

すか？―』（中部大学・教育を考える研究会編）が発

行され、2012年には、DVDと冊子『アスペルガー症

候群の学生を理解し支援するために』（中部大学学生

相談室編）が制作された。その後10数年を経て、学生

層の多様性、教育観の変化、社会の多様性の流れのな

か、今日の学生支援の実際に合わせて『学生支援ハン

ドブック―学生の困ったに効く21の提案』（中部大学

学生相談室編，2023）を作成するに至った。

本研究では、これまで学生相談室が制作してきた学

生支援の冊子2冊とDVDを取り上げ、その制作過程と

取り上げられた項目の変遷から、今後本学学生相談室

に求められる支援について考察することを目的とした。

2 2006年制作『こんなときどうする？学生と

向き合う25の提案』の制作理念：内容と課

題

2.1 学生相談室体制

専任カウンセラーが再配置された1995年からの5年

間で、相談件数、学内認知度が上がり、2000年に非常

勤カウンセラーの採用が実現することで、面接業務に

おいての協働が可能となった。相談体制の拡充により、
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ハンドブック制作から考えるこれからの学生支援

佐藤 枝里＊1

要 旨

中部大学学生相談室は教職員を対象に学生支援のために2冊のハンドブックとDVDを制作してきた。その

制作過程と内容の変遷を考察したところ、学生層の多様化だけでなく、制作時の学生支援体制、学生支援に

対する学内理解度、大学教育への社会からの期待が関連していることが推測された。今後、高大連携による

入学前教育の強化やリスキリング拠点としての大学の在り方など、社会からの大学教育への要望の多様化が

予測され、入学予定の高校生、社会人学生や高齢学生、留学生へと支援対象の拡大の可能性が推測される。

家族の役割も変容を遂げ、大学生の子どもを持つ親・家族を対象としたハンドブックも必要となるかもしれ

ない。教職員側の多様性が進む可能性もあり、学生相談室から発信される知見も様々な障害特性に配慮した

情報バリアフリーの充実が期待されることになるのではないだろうか。

キーワード

学生相談 学生支援ハンドブック 大学教育支援 多様性



健康な学生への発達支援、学生相談室から大学への発

信、保護者面接など活動の幅を広げることも達成され

た。専任カウンセラーの配置は依然1人であったため、

学内の志を同じくする教職員とチームを組むことで様々

な学生支援を試み、恵那オリエンテーションガイドブッ

クの作成、中部大学・教育を考える研究会の立ち上げ、

レッツ・チャレンジの作成に加えて、『こんなときど

うする？学生と向き合う25の提案（以下、『25の提案』

と記す）』が制作された（桐山，2018）。

「中部大学・教育を考える研究会」メンバーの、学

生相談、スポーツ、数学、法律を専門とする4名の教

員で冊子制作の構想が練られ、誰もがよく出会う事例

として精選された25項目を学生相談室カウンセラーが

執筆した。中部大学学長裁量研究費による研究「中部

大学の教育を考える―知・情・意の融合的教育を目指

して」の一環として作成された。

専任カウンセラー1名体制で相談機関を運営しなが

ら、学生の成長を願う志を同じくした教員で研究会チー

ムを編成し、学生対応時の教員の困り感を明確にした

うえでの冊子制作は、本学学生相談室の在り方として

組織開発の面からも意味深いものがあると考えられた。

2．2 理念

2006年に出版された『25の提案』は、4章構成、B5

判、全71頁で編集された（図１）。

第1章「こんなとき、あなたはどうしますか？」、第

2章「学生の話を聞く」、第3章「学生たちは話を聞い

てくれる人を求めている―アンケート調査の結果から―」

からなる（表１）。学生の気になる行動25項目に対す

る対応の選択肢がクイズ仕立てで提示され、読者自身

に対応の振り返りを求めたのちに考察を加えていくと

いう遊び心溢れる構成となっている。

第1章「こんなとき、あなたはどうしますか？」で

取り上げられた25項目を精査すると、「学生対応の基

本姿勢」を基軸としながら、自身の学生観、人間観を

再考、再確認、直面させるものがあることに気づかさ

れる。「こんなとき、『あなたは』どうしますか？」と

いう書名のとおり、読者である大学人の「あなた」に

問題提起を迫り、学生対応の在り方を内省させ、対峙

させる重さと厳しさが感じられる。だからこそ、遊び

心を喚起させるクイズ仕立てを取り入れ、軽やかに明

るく取り組んでもらう仕掛けが必要だったのではない

だろうか。

25項目を読み進めると、「（7）言いたいことがはっ

きり言えない学生と接するとき」「（21）友だちのいな

い学生が気になるとき」といった「緊急性は低いが今

後の学生の心理的成長について考えさせられるもの」

から、「（9）SOSに気づいたとき」「（10）自殺したい、

死にたいという学生と向き合うとき」といった「緊急

性が高く適切な判断を持った危機対応を要するもの」

まで、発達支援的な内容のものから緊急対応までを網

羅していることがわかる。

第1章の最初の項目である「（1）学生の相談にすぐ

答えを出せないとき」は、以下の問いかけから始まっ

ている（図２）。

「最近は相談内容も複雑になり、深刻な問題を抱え
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図１ 『25の提案』表紙

表１ 『25の提案』目次



て、クリニックに通いながら授業に通っている学生も

少なくありません。家族関係も複雑で、相談されても

どう対応していいかわからない場合があります。そん

なとき、あなたはどうしますか」という投げかけがさ

れ、続いて以下の4つの選択肢が示される。

①「頑張れ。あなたならできる」と肯定的に励ます。

②自分にはわからないので他に相談に行くように伝え

る。

③何かよい助言ができないかと知恵をしぼる。

④とりあえず話を聞く。

「とりあえず学生の話をしっかり聞いてほしい」と

いうメッセージを巻頭に掲載していることからも、

『25の提案』制作の目的が、大学人として学生と向き

合うときの基本姿勢（学生の声に耳を傾けること）を

広く学内に示すことであることが読み取れる。

続く第2章「学生の話を聞く」では、受容と共感、

傾聴をはじめとするカウンセリングの基礎知識、学生

の話を聞くことの教育的意義が記されている。読み進

めるうちに、第1章でのクイズ仕立ての「問い」の背

景にある学生支援、学生相談の神髄に至るという流れ

となっている。

『25の提案』が制作された翌年の2007年に、日本学

生支援機構から出された報告書「大学における学生相

談体制の充実方策について」において学生支援の3階

層モデルが提示され、「総合的な学生支援」と「専門

的な学生相談」の「連携・協働」についての提言がさ

れた。学内支援の方向性が全国的に明示される前に、

冊子制作を通して、学生相談の理念、すなわち「対象

となる学生一人ひとりが自己を理解し、コントロール

し、自分らしい社会への巣立ち方を選択できるよう

『個』としての主体を育てることにある」（高石，

2020）という理念を示し、学生の心理的成長のために

教職で協働しようというメッセージが発信されていた

ことは大変意義深い。学生支援という主題を通して深

淵なる理念が披露され、多くの問題が提起された1冊

となっている。

2．3 課題

『25の提案』は、学内配布やFD・SDの参考テキス

トとして使用されただけでなく、全国他大学のFDSD

でも広く用いられた。他大学からの引き合いに応じて

増刷し、発行部数は12,000部に至った。

出版から年月を重ねるなかで、発達障害やその傾向

のある学生への支援を必要とする場面が報告されるよ

うになってきた。学生をめぐるコンサルテーションの

ために来室した教職員から、対応の難しい事案につい

ての項目を追加してほしいとハンドブックの続編を望

む声が上がるようになった。

3 2012年制作DVD『アスペルガー症候群の

学生を理解し支援するために』の制作理念：

内容と課題

3．1 学生相談室体制

学生相談室の来談学生数はますます増加し、発達障

害、引きこもり、退学、ハラスメント等、相談内容も

深刻なケースが目立つようになっていった。2004年制

定の発達障害者支援法と2016年の発達障害支援法一部

改正を前に、本学でも発達障害学生やその傾向のある

学生の理解と適切な対応が求められるようになり、視

聴覚資料制作への機運の高まりが感じられるようになっ

てきた。

2007年に専任カウンセラー2名と専任事務職員1名で

の相談体制が構築されてから5年を経て、DVD『アス

ペルガー症候群の学生を理解し支援するために』（以

下、DVDと記す）が制作されることとなった（図３）。

制作企画は、専任カウンセラー2名に加えて、学生

相談において連携をしてきた心理学科教員、学部事務

室職員の4名で行った。学生対応の最前線にいる学科

教員と学生支援課（当時は学生課）職員、学部事務室

職員を対象に「よくあるケース」を収集するためにカ

ウンセラーが聞き取り調査を行った。その結果、「講

義場面」「呼出面接場面」「窓口対応場面」での教職員

の困り感を取り上げ、解決のヒントが求められている

ことが明らかになった。

発達障害の学生の様子とその対応を、大学での「よ

くあるケース」としてドラマ化して映像で表現するた

めに、学内関係部署スタッフの協力を得て協働制作す

ることとなった。撮影から細かい編集に至るまでの作

業を学内メディア教育担当部署職員に依頼した。教員

2名と学生支援部署職員1名、そして、学内演劇部学生

3名に出演要請をした。

学生対応の「よくあるケース」の映像化だったこと

ハンドブック制作から考えるこれからの学生支援
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図２ 『25の提案』のレイアウト



もあり、各人の経験を生かした独自の役作りがなされ、

完成後には視聴者から「プロの役者を起用したのか」

との問い合わせを受けるほどの完成度が得られた。演

劇部員の役作りには、当時TV放映されていた発達障

害の傾向のありそうな主人公が活躍する人気ドラマ視

聴の勧めが大いに役に立ち、こちらも「当事者を起用

したのか」との問い合わせを受けたほどであった。

情報の可視化のためのDVD挿絵は、フリーのカッ

トは使わずにイラストの得意な学生に描き起こしを依

頼した。制作資金は、2012年度の中部大学特別研究費

CP（学内競争的研究費）を獲得し、学内の協働制作

となった。

3．2 理念

映像資料を基に、アスペルガー症候群に関する解説

と学修面及び生活面からの支援のありかたの提示を通

して、学生相談室から以下の思いを発信したいと考え

た。

まず第1に、当時まだ理解が得られていなかった発

達障害やその傾向のある学生の障害特性を理解したう

えで、彼らの肯定的な面に注目し適切な対応をするこ

とで、可能性を伸ばすことができると言われているこ

とを伝えたいと考えた。

第2に、発達障害の学生への関わり方の基本姿勢は、

健康な学生への支援の在り方にも通じるものであるこ

とを周知したいと考えた。そこで、支援のポイントと

して、英国自閉症協会によるSPELLという関わり方

の基本姿勢を取り上げた。SPELLとは、枠組みをもっ

て対応するという構造化（StructureのS）、肯定的に

接すること（PositiveのP）、その人独自の考え方を受

け止める、共感すること（EmpathyのE）、ストレス

や不安を与えず低刺激を図ること（LowarousalのL）、

関わる多くの人・機関と連携すること（LinksのL）

の頭文字である。こうした関わり方の基本姿勢は、実

は学生支援の基本でもあるということを明記した。

3．3 課題

制作当時在学していたアスペルガー症候群やその傾

向のある学生とは学業面での問題がほとんどなかった

ことから、DVDの主眼は、彼らの特性や教職員側の

具体的な情報伝達方法の周知におかれていた。

当時はまだ限局性学習障害の学生は極めて少数派で

あったため、学習障害学生への支援を取り上げること

はなかった。学習に困難を感じる彼らの支援について

は、熱心な指導教員との関係性においてか、若しくは

熱心な指導教員に連れてこられた学生相談室において、

その人らしい進路を共に考え、思うように学べない悔

しさや不条理を聞くという形での支援として展開され

ていた。

4 昨今の学生支援の実情

上掲DVD制作から10年が経ち、コロナ禍以降、学

生からの相談内容も「心身健康」が増加し、ストレス

が身体化するケースがより顕著となってきた（佐藤・

渡邉，2022）。学生生活上のさまざまなリスク予防

（カルト問題やハラスメント防止）が求められ、学科

必修科目「スタートアップセミナー」参考テキストに

も改訂が加えられていった（中部大学人間力創成教育

院初年次教育プログラム編，2022）。コロナ禍の影響

もあってか、対人距離の持ち方の困難さからくる対人

関係の諸問題や自死の問題といった危機に直面する学

生の理解と対応の知識も必要となってきた。

また、学生相談室の利用者数、面接件数が10年前の

約2倍に増加し、教職員と親・家族を対象とするコン

サルテーション業務が全利用者数、全面接件数ともに

業務の約3割を占めることが常態化するようになって

きた（佐藤・渡邉，2022）。教職員が「気になる学生」

を見逃さず、丁寧な対応をしていることの裏付けでも

あるが、学生相談室の人的資源、マンパワーにも限界

がある。学生相談室から、教職員が学生対応の際に心

得ておくとよい点、留意点を可視化し発信することで、

より適切な支援に繋がるのではないかと考えた。

5『学生支援ハンドブックー学生の困ったに

効く21の提案』の制作理念：内容と課題

5．1 学生相談体制

2022年度の学生相談室は、専任カウンセラー2名と

専任事務職員1名、非常勤カウンセラー5名が週1日勤

務するという体制で運営されていた。本学の非常勤カ

ウンセラーは授業経験を有しており、非常勤講師とし

て採用されている。

冊子制作にあたり、学生相談室の構成員である5名

のカウンセラーに加えて、前職が学生相談部署であっ

た学部教員5名にも執筆を依頼した。授業担当者及び
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図３ DVD『アスペルガー症候群の学生を理解し

支援するために』ジャケット表紙・裏表紙



支援者としての経験を有するメンバーからの言葉を集

約した冊子となった。

5．2 理念

本学で『25の提案』が制作されて以降、大学生を対

象とした支援ハンドブックが全国の学生相談室で制作

されるようになった。18歳人口減少問題を背景に、多

様な学生を受け入れることになった大学で、学生支援

が大きな課題となったことの証左と言えよう。

『学生支援ハンドブック』では、巻頭に表記法につ

いての見解を記す必要があった。2022年度より民法改

正により成年年齢が18歳に引き下げられたことを受け

たことや、親のいない学生も在学していることから、

「保護者」「保証人」でなく「家族」という表記を用い

た。また、本学における学生支援に関する指針や対外

的広報では「障がい」が用いられているが、参考文献

や資料では「障害」が用いられていることが多く、表

記の混在による読みにくさを回避するために「障害」

で統一した。「聞く」「聴く」「きく」という様々な表

記法があり、文中では「聞く」で統一したが、「学生

の話をよく聞くことは教育的効果がある」という理念

からタイトルに「効く」という文字を用いた。

急激な社会情勢の変化を受け、学生支援が複雑化困

難化するなか、入学時から丁寧な支援が必要となる発

達障害学生支援や性的違和をはじめとする新しい人権、

ハラスメント防止、親対応といった視点が不可欠とな

り、改訂版においてはこれらの諸項目を盛り込む必要

があった（佐藤，2023b）。

4章構成で、「学生に寄り添うために」で理念を、

「学ぶ力を伸ばす」で学業支援を、「心の危機と向き合

う」「問題解決のために」で学生の心理的危機とその

対応を扱い、事例を精選した（図４）。

学生支援の最前線にいる教職員が欲する情報をいか

にわかりやすく伝えるかを考え、1項目を見開き2頁で

扱うこと、対人関係・対人支援は「絶対正解」が得難

い領域であるものの何らかの糸口・ヒントの提供とな

ること、視覚的にわかりやすく直感的に理解しやすい

ことを考慮した（図５）。

2019年に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する法律」（読書バリアフリー法）が制定され、障

害の有無に関わらず全ての国民が等しく読書を通じて

文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の

実現が求められている。学生相談室が制作する資料も、

文字の大きさやフォントなどの「読みやすさ」と、情

報提供の仕方が左右する「わかりやすさ」を軸に検討

が加えられた。

配色は、黒を基調にオレンジ色を用いた二色刷りと

した。強い印象を持つフォントであるゴシック体で繊

細な内容を表記した。

ケース1では、「学生が相談に来たとき」の対応を示

している。「『自分の話をちゃんと聞いてもらえた』

と学生が納得しその後の成長につながるような対応が

したいのですが、どうしたらよいのでしょうか」とい

う質問が記され、対応ポイントを太字のオレンジ色で

明記している。時間に余裕がないときや内容を概観し

たいときに、太字部分を読むことでヒントが得られる

ようレイアウトされた。

『アスペルガーDVD』で、発達障害やその傾向の

ある学生に対して、図示したり可視化したりすると情

報伝達がしやすくなる旨を記したが、『学生支援ハン

ドブック』でも学内連携の手順をチャートにして掲載

した。学生支援課と合理的配慮の申請窓口を有する学

生支援部署スタッフの現場の経験値をもとにチャート

が制作された（図６）。

ハンドブック制作から考えるこれからの学生支援

―75―

図４ 『学生支援ハンドブック』目次

CACASESE

C
hapter 1 01

●「共感と要約」で対応し一緒に考える姿勢を示す

●目の前の学生をありのままに受容し変化をサポートする

●時間の設定をする

●経過を見守る

Answer

「自分の話をちゃんと聞いてもらえた」と学生が納得し、
その後の成長につながるような対応がしたいのですが、ど
うしたらよいのでしょうか。

Quest ion

6 7

目の前の学生をありのままに受容し変化をサポートする
共感は、ゴールではありません。共感は、学生がこれからその課題に向き合いどのよう

に乗り越えていくのかを一緒に考える上での基盤となるものです。学生のありのままの現

状を認識した上で具体的な対応について考え、伝えていきましょう。学生の理解度や状況

に応じて適切な言葉を選び、表情や反応から伝わっていないと感じられた時には話し方を

柔軟に変えていきましょう。

「わかりましたか」と尋ねるよりも「ここまでのところで確認したい部分はありますか」

といった具体的な聞き方や、図示するなどの情報の視覚化も学生の理解の助けになるよう

です。

時間の設定をする
面談の開始時に何時まで（何分くらい）時間が取れるかを伝えておくと、学生も安心し

て話せるようです。授業の直前や夜遅い時間帯などに急に相談にやってくる学生もいます。

そうした場合には、じっくり話を聞きたい気持ちを伝え、次に会う約束をしましょう。

緊急性が高い場合や相談を受けた人がひとりで抱えるには重すぎる場合には、本人の了

解を得て他の教職員と連携して支えていきたいと思っていることを伝えてください。

経過を見守る
直ぐに問題が解決しないときには「一緒に考えていけたらと思うのでまた〇日後に来て

いただけたらと思いますが、いかがですか」と伝えてみましょう。次の約束は学生の安心

に繋がります。面談終了後も普段の学生の様子を見守っていただければと思います。

学生が相談に来たとき

うまく伝えられるだろうか、否定されないだろうかなど、学生が教職員に相談すること

は勇気がいるものです。そのようななか、自主的に相談に来たり呼出しに応じたりした学

生には話しやすい雰囲気で接したいものです。「よく来てくれましたね」という労いの言

葉や「雨が続きますね。寒くないですか」という挨拶はよい雰囲気作りになるようです。

「共感と要約」で対応し一緒に考える姿勢を示す
相談の時間は、学生にとって自分自身のことを静かに考える貴重な機会でもあります。

この学生は何を伝えたいと思っているのか、困っているのか、焦っているのか、途方に暮

れているのか、どのような気持ちなのかと相手の胸の内を考えながら聞いていきましょう。

言葉だけでなく、語られる表情、声、視線、姿勢も学生を理解するのに役立ちます。

話を聞きたい、一緒に具体的に考えていきたいと思っていることがきちんと学生に伝わ

る面談を心がけたいところです。途中で色々言いたくなる気持ちは一旦横におき、まずは

話を遮らず否定せずに最後まで聞いてください。聞き手側の表情、声、視線、姿勢も重要

です。腕を組んだり、足を組んだり、ふんぞり返ったりした姿勢は相手に威圧感を与え、

話す意欲を低下させてしまうので注意が必要です。

相槌を打ったり頷いたり、聞いた言葉を繰り返したりしながら一通り話を聞いた後に、

「〇〇ということなのですね」と要約して伝えてください。わかってもらえた、共感して

もらえてほっとしたという体験が困難を乗り越えていく学生の力になるかと思います。

図５ 『学生支援ハンドブック』レイアウト



冊子のもつ五感情報にも臨床的な意味があり、大切

にしたいと考えた。そこで、冊子の表紙絵制作は、

2017年に本学で開催された日本学生相談学会第35回大

会（大会委員長桐山雅子名誉教授）のプログラム及び

論文抄録集表紙イラストを担当した芸術療法を専門と

する南山大学人文学部心理学科教員伊東留美氏に依頼

した。

分担執筆者および学生相談室事務スタッフに対して、

『「私にとって、学生相談室はこんな場所です」という

皆さまのイメージを「もの」「かたち」「いろ」などで

教えてください』との質問項目が課された（伊東，

2023）。学生相談室から連想されるイメージが、「こと

ば」もしくは「ことばの補助的表現としてのイラスト」

として求められ、集められた素材から表紙絵デザイン

が完成した（図７）。日常から暫し離れて「自分の持

つ学生相談のイメージとはどういうものなのか」をイ

メージする時間は、芸術療法的な時間であったと言え

よう。

表紙絵はパステルを用いた柔らかなタッチで描かれ、

印刷会社のイラストレーターがタイトルの「ハンドブッ

ク」から連想したミシン目の入ったフックが描かれ、

生命を育む大地、基盤となる土壌、土をイメージした

茶色が用いられた。紙媒体に記されたメッセージを挟

み込む表紙両面は優しく穏やかな印象に仕上げること

で、ゴシック体を黒とオレンジの二色刷りで表記する

メッセージ性の強さとのバランスを取りたいという思

いは、表紙の完成によって達成された。

6 考察

中部大学学生相談室が教職員を対象に学生支援のた

めに制作してきた2冊のハンドブックとDVDを、その

制作過程と内容の変遷の軸から検討したところ、学生

層の多様化だけでなく、制作時の学生支援体制、学生

支援に対する学内理解度、大学教育への社会からの期

待が関連していることが考察された。

『学生支援ハンドブック』の内容は、『25の提案』

で扱われた健康な学生を含む学生支援の一般から、発

達障害やその傾向のある学生の理解と支援のために制

作された『アスペルガーDVD』を経て、より多様な

学生対応に言及する内容へと変遷を遂げてきている。

今後、高大連携、入学前教育強化の要請から、入学

前の進学予定高校生や、リスキリング拠点の大学とし

て社会人・高齢学生、留学生へと支援対象の拡大が推

測される。また、IT技術革新により「学びの意義」

も受け入れる学生も多様化が進むことが見込まれる。

家族の在り方・役割も大きく変化しつつ、大学生の子

どもを持つ親・家族を対象としたハンドブック制作を

要望する声さえある。

教職員側の多様性が進む可能性も考えられる。「視

覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読

書バリアフリー法）」（2019年制定）に基づいて、学生

相談室から発信される情報も伝達方法のバリアフリー

化が期待されることが推察された。

新しい人権といった法律面の変化だけでなく、これ

までにない急速な変化を受けて、新しい体験や新しい

感覚を持つ若者が大学に入学することになろう。個々

の学生のもつ特性や独自性を汲み取りながら、学生の

心理的成長の促進を可能にする学生支援の在り方を模

索し発信していくことが強く求められている。
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FutureStudentSupportfrom theHandbookProduction

SATO Eri＊1

＊1 Professor,StudentCounselingRoom,ChubuUniversity

Abstract

ChubuUniversity'sStudentCounselingRoom hasproducedtwohandbooks

and a DVD forstudentsupportforfaculty and staff.Theprocessof

productionandchangesinthecontentsofthehandbooksandDVD were

examined,and itwas inferred thatthey are related notonly to the

diversificationofthestudentpopulation,butalsotothestudentsupport

system atthetimeofproduction,thelevelofunderstanding ofstudent

support within the university,and societalexpectations of university

education.Inthefuture,itispredictedthatsociety'sdemandsforuniversity

education will diversify, such as strengthening pre-entrance education

throughhighschool-universitycooperationandtheroleofuniversitiesas

reskillingcenters,anditisspeculatedthatthescopeofsupportwillexpand

to include prospective high schoolstudents,working students,elderly

students,andinternationalstudents.Theroleofthefamilywillalsoundergo

a transformation,and a handbook targeting parentsand familieswith

children ofcollegestudentsmay becomenecessary.Thediversity on the

faculty and staffsidemay increase,and itmay beexpected thatthe

informationtransmittedbytheStudentCounselingRoom willalsobecome

barrier-freeinthewayitiscommunicated.

Keywords

StudentCounseling,StudentSupportHandbook,UniversityEducation,Diversity
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1 はじめに

英語運用能力を測る代表的な試験には、実用英語技

能検定（英検）、TOEIC� Tests1）、TOEFL� iBT2）、

TOEFL� ITP、IELTS3）、CASEC4）などがある。こ

のなかで、学生にとって最も知られているのは英検だ

ろう。英検は一次試験（リーディング・リスニング・

ライティング）と二次試験（スピーキング）とに分か

れており、一次試験の合格者が二次試験を受験するこ

とができる5）。

TOEIC� TestsにはListening& ReadingTestと

Speaking& WritingTestsがある。この2つの試験

を受けることで、英語の4技能を測ることができる。

それぞれのテストの詳細については次節で触れる。

TOEFL� iBTが4技能を測る試験であるのに対し、

TOEFL� ITPはリーディングとリスニングの試験で

ある。IELTSもTOEFL� iBTと同じく、4技能を測

る試験である。TOEFL� iBT同様、高等教育機関で

必要となる英語運用能力を測るアカデミック・モジュー

ルのほか、日常生活で使用する実践的な英語力を測る

ジェネラル・トレーニング・モジュールがある。

CASECはリスニングとリーディングの試験である。

こうした英語資格試験のなか、英語英米文化学科で

は、学生の英語運用能力を定期的に測定する試験とし

てTOEIC� Listening&ReadingTest（以下 TOEIC

L&R）を採用し、4年間で6回受験させている。この

試験は、比較的安価であり、合否ではなくスコアが示

されるため、英語力を定期的に確認するのに適した試

験だといえる。

ただし、4技能のうち測定できるのはリスニング力と

リーディング力のみである。そこで、今回は学生の英

語発信力を評価するため、2022年度・2023年度の岩手

県立大学主催「復興防災学習プログラム」に参加（予

定）の学生を主な対象として、TOEIC� Speaking&

Writing（以下 TOEICS&W）を実施した。以下で

は、2022年度から2023年度にかけて実施したTOEIC

L&Rのスコア分布とTOEICS&Wのスコアを示す。

また、TOEICL&Rとフレッシュマンテストの平均

点を比較し、両者の傾向が類似していることを指摘す

る。

2 TOEIC� Testsについて

一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会

（The Institute for International Business

Communication;以下IIBC）が実施するTOEIC�

Testsには2種類のテストがある。1つは、「聞く・読む

力を測る」テストであり、もう1つは「話す・書く力

を測る」テストである。「聞く・読む力を測る」テス

トがTOEICL&Rであり、「話す・書く力を測る」テ

ストがTOEICS&Wである。これら2つのテストは、

「日常生活やグローバルビジネスにおける活きた英語

の力を測定する、世界共通のテスト」（IIBC,2023,

p.2）とされている。これら2つのテストを組み合わせ

ることで、英語4技能の実力を測ることができる。

2．1 TOEICL&Rの概要

TOEIC L&RはListeningとReadingのテストであ

る。問題数はそれぞれ100問、試験時間はListeningが

約45分、Readingが75分、合計約120分である。テス

トの形式はマークシート方式である。スコアの範囲は、

Listening・Readingともに、5点から495点まで5点刻

みで示され、トータルスコアは10点から990点である6）。

受験料は、公開テストが7,810円（税込：以下の受

験料は全て税込価格）であるのに対し、IPテストで

は団体特別受験制度により、4,230円で受験できる。

さらに、賛助会員に登録している団体では、3,130円

で受験可能である7）。

次節で説明するTOEICS&Wとは異なり、TOEIC

L&RではListeningとReadingの両方のテストを受験

する必要がある。

TOEICL&Rのスコアによるコミュニケーション能

―79―

＊1 人文学部英語英米文化学科 教授

＊2 人文学部英語英米文化学科 准教授

TOEIC� Testsによる学生の英語発信力の評価について

柳 朋宏＊1・キング グレゴリー＊1・ローレンス デービット＊2

キーワード

TOEICS&W、TOEICL&R、英語発信力、英語運用能力



力レベルとの相関は、IIBCの公開資料によれば、表

１のように述べられている8）。

2．2 TOEICS&Wの概要

TOEIC S&WはSpeakingとWritingのテストであ

る。前述のTOEICL&Rとは異なり、団体受験制度で

はSpeakingのみ、Writingのみの受験も可能である9）。

ただし、両方を受験する場合はSpeakingとWriting

を続けて受験する必要があり、途中で中断したり、分

けて受験したりすることはできない。

Speakingの問題数は11問、試験時間は約20分であ

り、Writingの問題数は8問、試験時間は約60分であ

る。どちらのテストもオンラインで行われ、受験者は

コンピュータ上で音声を吹き込み、英文を入力するこ

とで解答する。スコアの範囲は、Speaking・Writing

ともに、0点から200点まで10点刻みで示される10）。

受験する際は、試験開始までにアカウントの登録が

必要である。受験期間内であれば、登録した受験者が

一斉に試験を受ける必要はなく、自宅での受験も可能

である。ただし、自宅で受験する場合は、システム上

のトラブルなどが発生した際、各自の責任で対処する

ことになる。

受験料は、公開テストの場合、SpeakingとWriting

を合わせて10,450円である。IPテストの場合は、団体

特別受験制度適用により、SpeakingとWritingを合

わせて9,215円となる。賛助会員に登録している団体

では、8,115円で受験することができる。また、

Speakingのみ、もしくはWiringのみの場合は、それ

ぞれの受験料は6,285円である（賛助会員の場合は、

5,185円）。

2．3 TOEICS&W実施における課題

本節では、これまでTOEICS&Wを3回実施したな

かで直面した課題について述べる。まずは受験料につ

いて、TOEICL&RがIPテストであれば、賛助会員

による割引価格の3,000円程度で受験できる。これに

対し、TOEICS&WはIPテストで、賛助会員による

割引価格を適用しても、その倍以上の8,000円程度が

必要である。定期的に英語発信力を評価するには、い

ささか高額である。

次に受験環境について、十分な広さがある教室と受

験者数分のコンピュータとヘッドセットを準備する必

要がある。密閉型のヘッドセットを使用しても、周り

の受験者の発声を完全に遮断するのは難しい。今回は

少人数で実施し、隣との距離も十分空けていたが、人

によっては、周りの受験者の解答する声が気になった

ものもいた。

システム上のエラーも大きな課題である。今回3回

実施した中で、初回と3回目で、システムエラーが数

回発生した。そのため、Speakingの解答をやり直す

ことが複数の受験者でそれぞれ複数回生じた。コンピュー

タにシステムエラーはつきものであり、対処すること

も容易ではあるが、ほぼ解答が終わった段階でのやり

直しは、受験者の意欲をそぐことにもつながる。また、

採点対象は最後の解答（エラーが生じず完了した解答）

のため、途中の解答の方が優れていたとしても、採点

の対象とはならない。

3 スコアの分布

3．1 TOEICL&Rのスコア分布

本節では2022年12月に実施したTOEICL&Rについ

て述べる。テストの結果を表２に示す。受験者は英語

英米文化学科に所属する全学年の学生で、欠席者を除

き233名が受験した。表２のスコア分布をグラフにし

たものが図１である。
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表１ TOEICスコアとコミュニケーション能力レベル

との相関表

表２ TOEICL&Rのスコア分布



今回の最高点は915点（これまでの最高点は970点）、

平均点は459.2点、中央値は445点であった。表１で示

したTOEICスコアとコミュニケーション能力レベル

との相関表において、レベルAの学生は2名、レベル

Bの学生は19名であった。

3．2 TOEICS&Wのスコア分布

本節では、2022年度に2回、2023年度春学期に1回実

施したTOEICS&Wのスコア分布を示す。1回目は、

2022年9月に、2回目は2023年1月に、3回目は2023年7

月に、それぞれ実施した。受験者数は、第1回が6名、

第2回が11名、第3回が6名であった。それぞれの実施

回で受験者数が異なるが、表３から表５では、同一の

受験者については同じ記号をつけている。

受験者は、2022年度もしくは2023年度に岩手県立大

学主催「復興防災学習プログラム」に参加（予定）の

学生のほか、TOEICL&Rの高得点者の中から留学経

験と英検・TOEFL�・IELTSの受験経験を考慮して、

数名を抽出した。

IIBC（2022,p.11）によれば、大学生の平均スコア

は、Speakingが129.0点、Writingが142.6点である。

表３・表４・表５から、今回の受験者の多くは、大学

生の平均スコアよりも高いスコアを得たことがわかる。

Speaking・Writingのそれぞれの実施回における

最高点は表６のとおりである。

3．3 TOEICL&RとTOEICS&Wのスコア

本節では、2023年1月に実施した2回目のTOEIC

S&Wを受験した学生について、TOEIC S&Wと

TOEIC� Testsによる学生の英語発信力の評価について
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図１ TOEICL&Rのスコア分布

表３ 第1回TOEICS&Wのスコア

表４ 第2回TOEICS&Wのスコア

表５ 第3回TOEICS&Wのスコア

表６ TOEICS&Wの最高点



TOEIC L&Rのスコアを比較する。2回目のTOEIC

S&Wを受験したのは11名だが、このうち、2022年

12月にTOEICL&Rを受験したのは10名であった。

それぞれの受験者のListening（L）、Reading（R）、

Speaking（S）、Writing（W）のスコアを表７に示す。

表中のTはTOEICL&Rのトータルスコアを示してい

る。

受験者の各スキルにおける習熟度を確認するため、

IIBCが公開しているTOEIC� Program各テストス

コアとCEFRとの対照表を表８に示す11）。CEFRとは

CommonEuropeanFrameworkofReferencefor

Languages（ヨーロッパ言語共通参照枠）の略称で、

ヨーロッパで作成された外国語学習の習熟度を示すガ

イドラインとして広く用いられているものである。

CEFRの、C1はProficientUser（熟達した言語使

用者）、B2・B1はIndependentUser（自立した言語

使用者）、A2・A1はBasicUser（基礎段階の言語使

用者）をそれぞれ表している。

4技能全てにおいてC1に達している学生はいなかっ

たが、学生CはWritingでC1の基準に達していた。今

回、TOEICS&Wの受験者をTOEICL&Rの高得点

者から選抜したこともあり、表７と表８を比べると、

ほとんどの受験者が、4技能のそれぞれにおいて、B2・

B1の基準に達していたことがわかる。

4 フレッシュマンテストとの比較

本節では、本学が新入生対象に実施しているフレッ

シュマンテストの得点分布とTOEICL&Rのスコア分

布を比較する。フレッシュマンテストは通常入学時に

実施している。一方、英語英米文化学科で実施してい

る1年生対象のTOEICL&Rは例年4月中旬に行うが、

2020年度はコロナ禍のため9月下旬に実施した。2020

年度については、フレッシュマンテストとTOEIC

L&Rの実施時期は異なるが、そのほかの年度につい

ては、ほぼ同じ時期に新入生は受験している。

フレッシュマンテストの得点分布を表９に、そのグ

ラフを図２にそれぞれ示す。

中部大学教育研究 No.23（2023）

―82―

表７ TOEICL&RとTOEICS&Wのスコア

表８ TOEIC� Programの各テストスコアと

CEFRとの対照表

表９ フレッシュマンテストの得点分布（人）12）

図２ フレッシュマンテストの得点分布



図２のグラフから、高得点者層（71－100点）は、

2020年度から2022年度にかけて徐々に減少したが、

2023年度では増加したことがわかる。一方、低得点者

層（21－50点）は、2021年度において減少したが、

2022年度、2023年度でやや増加した。中得点者層（51－

70点）は、2021年度に増加し、その後は2023年度にか

けて減少傾向であったことがわかる。

次に、TOEICL&Rのスコア分布を表10に、そのグ

ラフを図３にそれぞれ示す。

図３のグラフから、中得点者層（305－500点）は

2021年度で増加したが、2022年度で減少し、2023年度

でやや増加したことがわかる。低得点者層（－300点）

は、2022年度に増加しているが、そのほかの年度では

ほぼ同じ割合であることがわかる。

最後にフレッシュマンテスト（FT）とTOEICL&R

の平均点を比較する。それぞれの平均点を表11に示す。

フレッシュマンテストとTOEICL&Rの平均点を比

べてみると、おおよその傾向は同じであることがわか

る。2020年度と2021年度では平均点の変化はあまりみ

られないが、2022年度では、フレッシュマンテストも

TOEICL&Rも平均点が下がっている。一方、2023年

度では、どちらのテストでも平均点が上昇している。

2020年度と2023年度で比べると、平均点は下がって

いることがわかる。ただし、2017年度、2018年度、

2019年度のTOEICL&Rの平均点（表12）と比べてみ

ると、2023年度の平均点の方が高いことがわかる。
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注

1）TOEICはTest OfEnglish for International

Communicationの略称である。

2）TOEFLはTestofEnglishasaForeignLanguage

の略称である。InternetBasedTesting（iBT）と

InstitutionalTestProgram（ITP）の2種類がある

が、正式なスコアとして認められるのはiBTのみで

ある。

3）IELTSはInternationalEnglishLanguageTesting

Systemの略称である。

4）CASECはComputerizedAssessmentSystem for

EnglishCommunicationの略称である。

5）ここで示したものは英検（従来型）とよばれるも

のである。1級、準1級、2級、準2級、3級、4級、5

級の7つの級に分かれている。このうち、4級、5級

にはライティングは含まれておらず、任意でスピー

キングテストを受験することができ、スピーキング

テストは級判定には影響しない。

TOEIC� Testsによる学生の英語発信力の評価について
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図３ 入学時におけるTOEICL&Rのスコア分布

表10 入学時におけるTOEICL&Rのスコア分布（人）

表11 フレッシュマンテストとTOEICL&Rの

平均点の比較

表12 TOEICL&Rの平均点の比較



従来型英検のほか、準1級から3級には英検S-CBT

とよばれる試験があり、スピーキング、リスニング、

リーディング、ライティングを1日で測ることがで

きる。詳細については英検のサイトを参照。

https://www.eiken.or.jp/s-cbt/

（最終アクセス日：2023年9月20日）

6）団体向けプログラムにはTOEICL&R IPテスト

（オンライン）も用意されている。IPテスト（オン

ライン）の試験時間はListeningが約25分、Reading

が37分と短縮されている。問題数はどちらも45問で

ある。IPテスト（オンライン）は24時間いつでも

どこでも受験でき、テスト終了後、その場でスコア

を確認することができるのが特徴である。

7）受験料はいずれも本稿執筆時のものである。

TOEICS&Wの受験料についても同様である。

8）関連する資料は以下のページから入手可能。

https://www.iibc-global.org/toeic/official_data/

lr.html（最終アクセス日：2023年9月20日）

9）公開テストではSpeakingのみ単独で受験可能であ

る。受験料は6,930円である。

10）Speaking・Writingのスコアレンジ別評価一覧

表は紙幅の都合上割愛する。詳細は以下のページを

参照のこと。https://www.iibc-global.org/toeic/

test/sw/guide04/score01/descriptor.html

（最終アクセス日：2023年9月20日）

11）対照表は以下のページで公開されている。

https://www.iibc-global.org/toeic/official_data/

toeic_cefr.html（最終アクセス日：2023年9月20日）

12）大学IR推進課提供「フレッシュマンテスト結果

分析サイト」に基づき作成。
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ＦＤ活動報告

中部大学『魅力ある授業づくり』５年間の取り組みを振り返って

－2018年度から2022年度の実践と振り返り－

2008年４月に本学FD活動重点目標『魅力ある授業づくり』を掲げて15年が経過した。全学的なFD

活動については、2013年、2018年に本学FD・SD委員会（委員長：学長）の専門委員会であるFD活

動評価点検委員会が5年間にわたる取り組みをまとめ公表した。

本報告書は、2018年度以降の５年間のFD活動を振り返る続編で、2023年11月にホームページ上にて

公表したものである。

中部大学 FD・SD活動推進に関する主な出来事＜記録＞

本資料は、全学的なFD・SD活動のうち、主にFD企画や諸制度、FD関連の掲載記事等をFD・SD活

動の推進部署である大学企画室高等教育推進部が記録としてまとめたものである。

前回の『中部大学教育研究,No.18』での公表と同様に、2018年４月から2023年10月までの活動をこ

こに掲載する。





中部大学『魅力ある授業づくり』

５年間の取り組みを振り返って

－2018年度から2022年度の実践と振り返り－

１．本報告書について

２．2018年度以降の全学FD活動重点目標『魅力ある授業づくり』の推進

３．2018年度以降のFD活動の検証

４．今後の全学FD活動重点目標『魅力ある授業づくり』への

取り組みに向けた課題と展開
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中部大学 FD活動評価点検委員会



中部大学『魅力ある授業づくり』５年間の取り組みを振り返って

―2018年度から2022年度の実践と振り返り―

1．本報告書について

『魅力ある授業づくり』とは本学のFD活動における重点目標である。この重点目標は、2007

年度のFD委員会（2019年度よりFD・SD委員会へ名称変更）において検討が始まり、2008年４

月に正式に制定された。その後、当該目標の下に実施された全学的なFD活動について５年ごと

に評価・点検が為され、その詳細が2013年および2018年にそれぞれ報告書としてまとめられた1，2。

本報告書は、前回の振り返り以降の５年間（2018年度から2022年度まで）におけるFD活動の評

価・点検内容を総括し、今後の方向性を見出すことを目的としてまとめられたものである。

なお、この重点目標『魅力ある授業づくり』は制定当初は５年間継続することを目安としてい

たが、2012年11月に開催したFD委員会において、2013年度以降も引き続き目標とすることが決

まった。同時に、その意図するところをより明確に学内外に広く提示することが望ましいとして、

以下の枠内の通り定めた内容を2013年度より公示している。

２．2018年度以降の全学FD活動重点目標『魅力ある授業づくり』の推進

2018年度以降の全学FD活動を振り返った際に、まずは社会全体に大きな影響をもたらしたコ

ロナ禍について触れざるを得ない。2013年以降、本学では質および量ともに充実したFD活動を

展開してきたが、2020年の春に突如として発生した新型コロナウイルスの感染拡大により、様々

な活動の中止や延期が相次いだ。例えば、2020年度春学期には学生による授業評価が中止になっ

たほか、FD・SD講演会の開催中止や、授業サロンおよび全学公開授業の募集停止等、特に対面

型の活動が大きな制約を受けた。

その一方で、ICT技術を活用した遠隔授業が教職員や学生間に広く浸透したことを反映して、

それらの技術の活用がFD活動においても新たな活路を開いた。特に新型コロナウイルスが猛威

を振るった2020～2021年度にかけては、遠隔授業の事例を紹介したFDカフェの開催や、オンラ

インツールの利用方法の詳細を説明したキャリアアッププログラムが開催される等、遠隔授業そ

のものを題材とした企画が数多く開催された。その後、社会活動の正常化に伴い、授業サロンや

全学公開授業等の対面型イベントも定期的に開催されるようになり、2022年度のFD活動件数は

コロナ禍以前を上回る水準にまで達した。ただし、当該年度においても内容によっては、オンラ

イン、オンデマンド形式やハイブリッド形式を採用する等、柔軟な運営方法がとられており、一

部の企画ではこのことが参加者増につながっている。このようにコロナ禍が本学のFD活動に与

えた影響は功罪ともにあったと言えよう。
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『魅力ある授業づくり』は、学生と教員が協同して行うものです。

魅力ある授業・・（学生にとって）興味を持って聴ける授業、将来において役立つ授業

（教員にとって）学生の成長を実感できる授業、学生から感化を受ける授業

授業づくり・・・（学生が目指す）自主的に学ぶ態度、知識・技術の修得

（教員が目指す）授業改善、授業スキルアップ

（学生と教員が目指す）双方向のコミュニケーション



さらに、この５年間における本学FD活動の特徴として学外との連携強化も上げられる。特に、

本学が2012年に加盟した全国私立大学FD連携フォーラム（略称JPFF）では地域担当幹事校

（2020年６月より）、さらには代表幹事校（2021年６月～2022年６月）を担当した。このフォーラ

ムは、中規模以上の私立大学間でのFD分野における連携を目的として、2008年に発足されたも

のである。特に2021～2022年度において本学は代表幹事校として、各種委員会活動はもとよりミー

ティングや懇談会企画等の大学間での情報交換や人的交流を志向した活動を行った。これらの活

動を通じて得られた経験や情報は本学のFD活動へ還元され、それらの内容のより一層の充実に

資することとなった。

以下に『魅力ある授業づくり』の推進に関する組織や取り組みについて項目別に記す。

１）本学のFD活動組織体制

図１のように、学長を委員長とした全学FD・SD委員会のもと、各学部FD委員会および各

学科組織があり、全学体制のFD活動WGが中心となって種々の検討を行っている。また、教

育活動顕彰審査選考委員会やFD活動評価点検委員会が組織されており、FD活動の内容につい

て評価できる体制が整っている。主管部署として、大学企画室高等教育推進部がFD活動の推

進・支援を行っている。全学FD・SD委員会により企画・開催されるFDプログラムは、大学

教育を支援する職員のSDプログラムとしても機能しており、職員も教員と共に参加すること

で自らの職務遂行上の資質向上に役立てている。

また、「大学設置基準等の一部を改正する省令」が2017年４月１日から施行され、SD（Staff

Development）が義務化されたことを受けて、本学の教員・職員のキャリア形成を図る組織的

な取り組みを推進するため、2019年度に全学FD委員会を全学FD・SD委員会に再編し、その

専門委員会としてSD活動WGを新たに設置した。

FD・SD委員会：本学のFD・SD活動全般について、学長を委員長として審議、検討をする。

FD活動WG ：FD・SD委員会の専門委員会として、学部代表のFD委員を中心に主に全学

的な活動を企画する。

SD活動WG ：FD・SD委員会の専門委員会として、SD活動の全学的な推進を図る。

FD活動評価点検委員会：本学のFD活動全般について、第三者的な立場にたって評価点検をする。
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図１ 中部大学のFD・SD活動組織図



教育活動顕彰審査選考委員会：教育活動顕彰制度に係る重要事項、および受賞者の審査、選考

する。

ジャーナル編集委員会：FD・SD委員会の専門委員会として、高等教育（大学教育）全般に関

する研究成果、および本学での教育に関する分析研究、実践報告等を

学内外に発表するために『中部大学教育研究』を発行する。

２）教員個人における教育活動の評価点検

本学では「教員活動重点目標・自己評価シート」において、全ての教員が年度当初に教育活

動に関する重点目標を立て、年度末に自己評価を行っている。内部質保証の観点から、教育の

みならず研究、社会貢献、学内行政等についてもそれぞれの活動について評価・点検の実施、

改善向上が求められており、「教員活動重点目標・自己評価シート」では、大学教員としての

４つの責務（教育・研究・社会貢献・学内行政）についても、それぞれ自己評価を実施してい

る。なお、目標設定後および自己評価後は、同シートを学部長、学長が点検し、組織のFD活

動に役立てている。

2018年度からは、大学設置基準上で教員と区分される助手（教育・研究の補助を主たる職務

とする）も対象とし、これを機に全学部共通のレイアウトに変更した。

３）Webを利用した授業評価

① Webを利用した「学生による授業評価」「教員による授業自己評価」

授業評価は、各学期末に原則として学部対象の全ての授業科目において「学生による授業

評価」をWebを利用して共通設問で実施している。設問は、授業形態にかかわらず同じ選

択形式の設問を８問（他に学生自身の状況を問う設問を２問）、加えて自由記述欄を設けて

いる。教員が担当したすべての授業（複数担当による授業を含む）を振り返って回答する

「教員による授業自己評価」では、教員はこれらの回答結果を総合的に分析して、自由記述

のまとめを含む教員からのコメントを学内に公開している。授業評価の結果は、今後の授業

改善のための資料として、また、教員を対象とした教育活動顕彰制度のポイントとしても活

用している。

2019年度から、10年続けてきた授業評価項目について変更し、「シラバス」に関する設問

を設定した。なお、2020年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止に鑑み、春学期はほとん

どの授業が遠隔中心とした実施となり、対面授業を想定した設問項目は実態と乖離があるた

め、春学期は授業評価の実施を中止することになった。秋学期からは遠隔・対面授業双方に

対応できるよう、設問内容の一部の修正および補足説明の追記を行ったうえで実施した。

回答結果には、新型コロナウイルス感染拡大を境に大きな変化がみられた。いずれの項目

の回答率も大幅に改善していた。これは遠隔授業に切り替わったことにより、教員、学生双

方にWebへの依存度が高まったこと、不慣れな授業形態への不安や不満等が影響している

と考えられる。一方で、遠隔授業の教育効果が授業評価を押し上げたことがコメント等から

推察された。新型コロナウイルス感染拡大により社会全体のオンライン化の流れが進み、大

学の授業形態にも影響を及ぼした。今後の大学の授業のあり方を再検討しなければならいこ

とを示唆している。

② 授業改善アンケート「Cumoc（キューモ）」システムの提供

「Cumoc（キューモ）：ChubuUniversityMobileClicker」は、スマートフォンや携
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帯電話を活用して、授業中に学生の反応を瞬時に把握できる本学独自のクリッカーシステム

である。

クリッカーは、授業を双方向対話型にするために受講者からアンケートや回答をリアルタ

イムに回収、結果を公表できる仕組みである。「Cumoc」を用いた授業の運用方法は、教員

や授業形態により様々であるが、その回答結果に基づいて授業進度等をその場で随時見直し

できることや、ティーブレイク的な使い方により受講生の緊張感を持続させる効果、また受

講生の授業への参加意識を高める効果を狙う等の多様な活用法があり、双方向授業を構成す

るツールの一つとして展開してきている。

中部大学独自の非常に有効なクリッカーではあるが、新型コロナウイルス感染拡大に伴う

遠隔授業への切り替えをきっかけに、GoogleClassroomやGoogleForms等、同様の機能

を有するソフトウェアを使用する教員も多くなり、Cumocの使用頻度は下がってきている

ことも事実である。今後の授業での使用に関する動向を注視する必要がある。

４）「授業サロン」の実施

「授業サロン」は、学部間を越えた教員（５人）による互いの授業見学に基づいた意見交換

会である。

この企画の参加者は、互いの授業見学を材料として、授業の考え方、学生の反応、問題点、

工夫、改善案等について、情報交換・意見交換を通じ、教育上における問題対応策や様々なケー

スにおける授業改善のヒントを見出すことが目的である。また、この「授業サロン」は、参加

者による学部を超えた教員のFDネットワークを広げることにも繋がっている。本企画は毎学

期１～２グループを運営している。

2020年度春学期・秋学期は、新型コロナウイルス感染症対策のため、急遽、遠隔授業が導入

され、学生への配慮や教員の遠隔授業への切り替え対応を優先させる等の理由から「授業サロ

ン」の募集を中止した。2021年度からは再度募集を開始したが、秋学期に１件のみとなった。

授業を取り巻く環境が新型コロナウイルス感染拡大に伴って大きく変化していることが影響し

ていると考えられるが、授業技術向上のためには有効な方法であるため、今後も継続して開催

できるように募集システム等も検討していく。

５）「全学公開授業」の実施

「全学公開授業」は、授業（１コマ90分１回）を公開し、本学教職員が見学することを通じ

て、授業改善に活かしていくという企画である。具体的には、授業の公開を希望する教員を講

師として募り、公開日を調整した後に、当該授業の授業紹介シートを公表して授業見学者を募

る。見学者は教員に限らず、見学後に授業見学コメントシートを記入し、授業担当者にフィー

ドバックするという仕組みである。

2020年度春学期は「授業サロン」と同様、新型コロナウイルス感染症対策のため「全学公開

授業」の募集を中止した。2020年度秋学期に再開し１件実施、2021年度は３件実施した。遠隔

授業と対面授業の両方を対面で見学した。授業サロン同様に授業技術を向上するためには有効
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表１．授業改善アンケート「Cumoc（キューモ）」の利用件数

2018 2019 2020 2021 2022

160 135 103 104 192



な方法であるため、実状に合わせて遠隔授業、対面授業のいずれでも対応していく。

６）「FDフォーラム、FD・SD講演会、FD・SD研修会」の開催

「FDフォーラム」と「FD・SD講演会」は、高大接続やハラスメント、合理的配慮、新課

程入試等をテーマに、高等教育機関として時機を逸しない、教職員にとって関心が高いテーマ

を取り上げて開催している。

2018年度以降の５年間で様々なテーマをとりあげてきた。「FDフォーラム」はコロナ禍もあ

り開催が出来なかったが、「FD・SD講演会」は12回開催している。

2022年度にはFD・SD研修会をSD（StaffDevelopment）研修の機会として位置づけ、「ハ

ラスメント」をテーマに開催した。専任教職員の参加率は70％であった。今後も、時節の問題

点をテーマとして取り上げていく。

７）「キャリアアッププログラム」の開催

「キャリアアッププログラム」は、多様化する学生や教育方法に対して教員が知るべき知識

や技術を修得できるように少人数で実践的なワークショッププログラムとして実施している。

テーマも多岐にわたり教員にとって関心が高いテーマを取り上げて開催し同じ内容のプログラ

ムも定期的に開催している。同プログラムは、SDプログラムの一環として職員の参加者が多

く、本学FD推進における教職協働にも繋がっている。

2018年度から５年間で「授業デザイン（シラバスの書き方、授業の進め方、授業内容、マイ

クロティーチング等）」９回、「授業技術・運営（話し方、板書、ノートの取らせ方等）」34回、

「ICT（情報通信技術）」17回、「学生への応対（私語対策、ほめ方、叱り方、謝り方等）」13回

等、延べ73回と、2008年度から2012年度の５年間に実施した22回並びに2013年度から2018年度

の５年間に実施した49回から大幅に増加している。

2020年４月に、新型コロナウイルス感染症対策のため、急遽、導入された遠隔授業をサポー

トするため、CoursePower等の活用方法をテーマとしたキャリアアッププログラムを緊急的

に全12回開催した。遠隔授業が必須となる以前までは、中部大学の学習管理システム（LMS）

であるCoursePowerを使用したことのない教員が少なくはなく、特に非常勤講師では対応に

苦慮していたため、1ヶ月で12回開催という異例の頻度で非常事態に対応した。また、現役ア

ナウンサーの客員教授による「話し方講座」もZoomを用いた「オンラインにおける話し方の

留意点」等、遠隔授業のスキルを上げる方策をとった。さらに、新型コロナウイルス感染拡大

に伴う学生の気質の変化が問題となっていることから、この点をテーマに取り上げ、学生相談

室の教員による講義、ディスカッションのプログラムも取り入れた。

８）「FDカフェ」の開催

「FDカフェ」は、大学教育に関するさまざまなテーマ、学生と直面している大学教職員に

とって必要な知識等の実践的なテーマに関して自由に意見を交わすことで情報やスキルを共有

する場を提供することを目的として開催している。同プログラムは、教職員が気軽に情報交換

や意見交換を行うことで互いの教育力向上を目指しており、この企画への参加者による全学に

またがるネットワークづくりも狙いとしている。原則として各回のテーマを定め、話題提供者

の概説、ファシリテーターの進行による意見交換というグループ研修の形態として運営してい

る。

内容は、毎年恒例の新任教職員向けの意見交換、「私の授業づくり」とシリーズ化した教員
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の授業デザイン等の話題提供、コロナ禍による遠隔授業の円滑な実施に向けたICTを活用した

授業づくり等の情報交換等を行っている。2018年度から2022年度の５年間に、春学期５回、秋

学期４回の計９回実施した。

学生によるプレゼンテーションも盛り込み、学生目線でのICTツール活用についてのアイデ

アも共有する場となった。さらに、各学部から推薦された話題提供者によるパネル討論形式で

運営し、授業づくりについての多様なアイデアを共有および交換する等、新たな試みも開催さ

れた。

９）「FDオンデマンド講義」の提供

本学が加盟している全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）が運用している「実践的FD

プログラム オンデマンドサービス」を希望者に対して、中部大学「FDオンデマンド講義」と

して提供している。4つのアカデミック・プラクティス（教育、研究、社会貢献、管理運営）

に関連した教育学をはじめとした系統的な理論の講義を受講する場として、毎年、専任教職員

を対象に募集し、組織や個人単位での教育力向上を目的として利用されている。

10）CUルーブリックライブラリ

成績評価方法の１つであるルーブリック評価の支援のために、ルーブリック表の「共有」と

「作成支援」を目的として、「CUルーブリックライブラリ（ChubuUniversityRubricLibrary）」

を運用している。教員は簡単に個人ライブラリーとして登録することができ、他の教員でも公

開用のルーブリックについては授業形態、評価対象に条件を設定して検索することができるシ

ステムである。

11）教育活動顕彰制度

「中部大学教育活動顕彰制度」は、本学における教育活動の分野において優れた功績を挙げ

た教員を顕彰する制度である。「教育活動優秀賞」（教育活動全般を総合的に評価し、特に優れ

た活動をした教員を表彰するもの）、「教育活動特別賞」（特筆すべき教育活動実績を挙げた教

員等を表彰するもの）、「教育活動金
きん

虎
とら

賞」（教育活動優秀賞の受賞が通算して４回目となる教

員を表彰するもの）が授与される。

受賞者の審査は、教育活動顕彰審査選考委員会において毎年厳正に行っている。そのうえで

受賞者の選考理由や審査選考委員会による選考総評等をホームページ上に公表している。大学

からは名誉を刻する記念の楯を授与し、受賞者のコメントをホームページ上において公表して

いる。
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表２．各年度末におけるCUルーブリックライブラリ登録件数（非公開含む）

2018 2019 2020 2021 2022

19 20 30 34 42



12）中部大学『魅力ある授業づくり』プログラム

すべての教員（特に教育歴の少ない教員や新たに本学に赴任する教員）が持続的に教育力の

向上を目指すことを勧奨し、FDプログラムへの積極的な参加を奨励するために、FD・SD委

員会が主催しているFDプログラムを活用して規定の要件を満たしたものに対して、本プログ

ラムの修了証を授与している。修了の要件については、リーフレットやWeb上で公開されて

おり、３年間の間に授業サロンまたは全学公開授業実施を必須としたポイント制をとっている。

2022年度には７人の教員に修了証を授与した。なお、前述の７人は、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため、授業サロン等の必須プログラムが実施できなかったこともあり、特例措置

として、2018年度からの４年間で修了要件を満たした修了者である。

13）中部大学発『魅力ある授業づくり』作品コンクール

４年ごとに『魅了ある授業づくり』に関する作品コンクールを開催している。学生から募集

テーマにそった作品を募集し受賞者を決定するだけでなく、作品集の作成・発表、受賞者と学

長との懇談会、受賞者と教員との討論会等も行ってきた。本活動は学生参加型のFD活動とい

えよう。

2021年度は、「第３回中部大学発『魅力ある授業づくり』－学生と考える「魅力ある授業」－」

と題して、学生との討論の場を加味する形で実施した。授業改善に関する様々なアイデア・意

見や授業あるある・つぶやき、川柳を募集し、前者38件、後者91件、計129件の応募があった。

第１次審査（学生選考委員16名、FD・SD委員32名）、および第２次審査（FD・SD委員会）

を通じて、GoodIdea賞を８件選定した。授賞式・発表会が2021年12月１日（水）に不言実行

館アクティブプラザ１階のアクティブホールで開催され、受賞者８人によるプレゼンテーショ
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表３．中部大学教育活動顕彰制度年度別受賞者数

教育活動

顕彰制度
受賞者属性（評価学部）

2008～

2012

2013～

2017
2018 2019 2020 2021 2022

2018～

2022

教育活動

優秀賞

工学部 20 18 6 4 3［1］ 7［3］ 6［2］ 26［6］

経営情報学部 7 5 3 0 1 2［1］ 0 6［1］

国際関係学部 6 6 2 2［1］ 1 0 0 5［1］

人文学部 11 11 0 0 4 3［1］ 0 7［1］

応用生物学部 6 10 0 1 3 0 2 6

生命健康科学部 7 4 1 0 1 3 3 8

現代教育学部 5 10 0 1 0 1 3 5

人間力創成教育院（全学

共通教育部、教養教育部）
4 10 0 2 1 0 1 4

教育担当副学長 － － － － 0 0 1 1

小 計 66 74 12 10［1］ 14［1］ 16［5］ 16［2］ 68［9］

教育活動

特別賞

個人 3 2 1 0 0 1 1 3

組織・グループ 3 4 0 0 2 0 0 2

小 計 6 6 1 0 2 1 1 5

合 計 72 80 13 10 16 17 17 73

※本制度では、学部に所属しない教員について評価する学部等を別途定めており、「評価学部」という。

※［ ］内は、金虎賞受賞者数（内数）。



ンを基調とし、フロアの参加者も巻き込んだ活発な討論が行われた（参加人数：教職員70人、

学生44人 計114人）。記録集を作成し、冊子配付の他、Webで公開している。

14）学修成果に関する調査の実施

本学の教育における質の保証について、「学生の主体的な学び」に向けての状況や学生の学

修成果に関する状況について把握し、組織としての今後の教育内容を検討する資料とすること

を主な目的として、「学修成果に関する調査」を実施している。各組織からの結果に対するま

とめを全学で共有し、集計結果についてはホームページ上にて学内外に公表している。2019年

度末に第３回の調査を実施し、回答率は29.1％であった。

この「学修成果に関する調査」を発展的に解消し、2021年度から大学IR推進部が「学びに

関する調査」として実施することになった。学生の学修成果の達成状況や満足度を把握して教

育活動の改善に活用している。

15）非常勤講師、博士後期課程の学生に対するFD活動と職員へのアプローチ

本学で実施しているFD活動は、本学の教育を担う教員として専任のみならず、非常勤講師

も対象としている。さらに、FD活動で取り上げている内容は、大学教育を様々な形で支援し

ている職員にとっても必要な知識や技術であることから、原則としてほとんどのFDプログラ

ムは職員も対象にして大学全体としてFD活動推進に取り組んでいる。

2020年度には、博士後期課程の学生に対し、将来学識を教授するために必要な能力を培う機

会を与える仕組みを構築するため、中部大学FD・SD委員会規程を改正した。

３．2018年度以降のFD活動の検証

以下に、本学におけるここ５年間のFD活動について、１）FD活動評価点検報告書、２）各プ

ログラムの実施状況、３）本学FD活動に関する情報発信の状況、４）「学生による授業評価」、

および５）FD活動の取り組みの傾向のデータ実績の観点からそれぞれ検証した。

１）FD活動評価点検報告書の公表

2018年度以降も、毎年FD活動評価点検委員会により当該年度の「FD活動評価点検報告書」

がまとめられ、FD・SD委員会での報告および了承を得たうえで、学内外に向けてホームペー

ジ上にて公表された。この報告書には、全学のみならず、各学部や大学院研究科におけるFD

活動の目標設定や実績報告も「中部大学 FD活動評価点検について（申し合わせ）」に基づい

て掲載されている。

なお、上記の申し合わせは、2018年度以降も５度の改廃および改正が行われており、組織で

のFD活動がより実質化するようにその内容や様式の検討が随時行われている。

２）本学FD活動の実績

まず、2018年度から2022年度にかけて本学で実施したFDプログラムの開催実績一覧を表４

に示す。この表に示すように、新型コロナウイルス感染拡大による制約があったにも関わらず、

この５年間のFDプログラム数の合計は2013～2017年度の数値と比べてそれ程減っていない。

オンライン、オンデマンドまたはハイブリッド開催等、運営方法に工夫を講じることにより、

活発な活動を継続できたことが示唆される。なお、2020年度の「キャリアアッププログラム」
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の開催数が突出して多いのは、上述したCoursePower等の活用方法をテーマとした緊急開催

があったためである（２．７）参照）。

次に、表５－１に各種FDプログラムへの参加者数の実績（述べ人数）を示す。年度によっ

て企画数や参加規模の違いもあるが、毎年700人前後の多くの教職員が参加している。特に

2021年度に820人と際立って参加者数が多かった理由として、この年にはFD・SD講演会を例

年よりも多く（５回）開催したことがあげられる。なお、FD・SD講演会については県内の４

年制大学および全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）に属する大学に対して開催案内を

行っており、毎回学外からの参加者が一定数得られている。

さらに、表５－２にプログラム参加者の実人数を示す。専任教員について見ると、在職専任

教員数に対する参加実人数の割合（表中の（Ａ）／（Ｂ）（％））はどの年も40％台であった。先述

した参加者数の実績（述べ人数）を考慮すると、FDプログラムへの参加者が固定化している

ことが伺える。今後も、より多くの専任教員がFDプログラムに参加するように促していきた

い。

最後に表６に、教員個人の点検評価として実施している「教育活動重点目標・自己評価シー

ト」の提出状況を示す。2018年度以降は、目標設定と自己評価を求めている該当者の約99％が

当該シートを提出しており、この活動については大学全体にその意義が十分に浸透していると

言える。
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表４．本学FDプログラムの年度別開催実績一覧

ＦＤ活動
2008～

2012

2013～

2017
2018 2019 2020 2021 2022

2018～

2022

FDフォーラム 4 2 0 0 0 0 0 0

FD・SD講演会 11 14 2 2 1 5 2 12

全学公開授業 10 20 1 2 1 3 0 7

キャリアアッププログラム 22 49 14 14 23 11 11 73

FDカフェ 1 23 2 1 2 2 2 9

授業サロン 10 12 2 2 0 1 1 6

認定プログラム － 47 8 9 3 9 7 36

FDオンデマンド講義 － 4 1 1 1 1 1 5

合計 58 171 30 31 31 32 24 148

※2013年から2022年に実施したコンクールや調査は含めていない。認定プログラムは、学部組織等が主催する

FDに関する学内企画で全学対象に案内しているもので、申請に基づき認定したものである。

※FD・SD講演会は、2019年度よりFD講演会から名称変更した。
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表５－１．本学FDプログラムへの年度別参加者実績一覧

区 分 プログラム
年 度

2018 2019 2020 2021 2022

専 任 教 員

FDフォーラム － － － － －

FD・SD講演会 74 71 58 111 129

全学公開授業 6 21 7 22 －

キャリアアッププログラム 68 84 199 57 60

FDカフェ 18 12 41 21 32

授業サロン 10 12 － 5 5

認定プログラム 233 289 117 331 213

小 計 409 489 422 547 439

非常勤講師

FDフォーラム － － － － －

FD・SD講演会 1 1 4 1 27

全学公開授業 0 1 0 6 －

キャリアアッププログラム 18 6 119 22 18

FDカフェ 1 0 4 5 2

認定プログラム 0 1 0 2 3

小 計 20 9 127 36 50

学生・院生

FD・SD講演会 0 0 3 2 7

FDカフェ 0 0 0 3 0

認定プログラム 0 0 0 0 3

小 計 0 0 3 5 10

職 員

FDフォーラム － － － － －

FD・SD講演会 53 109 15 126 89

全学公開授業 3 4 9 11 －

キャリアアッププログラム 67 53 13 14 28

FDカフェ 2 9 0 6 0

認定プログラム 25 31 9 57 39

小 計 150 206 46 214 156

組 織
認定プログラム 1 2 2 1 2

小 計 1 2 2 1 2

外 部

FDフォーラム － － － － －

FD・SD講演会 8 17 14 8 13

全学公開授業 0 0 1 0 －

キャリアアッププログラム 15 8 19 7 10

FDカフェ 0 0 0 2 4

認定プログラム 0 0 0 0 0

小 計 23 25 34 17 27

合 計 603 731 634 820 684

※認定プログラムは2013年度より実施。また、2014年度よりFDオンデマンド講義を実施し、認定プログラムに

含む。

※組織はFDオンデマンド講義を組織で申込みをした数。

表５－１．本学FDプログラムへの年度別参加者実績一覧

区分（教員のみ） 2018 2019 2020 2021 2022

専任教員（Ａ） 210 247 240 252 226

非常勤講師 11 7 107 23 31

合 計 221 254 347 275 257

在籍専任教員（Ｂ） 525 538 515 516 515

（Ａ）／（Ｂ）（％） 40.0 45.9 46.6 48.8 43.8



３）本学広報誌への情報発信と他大学等学外機関とのFD交流

本学で行っている様々なFD活動を学内外に向けて発信するために、この５年においても本

学広報誌にいくつかの記事を投稿してきた。まず、本学のFDに関する紀要『中部大学教育研

究』には、2020年度に「FD研修としての『授業サロン』の短期的・長期的な受講効果―授業

の評価視点からの質的分析―」と題した研究論文を投稿した（No.20,pp.15-30,2020年）。さ

らに、2021年度には、「学修成果に関する調査」の報告を行った（No.21,pp.107-117,2021年）。

また、本学広報誌の学生向け『ウプト』には、第３回中部大学発『魅力ある授業づくり』－

学生と考える「魅力ある授業」GoodIdea賞授賞式の内容について掲載した（220号）。なお、

この授賞式の様子は当日のディスカッション内容や参加した学生や教職員の声も含めた形で別

途記録集としてもまとめられた。さらに、教職員向けの広報誌『ANTENNA』（No.148）に

は、新型コロナウイルス感染症の情報と予防法について緊急開催した第51回FD・SD講演会の

開催報告を掲載した。

一方で、学外向けの活動としては、2018年度に客員教授らが大学教育学会第40回大会におい

て「FDプログラムの効果検証 －授業評価結果とFDプログラムへの参加期間との関係性－」

と題した研究発表を行った。ほかに大学教育学会誌（第40巻 第２号、2019年１月）に「授業

評価アンケート結果から見るFD研修の効果―中部大学における授業評価アンケート結果とFD

研修の種類，効果の測定時期との関係―」と題した研究論文を投稿した。また、2019年度に

『私学経営 No.539』（私学経営研究会）に、「Cumocを用いた双方向型授業の運営と効果」を

寄稿した。

さらに、２章にて述べたように、全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）では2020年６

月から地域担当幹事校、2021年６月から代表幹事校に就任し、幹事会・総会ならびに幹事校・

会員校ミーティングの開催や、シンポジウムおよび懇談会を企画し、全国私立大学間での連携

強化に向けた活動を行った。
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表６．教育活動重点目標・自己評価シート 年度別提出状況

対象区分 2018 2019 2020 2021 2022

年度内在籍者 531 544 523 521 519

年度始め非在籍者 6 6 8 6 3

目標設定未依頼 14 15 9 12 16

目標設定提出 509 519 502 500 497

目標提出者の

自己評価（内訳）

自己評価提出 499 511 492 490 489

自己評価未依頼 6 3 3 3 4

自己評価未提出 0 3 2 1 3

年度末非在籍 4 2 5 6 1

目標未提出者の

自己評価（内訳）

自己評価未提出 2 4 4 3 3

年度末非在籍

割 合（％） 99.6 98.6 98.8 99.2 98.8

※「未依頼」は、何らかの理由で提出依頼をしなかった場合をいう。

※「割合（％）」は、目標提出・自己評価提出該当者【年度内在籍者から年度始め非在籍者と目標未依頼者と自

己評価未依頼者を引いた数】 における自己評価提出者の割合を表す。



４）授業評価の実績

① 学生の授業評価・教員の授業自己評価の回答率と教員のコメント率

図２に、2008年度から2022年度までの「教員による授業自己評価」と「学生による授業

評価」の回答率を示す。直近の５年間に注目すると、２．３）にて述べたように、2020年度

春学期に一旦中止となった授業評価の再開直後に学生回答率が目立って増加した。その後、

やや減少傾向にあるものの、比較的高い水準を維持している。一方で、非常勤講師について

も再開後にコメント率の増加が見られたが、依然として50％程度であるため、さらなる増加

のための方策を講じていきたい。

次に、教員のコメント率の推移を図３に示す。専任および非常勤のいずれについても、授

業評価再開後にコメント率の増加がはっきりと見られた。前述した再開後における学生によ

る回答率の増加を受けて、教員側もそれらの回答に対するフィードバックの記入を徹底した

ことが伺われる。
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表７．本学FD活動の情報発信と学外に向けての活動実績一覧

活動項目
2008～

2012

2013～

2017
2018 2019 2020 2021 2022

2018～

2022

「大学教育研究」 2 3 1 0 1 1 0 3

本学広報誌 21 6 2 0 1 1 0 4

学外向け活動 19 19 2 2 1 1 1 7

※新型コロナウイルス感染症拡大により遠隔授業を実施している状況を考慮し、2020年度春学期は授業評価を実

施していない。

図２．学生による授業評価 回答率
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② 授業評価・授業自己評価の平均ポイントの推移

図４および図５に、2008年度から2022年度の15年間の「学生による授業評価」および「教

員による授業自己評価」の平均ポイントの推移を示す。なお、各設問内容を表８－１～８－

３にまとめた。

―100―

図３．授業評価 教員コメント率 年度別推移
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表８－１．「学生による授業評価」「教員による授業自己評価」の設問（2018年度まで）

表８－２．「学生による授業評価」「教員による授業自己評価」の設問（2019年度）
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表８－３．「学生による授業評価」「教員による授業自己評価」の設問（2020年度から）

 

図４．学生による授業評価の平均ポイント
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図５．教員による授業自己評価の平均ポイント

3

3.2

3.4

3.6

3.8

4

4.2

4.4

4.6

4.8

5

20
08

20
08

20
09

20
09

20
10

20
10

20
11

20
11

20
12

20
12

20
13

20
13

20
14

20
14

20
15

20
15

20
16

20
16

20
17

20
17

20
18

20
18

20
19

20
19

20
20

20
20

20
21

20
21

20
22

20
22

1 2 3 4 5 6 7 8



まず、図４に示す学生による平均ポイントはこの５年間でどの項目についてもそれほど大

きな変化は見られなかった。特に、新型コロナウイルスの感染拡大の前後に注目しても、際

立った増減は認められなかった。教員による遠隔授業が学生にある程度受け入れられたこと

が伺える。なお、現状の授業評価が開始された2008年度まで遡って推移を見ると、各項目と

も着実に増加傾向が維持されていることが分かる。

一方で、図５の教員による平均ポイントの推移を見ると、授業評価を再開した2020年度秋

学期において設問１（教員からの伝え方）と設問６が特に大きく減少した。いずれの項目も

遠隔授業が中心であった当該年度においては、特に各種ツールの使用方法に不慣れな教員に

とっては徹底が難しかった内容である。ただし、設問６についてはその後、年を追うごとに

ポイント数は回復している。この理由として、単に対面授業が増え、従前の授業スタイルが

適用できるようになったことだけでなく、教員が自身の授業にツールをうまく利用するスキ

ルを習得したことが考えられる。

５）FD活動の取り組みの傾向

2018～2022年度の本学のFD活動件数を、目的別、対象別、および内容形式別にまとめて、

それぞれ表９－１～９－３に示す。まず、表９－１に示すように、全体的に見て2022年度には

活動件数がここ数年の中で最多となった。理由として、全学のみならず各学部や学科での活動

がますます活発になっていることが考えられる。さらに、表９－２に示すように、学生を含む

活動件数が2022年度において顕著に増加した。教職員と学生が一丸となったFD活動が定着し

ていることが伺われる結果となった。

なお、表９－３－２に示すように、2022年度から形式別の活動件数集約において、項目の簡

略化をはかった。『魅力ある授業づくり』プログラムの認定プログラムにおけるポイント認定

（座学形式は１ポイント、ワークショップ形式は２ポイント）との関連を考慮した変更である。
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表９－１ 目的別にみたFD活動（件数）

表９－２ FD活動の対象別にみたFD活動（件数）

 2018 2019 2020 2021 2022 
 72 69 81 72 98 

 74 66 50 73 70 
FD  16 26 11 35 39 

162 161 142 180 207 

 2018 2019 2020 2021 2022 
 46 56 49 56 59 

 39 41 19 32 23 
 45 51 50 43 65 

130 148 118 131 147 

 51 44 47 47 40 
  46 53 29 48 58 



４．今後の全学FD活動重点目標『魅力ある授業づくり』への取り組みに向けた課題と展開

前回の報告書では、今後の課題としてFD活動における教職協働の推進と、学生参加型のFD活

動の模索が挙げられた。まず、前者の教職協働のための体制づくりとして、２．１）で述べたよ

うに2019年度に全学FD委員会が全学FD・SD委員会に再編され、さらにその専門委員会としてS

D活動WGが新たに設置された。そのSD活動WGが中心となって企画したFD・SD研修会には多

くの教職員が参加し（２．６）参照）、FD・SD活動における教職協働のための基礎が構築され

た５年間となった。

また、後者の学生参加型のFD活動については、「第３回中部大学発『魅力ある授業づくり』－

学生と考える「魅力ある授業」－（２．13）参照）」に加えて、遠隔授業の改善点を学生が発表

するFDカフェを開催し、数こそ少ないものの学生参加型イベントのあり方について検討を行っ

た。さらに、博士後期課程の学生に対する中部大学FD・SD委員会規程の改定も行われ（２．15）

参照）、学生がFD活動に参加するための基盤がこの５年間で形成されたと言えよう。いずれの課

題についても、今後、継続して制度の改善や企画内容の充実をはかっていく必要がある。

一方で、この５年間を振り返って以下に述べる課題も明らかとなった。

・専任教職員および非常勤講師が一体となったFD活動の取組みについて

本学では、非常勤講師もFD活動に積極的に参加しており、専任教職員と非常勤講師が一体

となった取組みは『魅力ある授業づくり』の特徴の一つである。しかし、非常勤講師の授業評

価における回答率やコメント率は50％程度であり、全体の値を押し下げる要因となっている。

今後、授業評価の趣旨を周知徹底したり、その伝達方法についての工夫を講じたりする等、非

常勤講師の回答・コメント率をより一層上げるための方策を考えていきたい。

・一部のFD活動の参加率向上について

全体的には多くの教職員がFD・SD活動に参加しているものの、一部のプログラムについて

は十分な参加者が集まらないこともしばしばあった。特に、2022年度には全学公開授業や授業

サロン（春学期）をはじめ、他のFD活動についても十分な参加者数が得られないことがあっ

―103―

表９－３－１ 形式別にみたFD活動（件数）～2021年度まで

表９－３－２ 形式別にみたFD活動（件数）～2022年度から

 2018 2019 2020 2021 2022 
 28 47 37 24  

 63 54 27 60  
 26 24 37 23  

 16 17 25 28  
133 142 126 135 

 2018 2019 2020 2021 2022 
     65 

     38 
     41 

144 

 3  



た。その対策として、2022年度にFD・SD委員会やFD活動WGにおいて新任教員に対して一

部のFD活動を義務化する制度（新任教員向けFDプログラム）の議論を始め、2024年度からそ

の制度が実施される運びとなった。このプログラムは新任教員に対する授業改善支援の一環で

あり、本制度の導入により本学のFD・SD活動がより活性化されることを展望している。

・ICTの使用スキルの習得について

新型コロナウイルス感染症の拡大によって、本学教員も遠隔授業の実施のために、ICTの使

用スキルの習得を求められるようになった。多くの教員がそのスキルを身に付け、自身の授業

において活用してきた。しかし、その一方で、CoursePowerやGoogleClassroom等の本学で

使用される学習管理システム（LMS）を十分に使えこなせていない教員も一定数いることが

わかった。感染拡大が収束したとは言え、今後、LMSの活用はより重要になっていくことが

予想される。引き続き、ICTスキルの全体的な向上とその効果的な利用のための工夫をFDの

課題として取り上げていく必要がある。

【引用文献】

１．中部大学FD活動評価点検委員会（2013）「中部大学『魅力ある授業づくり』５年間の取り組

みを振り返って」『中部大学教育研究』（No.13,pp.97-113）

２．中部大学FD活動評価点検委員会（2018）「中部大学『魅力ある授業づくり』５年間の取り組

みを振り返って－2013年度から2017年度の実践と振り返り－」『中部大学教育研究』（No.18,

pp.71-90）
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中部大学 FD・SD活動推進に関する主な出来事〈記録〉

2018年４月以降

―105―

年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2018 4 1 教員活動重点目標・自己評価シートを実施
教育活動重点目標・自己評価シートを変更
※2017年度から「教員活動自己申告書」の
み先行実施（助手を含む）

2018 4 5
FDオンデマンド講義 2018年度参加者募
集

申込者 25人・１組織

2018 4 11
第25回FDカフェ
スタートアップカフェ イン スプリング
（春カフェ）

ファシリテーター：寺澤朝子 大学教育研
究センター長、杉井俊夫 大学教育研究セ
ンター副センター長、宮下浩二 大学教育
研究センター副センター長

2018 4
『ANTENNA』 No.140
第2回中部大学発『魅力ある授業づくり』
作品コンクール

2018 5 授業サロン2018A

2018 5

『ウプト』 206号
特集：『魅力ある授業づくり』作品コンクー
ル受賞者決定
学長と受賞者による懇談会

2018 6 10

大学教育学会第40回大会
（自由研究発表：部会９ キャリア教育・
教職協働・教職員能力開発 沖 裕貴 大
学教育研究センター客員教授・立命館大学
教育開発推進機構教授、高比良美詠子 大
学教育研究センター客員教授・立正大学心
理学部教授、杉井俊夫 大学教育研究セン
ター長、西川鉱治 大学事務局長）
FDプログラムの効果検証 －授業評価結果
とFDプログラムへの参加期間との関係性－

2018 7 20
第72回キャリアアッププログラム
新・伝える伝わる話し方）：伝えるための
基本、わかりやすい話し方

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2018 7 26
第73回キャリアアッププログラム
新・伝える伝わる話し方：聴き手を惹きつ
け、飽きさせない話し方

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2018 8 2
第74回キャリアアッププログラム
新・伝える伝わる話し方：聴き手を惹きつ
け、飽きさせない話し方

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2018 8 31

第75回キャリアアッププログラム
学生への対応（聴く力：積極的傾聴法）：
相互理解を深めるコミュニケーション相手
の情報を受け止めるための「積極的傾聴法」

沖 裕貴 大学教育研究センター客員教授、
立命館大学 教育開発推進機構 教授

2018 8 31

第76回キャリアアッププログラム
学生への対応（自己表現）：相互理解を深
めるコミュニケーション －アサーション
（自分も相手も大切にする自己表現の方法）
を学ぶ－

沖 裕貴 大学教育研究センター客員教授、
立命館大学 教育開発推進機構 教授

2018 9 13
第77回キャリアアッププログラム
学生への対応：最近の学生の特徴と学生と
の接し方

佐藤枝里 学生相談室 カウンセラー・准
教授
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2018 9 14

第78回キャリアアッププログラム
授業運営・ＩＣＴ：授業の双方向性を高め
るCumoc（キューモ：ChubuUniversity
MobileClicker）の活用

寺澤朝子 大学教育研究センター長
杉井俊夫 工学部 都市建設工学科 教授
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年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2018 9 14
第26回FDカフェ
グループディスカッションをより活性化さ
せませんか？

話題提供：寺澤朝子 大学教育研究センター
長

2018 10 16
第31回全学公開授業
持続学のすすめ
国際関係学部 国際学科 河内信幸

2018 10 授業サロン2018B

2018 11 6

第48回FD講演会
これからの大学教育に求められるもの～高
大接続と大学入試改革（新入試制度）を考
える～

薄井道正 立命館大学 教育開発推進機構
教授
対象：全教職員、他大学FD関係教職員等

2018 12
『中部大学教育研究』No.18
【FD活動報告】中部大学『魅力ある授業
づくり』 5年間の取り組みを振り返って

2018 12
『中部大学教育研究』No.18
【FD活動報告】中部大学FD活動推進に関
する主な出来事＜記録＞

2019 1

『大学教育学会誌』第40巻第２号（大学教
育学会）
（事例研究論文：沖 裕貴 大学教育研究
センター客員教授・立命館大学教育開発推
進機構教授、高比良美詠子 大学教育研究
センター客員教授・立正大学心理学部教授、
杉井俊夫 大学教育研究センター長、西川
鉱治 大学事務局長）
授業評価アンケート結果から見るFD研修
の効果－中部大学における授業評価アンケー
ト結果とFD研修の種類，効果の測定時期
との関係－

2019 2 15
第79回キャリアアッププログラム
授業技術（話し方）：伝える伝わる話し方
－聴き手を惹きつける話し方－

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2019 2 18
第49回FD講演会
大学の教育力を高めるには ―生き残るた
めの大学改革―

小宮 一仁 千葉工業大学 学長
対象：全教職員、他大学FD関係教職員等

2019 2 21

第80回キャリアアッププログラム
授業技術（話し方）：伝える伝わる話し方
－聴き手を飽きさせないわかりやすい話し
方－

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2019 2 28

第81回キャリアアッププログラム
授業運営・ＩＣＴ：授業の双方向性を高め
るCumoc（キューモ：ChubuUniversity
MobileClicker）の活用

寺澤朝子 大学教育研究センター長
杉井俊夫 工学部 都市建設工学科 教授

2019 2 28
第82回キャリアアッププログラム
学生への対応:ストレスとうまく付き合う
方法― 教職員がいきいきと働くために ―

キティこうぞう 氏
株式会社アドバンテッジリスクマネジメン
ト・シニアコンサルタント

2019 3 6
第83回キャリアアッププログラム
授業技術（話し方）：伝える伝わる話し方
－聴き手がまとめやすくなる話し方－

稲葉寿美 大学教育研究センター客員教授、
フリーアナウンサー、株式会社INANAエ
ンタープライズ代表取締役

2019 3 15

第84回キャリアアッププログラム
授業技術（伝える力）:より良い授業のた
めの留意点（話し言葉に着目して）－図形
並べ－

沖 裕貴 大学教育研究センター客員教授、
立命館大学 教育開発推進機構 教授
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年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2019 3 15
第85回キャリアアッププログラム
授業技術（伝える力）:相手の立場に立っ
て情報を伝える力 －トラストウォーク－

沖 裕貴 大学教育研究センター客員教授、
立命館大学 教育開発推進機構 教授

2019 4 8
FDオンデマンド講義 2019年度参加者募
集

申込者 18人・2組織

2019 4 10
第27回FDカフェ
スタートアップカフェ イン スプリング
（春カフェ）

ファシリテーター：杉井俊夫学企画室長、
寺澤朝子大学IR推進部長、石田康行高等
教育推進課教育推進部長、宮下浩二高等教
育推進課教育推進部副部長

2019 5 授業サロン2019A

2019 7 12

第86回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part1：伝えるための基本、魅力ある声・
話し方とは

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2019 7 19

第87回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part2：オープニングトークのすすめ、表
現力と話の組み立て

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2019 7 20

関西大学 第21回関西大学FDフォーラム
「授業評価アンケートを展望する －その
多様性と可能性－」
講演 杉井俊夫大学企画室長
中部大学における2つの授業評価システム
と教育活動顕彰制度

2019 7 26

第88回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part3：人前で話すテクニック、自分の癖
を知り伝わる話し方へ

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2019 9 4
第89回キャリアアッププログラム
多様化が進む学生の特徴と接し方

渡邉素子 学生相談室 カウンセラー・講
師
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2019 9 17
第90回キャリアアッププログラム
授業技術（伝える力）:相手の立場に立っ
て情報を伝える力 －トラストウォーク－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2019 9 17

第50回FD・SD講演会
アセスメントポリシーに基づく大学教育の
質的転換 ―高大接続と社会接続の観点か
ら―

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授
対象：全教職員、他大学FD関係教職員等

2019 10 授業サロン2019B

2019 11 1
第32回全学公開授業
分析化学
応用生物学部 応用生物化学科 石田康行

2019 11 1
第33回全学公開授業
英米の歴史と社会
人文学部 英語英米文化学科 本内直樹

2020 1

『私学経営 No.539』（私学経営研究会）
寄稿：（杉井俊夫 大学企画室長）
Cumocを用いた双方向型授業の運営と効
果

2020 2 12
第91回キャリアアッププログラム
学生への応対(聴く姿勢と態度）聴き手に
求められる力 －オーディエンス教育－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授
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年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2020 2 12
第92回キャリアアッププログラム
学生への対応 アンガ―マネジメント

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2020 2 17

第93回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part1：伝えるための基本、魅力ある声・
話し方とは

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2020 2 21
第94回キャリアアッププログラム
学生への対応 人はどのように判断を誤る
のか～認知バイアスがもたらすもの～

高比良美詠子 大学企画室客員教授、立正
大学 心理学部 教授

2020 2 27

第51回FD・SD講演会
新型コロナウィルス（COVID-19）感染症
の情報と予防法について―大学人として知っ
ておきたい感染症の知識―

伊藤守弘 生命健康科学部教授・ICD
（InfectionConrtolDoctor）

2020 2 28

第95回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part2：惹きつける表現力と話の組み立て

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2020 3 2 第2回学修成果に関する調査 実施

調査時期：2020年３月２日�～３月26日�
調査対象：2020年３月１日現在、学部に在
籍する正規生
調査方法：「CumocL」を利用して、選択
設問20問＋自由記述２問を実施
集計結果：2020年４月に学年・学科別に集
計して、集計結果等をホームページ（情報
公表：中部大学の評価）にて公表
結果分析：各学科等の組織による「集計結
果に関するまとめ」を2020年度第２回FD･
SD委員会において共有（学外非公表）（予
定）

2020 3 4

第96回キャリアアッププログラム
「伝わる」授業のために 聞き手を引き込
むトーク術
Part3：人前で話すテクニック、自分の癖
を知り伝わる話し方へ

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2020 3 9

第97回キャリアアッププログラム
学習達成度評価（ルーブリック評価）のノ
ウハウ
Part1：基礎編：ルーブリック評価の考え
方

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授

2020 3 10

第98回キャリアアッププログラム
授業運営・ＩＣＴ：授業の双方向性を高め
るCumoc（キューモ：ChubuUniversity
MobileClicker）の活用

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授
寺澤朝子 大学企画室 IR推進部 部長、
経営情報学部 経営総合学科 教授

2020 3 12

第99回キャリアアッププログラム
学習達成度評価（ルーブリック評価）のノ
ウハウ
Part2：応用編：自分の授業で活用できる
ルーブリックの作成

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授

2020 4 4
FDオンデマンド講義 2020年度参加者募
集

申込者 17人・２組織

2020 4 21
第100回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授
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2020 4 21
第101回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

石田康行 大学企画室 高等教育推進部
部長、応用生物学部 応用生物化学科 教
授

2020 4 21
第102回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授

2020 4 21
第103回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

宮下浩二 大学企画室 高等教育推進部副部
長、生命健康科学部 理学療法学科 教授

2020 4 21
第104回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

佐伯守彦 教務部長補佐、工学部 機械工
学科 教授

2020 4 22
第105回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

石田康行 大学企画室 高等教育推進部長、
応用生物学部 応用生物化学科 教授

2020 4 22
第106回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

長谷川 勝 大学企画室 大学ＩＲ推進部
副部長、工学部 電気電子システム工学科
教授

2020 4 23
第107回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

堤内 要 大学企画室 大学評価推進部副
部長、応用生物学部 応用生物化学科 教
授

2020 4 23
第108回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

杉井俊夫 大学企画室長、工学部 都市建
設工学科 教授

2020 4 23
第109回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

長谷川 勝 大学企画室 大学ＩＲ推進部
副部長、工学部 電気電子システム工学科
教授

2020 4 24
第110回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

堤内 要 大学企画室 大学評価推進部副
部長、応用生物学部 応用生物化学科 教
授

2020 4 24
第111回キャリアアッププログラム
「CoursePower等を活用した遠隔授業方
法と実践例の講習会」

宮下浩二 大学企画室 高等教育推進部副
部長、生命健康科学部 理学療法学科 教
授

2020 6 30
第112回キャリアアッププログラム
オンラインのコミュニケーション術―遠隔
授業で気を付けること―

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2020 6 30
第113回キャリアアッププログラム
オンラインのコミュニケーション術―遠隔
授業で気を付けること―

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2020 8 7
第28回FDカフェ
遠隔授業上手くいっていますか？
～授業づくりシェアタイム（オンライン）～

話題提供：藤吉弘亘 工学部 ロボット理
工学科 教授、山口直樹 経営情報学部
経営総合学科 教授、愛知真木子 応用生
物学部 応用生物化学科 准教授
ファシリテーター：杉井俊夫 大学企画室
長、寺澤朝子 大学IR推進部長、石田康
行 高等教育推進部長、宮下浩二 高等教
育推進部副部長

2020 9 2
第114回キャリアアッププログラム
遠隔授業における学生対応、多様化の進む
学生の特徴と接し方

渡邉素子 学生相談室 カウンセラー・
講師
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2020 9 10

第115回キャリアアッププログラム
相互理解を深めるコミュニケーション
－アサーション（自分も相手も大切にする
自己表現の方法）を学ぶ－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授
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2020 9 10
第116回キャリアアッププログラム
話を盛り上げ効果的に伝える力（ハンドジェ
スチャー）

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2020 12 2

第29回FDカフェ
遠隔授業上手くいっていますか？
～授業づくりシェアタイム（オンライン）
PartⅡ～

話題提供：（大人数講義）堤内 要 応用
生物学部 応用生物化学科 教授、（グルー
プワーク）武田 誠 工学部 都市建設工
学科 教授
ファシリテーター：石田康行 大学企画室
高等教育推進部長、宮下浩二 大学企画室
高等教育推進部副部長

2020 12 7

第34回全学公開授業
パワーエレクトロニクスA
工学部 電気電子システム工学科
長谷川 勝

2020 12

『中部大学教育研究』No.20
（高比良美詠子 大学企画室客員教授・立
正大学心理学部教授、沖 裕貴 大学企画
室客員教授・立命館大学教育開発推進機構
教授、杉井俊夫 大学企画室長、寺澤朝子
大学企画室大学IR推進部長、石田康行
大学企画室高等教育推進部長、宮下浩二
大学企画室高等教育推進部副部長、西川
鉱治 大学事務局長）
【研究論文】FD研修としての「授業サロ
ン」の短期的・長期的な受講効果 －授業
の評価視点からの質的分析－

2021 2 12 第2回「若手教職協同研修会」
ファシリテーター：杉井俊夫 大学企画室
長

2021 2 19
第117回キャリアアッププログラム
オンラインのコミュニケーション術―遠隔
授業で気を付けること―

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2021 2 19
第118回キャリアアッププログラム
オンラインのコミュニケーション術―遠隔
授業で気を付けること―

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2021 3 2
第119回キャリアアッププログラム
到達目標の書き方

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2021 3 2
第120回キャリアアッププログラム
Zoom授業におけるマイクロティーチング
（アクティブ・ラーニングを意識して）

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2021 3 10
第52回FD・SD講演会
遠隔授業時代におけるハラスメント防止

葛 文綺 愛知学院大学 心身科学部 心
理学科 准教授
対象：全教職員、他大学FD関係教職員等

2021 3 24
第121回キャリアアッププログラム
「CoursePowerおよびGooogleClassroom
の初級者向け講習会」

佐伯守彦 教務部長補佐、工学部 機械工
学科 教授、石田康行 大学企画室 高等
教育推進部長、応用生物学部 応用生物化
学科 教授

2021 3 31
第122回キャリアアッププログラム
「CoursePowerおよびGooogleClassroom
の初級者向け講習会」

佐伯守彦 教務部長補佐、工学部 機械工
学科 教授、石田康行 大学企画室 高等
教育推進部長、応用生物学部 応用生物化
学科 教授

2021 4 14
第30回FDカフェ
スタートアップカフェ イン スプリング
（春カフェ）

ファシリテーター：石田 康行 大学企画
室 高等教育推進部長、宮下 浩二 大学
企画室 高等教育推進部副部長

2021 4 14
FDオンデマンド講義
2021年度参加者募集

申込者 17人・１組織
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2021 4 23

第53回FD・SD講演会
学生の人間力育成の向上にむけて－アセス
メントテストの目的および活用方法につい
て－

黒田紀夫 株式会社ベネッセi-キャリア
名古屋支社 大社接続事業本部 大社接続
営業部 西日本営業課 チームリーダー

2021 4 28

第54回FD・SD講演会
学生の人間力育成の向上にむけて－アセス
メントテストの目的および活用方法につい
て－

黒田紀夫 株式会社ベネッセi-キャリア
名古屋支社 大社接続事業本部 大社接続
営業部 西日本営業課 チームリーダー

2021 6 10

第35回全学公開授業
教育をみつめて
人間力創成総合教育センター 石井 洋二
郎、鈴木 順子

2021 6 18
全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）
任期の定めのある代表幹事校（１年）就任

2021 6 22
第123回キャリアアッププログラム
（基礎編）オンラインのコミュニケーショ
ン術－遠隔授業で気を付けること－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2021 6 22
第124回キャリアアッププログラム
（基礎編）オンラインのコミュニケーショ
ン術－遠隔授業で気を付けること－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2021 6 29

第125回キャリアアッププログラム
（実践編）あなたの話し方をチェックして
みませんか？－自分の癖を知り、より伝わ
る話し方へ－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2021 8 31
第126回キャリアアッププログラム
到達目標の書き方～学習者中心のわかりや
すいシランバスを意識して～

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2021 8 31
第127回キャリアアッププログラム
大学授業方法論 ～ アクティブ・ラーニン
グ編 ～

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2021 9 8
第128回キャリアアッププログラム
遠隔授業における学生対応、多様化の進む
学生の特徴と接し方

渡邉素子 学生相談室 カウンセラー・
講師
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2021 10 授業サロン2021A

2021 11 3

第55回FD・SD講演会
学生の人間力育成の向上にむけて
－GPS-Academicの結果報告と今後の活用
について－

黒田紀夫 株式会社ベネッセi-キャリア
名古屋支社 大社接続事業本部 大社接続
営業部 西日本営業課 チームリーダー

2021 11 4
第36回全学公開授業
医用生体学演習
生命健康科学部 臨床工学科 平手 裕市

2021 11 18
第37回全学公開授業
微生物学 （８.ウイルス学総論-１）
生命健康科学部 生命医科学科 鶴留 雅人

2021 12 1
第3回中部大学発『魅力ある授業づくり』
学生と考える「魅力ある授業」GoodIdea
賞授賞式・発表会

最終応募数：82人129作品
GoodIdea賞 アイデア・意見部門：４作
品 授業あるある・つぶやき、川柳部門：
４作品（８人８作品）

2021 12 3
第3回中部大学発『魅力ある授業づくり』
学生と考える「魅力ある授業」GoodIdea
賞授賞式・発表会 中日新聞にて記事掲載

2022 12 22
第56回FD・SD講演会
大学との連携による持続可能なまちづくり

國島芳明 高山市長
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2021 12
『中部大学教育研究』No.21 「学修成果
に関する調査」の報告

2022 1 28

全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）
代表幹事校 懇談会企画 とりまとめ
大テーマ「With/Afterコロナ時代におけ
る高等教育について」
１．授業のあり方
２．FD活動のあり方

2022 2 21
第129回キャリアアッププログラム
学習達成度評価（ルーブリックを用いたパ
フォーマンス評価）のノウハウ

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2022 2 21
第130回キャリアアッププログラム
Zoom授業におけるマイクロティーチング－
アクティブ・ラーニングを意識して－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2022 2 25
第31回FDカフェ
ICTを活用した授業づくり
～ICTツール情報をシェアしませんか?!～

ファシリテーター：河原敏男 生命健康科
学部 臨床工学科 教授、石田康行 大学
企画室 高等教育推進部長、応用生物学部
学生３年小澤桃香、２年小川 輝、宮下浩
二 大学企画室 高等教育推進部副部長、
生命健康科学部 学生１年 池口菜々子

2022 2

『ウプト』 220号
TOPIC.2：第３回中部大学発『魅力ある
授業づくり』 学生と考える「魅力ある授
業」GoodIdea賞 受賞者決定

2022 3 1

第131回キャリアアッププログラム
活気ある授業のために－対面授業に向けて－
（第1部）対面授業でのコミュニケーショ
ン術－より伝わる話し方のスキル、学生と
の雰囲気づくりを意識して－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 3 2
第57回FD・SD講演会
2025年度新課程入試を見据えた準備

曽根貴之 氏 株式会社 学力評価研究機構
（クレア） 文教事業推進部 入試サポー
ト課 東日本営業責任者
平島克教 氏 市川愛理 氏 株式会社 進
研アド

2022 3 4

第132回キャリアアッププログラム
活気ある授業のために－対面授業に向けて－
（第1部）対面授業でのコミュニケーショ
ン術－より伝わる話し方のスキル、学生と
の雰囲気づくりを意識して－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 3 8

第133回キャリアアッププログラム
活気ある授業のために－対面授業に向けて－
（第2部）話し方の診断、チェックしてみ
ませんか？－自分では気づきにくい客観的
視点により、より伝わる話し方へ―

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 3
第3回中部大学発『魅力ある授業づくり』－
学生と考える「魅力ある授業」記録集 ３
月発行

2022 4 13
第32回FDカフェ
スタートアップカフェ イン スプリング
（春カフェ）

ファシリテーター：石田康行 大学企画室
高等教育推進部長、宮下浩二大学企画室
高等教育推進部副部長

2022 4 14
FDオンデマンド講義
2022年度参加者募集

申込者 16人・２組織

2022 4 26
全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）
代表幹事校 臨時幹事会・総会 とりまと
め
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2022 6 18

全国私立大学FD連携フォーラム（JPFF）
代表幹事校 幹事会・総会・シンポジウム
とりまとめ
シンポジウムテーマ『新学習指導要領を踏
まえた大学教育のあり方～2025年度入学
生に向けた準備』
報告者：文部科学省 初等中等教育局 教育
課程課 教育課程企画室 石田有記 室長
株式会社ベネッセｉ－キャリア 大社接続
事業本部 大社接続営業部 小田桐一弘 部
長
日本大学 文理学部 国文学科 紅野謙介
教授
静岡大学 情報学部 情報科学科 遠山紗矢
香 講師
進行：石田康行 大学企画室高等教育推進
部長

2022 7 15

第134回キャリアアッププログラム
対面授業での話し方を見つめ直すブラッシュ
アップ術
－より伝わる話し方のスキル、学生との雰
囲気づくりを意識して－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 8 23

第135回キャリアアッププログラム
対面授業での話し方を見つめ直すブラッシュ
アップ術
－より伝わる話し方のスキル、学生との雰
囲気づくりを意識して－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 8 26

第136回キャリアアッププログラム
楽しく学ぼう！授業での活気あるコミュニ
ケーション術う
－自分では気づきにくい客観的視点により、
より伝わる話し方へ－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2022 9 5
第137回キャリアアッププログラム
－インタラクティブな授業を目指して－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2022 9 5

第138回キャリアアッププログラム
相互理解を深めるコミュニケーション－相
手の情報を受け止めるための「積極的傾聴
法」－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2022 9 8
第139回キャリアアッププログラム
コロナ禍の中での学生対応、多様化の進む
学生の特徴と接し方

渡邉素子 学生相談室 カウンセラー・
講師
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2022 10 授業サロン2022A

2023 1 25
第1回FD・SD研修会
お互いを尊重し、守る為のハラスメント研
修

堺 真理子氏（株式会社ビズアップ総研
専任講師 人材開発コンサルタント

2023 2 7

第58回FD・SD講演会
なぜ今の若者はそこまで目立つことを恐れ
るのか？～キャンパス内で急増する「いい
子症候群」の心理的特徴～

金間大介 金沢大学 融合研究域 融合科
学系 教授／東京大学未来ビジョン研究セ
ンター客員教授
対象：全教職員、他大学FD関係教職員等

2023 2 20

第59回FD・SD講演会
「合理的配慮」に関する考え方とその対応
～私立大学での合理的配慮提供義務化に向
けて～

舩越高樹 独立行政法人 国立高等専門学
校機構 本部 特命准教授／学生参事補
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年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2023 2 21
第33回FDカフェ
私の授業づくり～情報交換会～

話題提供者：樫村京一郎 工学部 准教授、
菊池悠矢 経営情報学部 経営総合学科
助教、伊藤正晃 国際関係学部 国際学科
講師、立石祥子 人文学部 コミュニケー
ション学科 助教、森山昭彦 応用生物学
部 環境生物科学科 教授、岡村雪子 生
命健康科学部 スポーツ保健医療学科 准
教授、橋本美彦 現代教育学部 現代教育
学科 特任教授、塚元佑真 人間力創成教
育院 健康とスポーツ教育プログラム 助
教
ファシリテーター：石田康行 大学企画室
高等教育推進部長、宮下浩二大学企画室
高等教育推進部副部長

2023 2 9
第140回キャリアアッププログラム
何を話すかよりどう話すか！伝えるための
基本、魅力ある声・話し方とは

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2023 3 3
第141回キャリアアッププログラム
大学授業方法論 ～アクティブ・ラーニン
グ編～

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2023 3 3
第142回キャリアアッププログラム
学習達成度評価（ルーブリックを用いたパ
フォーマンス評価）のノウハウ

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2023 3 13

第143回キャリアアッププログラム
授業に活かせる話し方のコツ！アナウンサー
による模擬授業から話し方・伝え方のテク
ニックを学ぼう！

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2023 3 17

第144回キャリアアッププログラム
授業に活かせる話し方のコツ！アナウンサー
による模擬授業から話し方・伝え方のテク
ニックを学ぼう！

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2023 4 12
第34回FDカフェ
スタートアップカフェ イン スプリング
（春カフェ）

ファシリテーター：石田康行 大学企画室
高等教育推進部長、宮下浩二 大学企画室
高等教育推進部副部長

2023 4 14
FDオンデマンド講義
2023年度参加者募集

申込者 14人・3組織

2023 5 授業サロン2023A

2023 6 15
第60回FD・SD講演会
2024年度学生募集に向けて 理系学部（工・
応・生・理）を中心とした内容

近藤 治 （学）河合塾 教育研究開発本
部 顧問
小林リサ （株）KEIアドバンス 名古屋
営業グループ リーダー

2023 6 19
第61回FD・SD講演会
2024年度学生募集に向けて 文系学部（経・
国・人・現）を中心とした内容

近藤 治 （学）河合塾 教育研究開発本
部 顧問
小林リサ （株）KEIアドバンス 名古屋
営業グループ リーダー

2023 7 6

第38回全学公開授業
健康科学
人間力創成教育院 健康とスポーツ教育プ
ログラム 櫛田亮介

2023 8 1

第145回キャリアアッププログラム
授業に活かせる話し方のコツ！
－アナウンサーから学ぶ 伝える・伝わる
テクニックを学ぼう！－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役
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年 月 日 企画・制度など 関連記事（学園報除く）・その他・備考

2023 9 4

第146回キャリアアッププログラム
相互理解を深めるコミュニケーション
－アサーション（自分も相手も大切にする
自己表現の方法）を学ぶ－

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2023 9 4
第147回キャリアアッププログラム
学習達成度評価（ルーブリックを用いたパ
フォーマンス評価）のノウハウ

沖 裕貴 大学企画室客員教授、立命館大
学 教育開発推進機構 教授

2023 9 6
第148回キャリアアッププログラム
不安定な情勢下での学生対応、多様化の進
む学生の特徴と接し方

渡邉素子 学生相談室 カウンセラー・
講師
※新任教職員を対象とする「学生対応に関
する研修会」

2023 9 19

第149回キャリアアッププログラム
授業に活かせる話し方のコツ！
－アナウンサーから学ぶ 伝える・伝わる
テクニックを学ぼう！－

稲葉寿美 大学企画室客員教授、フリーア
ナウンサー、株式会社INANAエンタープ
ライズ代表取締役

2023 10 授業サロン2023B





『中部大学教育研究』規程

第１条 中部大学（以下「本学」という）は、本学におけるFD活動の一環として、高等教育（大学教育）全般に関

する研究成果、及び本学での教育に関する分析研究、実践報告等を学内外に発表するため、『中部大学教育研究』

（英語名：『JournalofChubuUniversityEducation』、以下「ジャーナル」という）を発行する。

第２条 ジャーナルの編集・発行に関する業務を行うために、中部大学FD・SD委員会第９条に規定する専門委員会

として、ジャーナル編集委員会（以下「委員会」という）を置く。

２ 委員会の庶務は、大学企画室高等教育推進部および大学企画部高等教育推進課が行う。

第３条 ジャーナルは、原則として年１回、毎年12月に発行する。

第４条 ジャーナルは、Ａ４判左横とじ横書きとする。

第５条 ジャーナルに投稿できる研究成果等（以下、「論文等」という）の範囲は、次のとおりとする。

� 本学に属する教職員が執筆したもので、委員会が適当と認めた研究、報告等

� 本学大学院生が執筆したもので、本学教員が委員会に推薦し、委員会が適当と認めた研究、報告等

� 委員会が学内外の研究者に対し、特別寄稿として執筆を依頼した研究、報告等

� ヒトを対象とする研究については、「中部大学における人を対象とする研究に関する倫理指針」を遵守し倫

理的な問題に十分配慮して行ったもので、必要に応じて、中部大学倫理審査委員会の承諾を得たものであるこ

とを要件とし、このことを明確に論文中に記載しなければならない。

第６条 投稿する原稿は、未発表の論文等であることを原則とする。ただし、学会その他で既に発表または報告した

ものを投稿する場合は、必ずその旨を明らかにする。

第７条 委員会は、投稿された論文等の提出を受付け、ジャーナルへの掲載について採否等を決定する。

第８条 ジャーナルに投稿の論文等は、別に定める『中部大学教育研究』編集・投稿要項に準拠して作成されなけれ

ばならない。

第９条 ジャーナルに掲載された論文等の著作権は、本学に帰属する。ただし、著作者が当該論文等を利用する場合

には、本学の許諾を必要としない。なお、著作物は『中部大学教育研究』、本学ホームページおよび、中部大学

学術情報リポジトリにおいて公開する。

第10条 この規程の改廃は、中部大学FD・SD委員会の議を経て学長が定めるものとし、その他ジャーナルに関し必

要な事項は、委員会が別に定めるものとする。

附 則

１ この規程は、2019年４月１日から施行する。

２ 中部大学大学教育研究センタージャーナル規程（2001年４月１日制定）は、廃止する。

附 則

この規程は、2020年４月１日から施行する。

『中部大学教育研究』編集・投稿要項

Ⅰ．編集要項

１．『中部大学教育研究』（以下「ジャーナル」という）は、以下の区分の論文等を掲載する。投稿された原稿によ

りジャーナル編集委員会（以下、委員会という）がその構成を決定する。

「研究論文」

・大学教育に関して、方法や結果に独創性や新規性が認められる実証的、実践的、理論的な研究を指し、大学

教育の研究の発展に資するもの。

・大学教育について、国内外の諸研究を広く検討し独自の観点から総合的に概観・展望したもの。

「実践研究・実践報告」

・授業研究や教育に関する実践記録・事例研究、教材開発などに関するもの。

「教育資料」

・大学教育に関する有益な資料の提示。

「教育スケッチ」

・大学教育に関して、専門外の人にも理解できるように執筆したエッセイや書籍紹介など。小区分として、

「提言」「海外便り」「書評」「エッセイ」など。

２．投稿数の多い場合は、委員会が調整し、次号送りとすることがある。

３．委員会が採否を決定するにあたり、投稿された原稿について校正を行う。校正方法等については、別に定める。
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４．委員会は、表題の配置、数式の配列、活字のポイントなど、体裁について可能な限りジャーナル全体の統一を

図る。

５．欄外表題（ランニングタイトル）は、各稿の２頁以降の偶数頁にジャーナル名・号数、奇数頁に表題を掲載す

る。

６．著者が抜刷を必要とする場合、その経費は著者が負担する。ただし、委員会が学外者に投稿を依頼した場合は、

この限りではない。

Ⅱ．投稿要項

１．投稿方法

� 投稿を予定している場合は、原稿募集時に定められた期日までに、投稿計画書を提出する。

� 投稿できる原稿は、編集要項に定められた区分の原稿とする。

� 原稿は、原則として新仮名づかいを用いて、MicrosoftWordによる横書きとする。原稿の提出は、印刷物

と電子データとの両方とし、論文中の図表については、元となるExcelデータ等も合わせて提出する。

� 投稿の際に、チェックリストを付して提出する。

２．原稿の言語と記載事項

� 原稿の言語は、日本語または英語とする。

� 「研究論文」「実践研究・実践報告」の冒頭は、本文と同一言語の表題、著者名、要旨（400字程度、本文が

英語の場合：250ワード程度）、およびキーワード（５項目以内）を、当該頁の脚注には所属・職名（原則とし

て本務のみ）を記載する。ただし、「教育資料」「教育スケッチ」における要旨とキーワードの記載の有無は、

著者に委ねる。

� 原稿の末尾には、本文が日本語の場合は英語で、本文が英語の場合は日本語で、２．�で指定された表題、

著者名、所属・職名、要旨、およびキーワードを書く。

� 英語による氏名の表記は、通常のローマ字（訓令式）、ヘボン式および非ヘボン式などのいずれも可とする。

記載例）中部浩司：CHUBU Kozi、CHUBU Koji、CHUBU Kohjiなど。

� 英語（本文が英語の場合：日本語）の表題、要旨およびキーワードは、事前にネイティブチェックを受けて

おくこと。なお、これらの項目は、編集要項に規定する校正の範囲外とする。

� 共著の場合は、筆頭著者・第二著者の順に記載し「・」でつなぐ。

３．規定書式

� ページ：Ａ４縦、横書とする。表題、副題、著者名、要旨、キーワードは全角48文字／行×１段組みとし、

本文は、全角24文字／行×２段組、48行／頁とする。

� 各項目のフォント

１）表題：13ポイント（MSゴシック）太字、中央揃え（下１行空け、副題のある場合は副題の下１行空け）

２）副題：12ポイント（MSゴシック）太字、中央揃え

３）著者名：11ポイント（MS明朝）（下1行空け）

４）節・項（項目名）：10.5ポイント（MSゴシック）太字（節・項が変わる場合は１行空け）

５）要旨、キーワード、本文：９ポイント（MS明朝）

� 余白：上25.0㎜、下20.0㎜、左20.0㎜、右20.0㎜、２段組の段間10.0㎜とする。

� 句読点：「、」「。」とする。

� 英数字：原則として半角とする。

� 本文が英語の場合および原稿末尾の英語表記の各項目の書式は、すべて１段組とし詳細は別に定める。

４．原稿の分量（目安）

� 研究論文・実践研究・実践報告：原則として12頁以内。

� 教育資料・教育スケッチ：原則として６頁以内。

５．原稿の表題

� 表題は簡潔なものにすべきであるが、長文になる場合は、欄外表題が１行以内となる省略表題を別に指定する。

� 表題に副題がつく場合は、両端に－（ダッシュ）を付す。

６．本 文

� 目的、方法、結果、論証などを明晰さを失わない範囲で、できるだけ簡潔に書く。特に著者のオリジナルな

寄与がどの点にあるかを明らかにする。

� 注は、謝辞、内容の補足説明のみに充て、人名、地名等は原則として原語を用いる。

� 文中の文字指定は、原則としてすべて朱書きとする。ギリシャ文字は、明瞭に書き、特にローマ字とまぎれ

やすいものは、ギ（朱書き）と指定する。

� 量を表わす記号は原則としてイタリックとし、単位および元素記号はすべて立体（romanletters）とする。

数式はイタリックで組まれるから、立体とすべき文字や記号、例えばsin、gradなどには（朱書き）をつけて
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指定する。

� 数式を行中に挿入するときは、極力a/b、exp(iwp)のような記法を用いる。上つき（下つき）の添字にさ

らに上つき（下つき）の添字をつけることはなるべく避ける。

� 項、小項などの番号のつけ方は、原則として各専門分野の学会誌などで慣用されている形式に従う。

７．図表、写真等

� 図表、写真等は、最小限度に留め、本文との重複や図表相互の無意味な重複は、極力さける。図表の原稿は、

本文とは別に縮尺度を考慮して作成し、本文のテンプレートとは別に提出する。図注は活字で組まれるので、

別紙に一括することがある。写真の場合は鮮明なものまたは電子データを別に提出する。

� 図表の番号は、図１、表１（Fig.１，Table１）のように記し、挿入指定箇所は原稿内で指示する。また、

図の下、表の上に、タイトル・連番号をゴシック体で記載する。文中で図表の番号を引用する場合にはゴシッ

ク体とする。

� カラーの図表等は、必要最小限に留める。

８．注、引用文献

� 注は、原則として原稿の末尾に一括する。表記は、１）、２）･･･、�、�･･･などで示す。

� 引用文献は、�と同様とする。引用文献（references）の書き方は、著者名、書名（または誌名）、巻、ペー

ジ、発行年（単行本の場合は発行所、必要があれば発行地も含める）など、各専門分野の学会誌で慣用されて

いる形式に従う。雑誌名の省略形についても学会誌などで慣用のものを使う。なお、Webを利用して文献等

を引用した場合は、その取得した期日も明記する。

９．投稿原稿の取扱いおよび校正

� 投稿者は、完全原稿を提出する。校正は、印刷上の誤り以外の字句の修正、あるいは原稿にない字句の挿入

は原則として認めない。

� 委員会による校正は、原則として著者による初校が完了した原稿に対して行う。著者は、委員会による校正

意見に対して、著者の責任において対応（二校）し、その対応結果を委員会に返答する。

� 著者による校正は、原則として二校までとし、三校（最終校）は、委員会が行う。

（様式）投稿計画書

（表面） （裏面）
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（様式）チェックリスト

2020年２月27日

ジャーナル編集委員会承認
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